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○外務省／財務省／国土交通省／告示第一号 

平成三十年三月七日 

外務大臣 河野 太郎 

財務大臣 麻生 太郎 

国土交通大臣 石井 啓一 

  

国際連合安全保障理事会決議第千八百七十四号等を踏まえ我が国が実施する貨物検査等に関

する特別措置法施行令別表一の項及び二の項の規定に基づき物資を告示する件 

 

国際連合安全保障理事会決議第千八百七十四号等を踏まえ我が国が実施する貨物検査等に関す

る特別措置法施行令（平成二十二年政令第百五十八号）別表一の項の規定に基づき外務大臣、財

務大臣及び国土交通大臣が告示する物資は別表第１から別表第７までに掲げるものとし、同令別

表二の項の規定に基づき外務大臣、財務大臣及び国土交通大臣が告示する物資は別表第１から別

表第５まで及び別表第８に掲げるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から起算して３日を経過した日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日から平成 29 年 12 月 31 日（ニューヨーク時間。以下この２及び附則３に

おいて同じ。）までの間は、別表第７の５の規定の適用については、同表５（２）エ中「毎年１

月１日」とあるのは「平成 29 年 10 月１日」と、「2,000,000 バレル」とあるのは「500,000 バ

レル」とする。 

３ 別表第８の 15 に掲げるもののうち平成 29 年９月 11 日より前に輸入の契約を締結したもので

あって当該輸入について同年同日から 135 日以内に国際連合安全保障理事会決議第 1718 号 12

の規定に従って設置された委員会に対して通知を行ったものについては、同表 15 の規定は、同

年 12 月 10 日までは、適用しない。 

附 則（平成三十年三月七日外務省／財務省／国土交通省／告示第一号） 

この告示は、公布の日から起算して３日を経過した日から施行する。 

 

別表第１ 核関連の物資 

１ 核燃料物質又は核原料物質であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） ウラン又はその化合物 

（２） トリウム又はその化合物 

（３） プルトニウム又はその化合物 

（４） あらかじめ分離されたネプツニウム237 

（５） （１）から（４）までの物資の１又は２以上を含むもの 

２ 原子炉若しくはその部分品若しくは附属装置又は車両、船舶、航空機若しくは宇宙空間用若

しくは打ち上げ用の飛しょう体の原子炉用に設計した発電若しくは推進のための装置 
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３ 重水素又は重水素化合物であって、重水素の原子数の水素の原子数に対する比率が5,000分の

１を超えるもの 

４ １キログラムを超える人造黒鉛であって、ほう素当量が全重量の1,000,000分の５未満で、か

つ、20度の温度における見掛け比重が1.50を超えるもののうち、次のいずれかに該当するもの 

（１） 原子炉用のもの 

（２） 原子炉用に用いることができるもの（（１）に該当するものを除く。） 

５ 放射線を照射した核燃料物質若しくは核原料物質の分離用若しくは再生用に設計した装置又

はその部分品若しくは制御装置 

６ リチウムの同位元素の分離用の装置又は核燃料物質の成型加工用の装置 

７ ウラン若しくはプルトニウムの同位元素の分離用の装置であって、次のいずれかに該当する

もの若しくはその附属装置又はこれらの部分品 

（１） ガス拡散法を用いるもの 

（２） 遠心分離法を用いるもの 

（３） ノズル分離法を用いるもの 

（４） ボルテックス法を用いるもの 

（５） 化学交換法を用いるもの 

（６） レーザー分離法を用いるもの 

（７） プラズマ法を用いるもの 

（８） 電磁分離法を用いるもの 

８ 周波数変換器又はその部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） ガス遠心分離機用の周波数変換器であって、次のア及びイに該当するもの又はその部分

品 

ア 出力が三相以上のものであって、周波数が600ヘルツ以上のもの 

イ 出力周波数をプラスマイナス0.2パーセント未満で制御できるもの 

（２） 可変周波数若しくは固定周波数モーター駆動に用いることができる周波数変換器又は周

波数発生器であって、次のアからウまでの全てに該当するもの（（１）に該当するもの及び産

業機械又は消費財用の周波数変換器であって、当該機械等から取り外した場合には、ハードウ

ェア及びソフトウェアの制限により次のアからウまでのいずれかの特性を満たさなくなるもの

を除く。） 

ア 出力が三相以上のものであって、40ボルトアンペア以上の出力を得ることができるもの 

イ 600ヘルツ以上の出力周波数で作動するもの 

ウ 出力周波数をプラスマイナス0.2パーセント未満で制御できるもの 

（３） 周波数変換器であって、次のいずれかに該当するもの（（１）又は（２）に該当するも

のを除く。） 

ア 次の（ア）及び（イ）に該当するもの 

（ア） 40ワット以上の出力を得ることができるもの 

（イ） 出力が二相以上のものであって、周波数が600ヘルツ超2,000ヘルツ未満の出力を得

ることができるもの 



 

3 
 

イ 周波数が300ヘルツ超600ヘルツ未満の出力を得ることができるもの 

９ ニッケルの粉であって、径の平均値が10マイクロメートル未満で、かつ、重量比による純度が

99パーセント以上のもの又はこれを用いて製造した多孔質金属 

10 重水素若しくは重水素化合物の製造に用いられる装置又はその部分品若しくは附属装置であっ

て、次のいずれかに該当するもの 

（１） 重水素若しくは重水素化合物の製造用の装置（濃縮用の装置を含む。）又はその部分品

若しくは附属装置 

（２） 重水の製造に用いられる装置又はその部分品若しくは附属装置であって、次のいずれか

に該当するもの（（１）に該当するものを除く。） 

ア 棚段塔であって、次の（ア）から（ウ）までの全てに該当するもの 

（ア） 細粒炭素綱を用いたもの 

（イ） ２メガパスカル以上の圧力で用いることができるもの 

（ウ） イに掲げる内部構造物を有するもの 

イ 棚段塔の内部構造物であって、次の（ア）から（ウ）までの全てに該当するもの 

（ア） 断面積が2.54平方メートル以上のものであって、２つ以上の部分に分割されている

もの 

（イ） 気体と液体を向流的に流して接触させるように設計したもの 

（ウ） 硫化水素に対して耐食性のある材料を用いたもの 

ウ 低温で用いられる蒸留塔であって、次の（ア）から（エ）までの全てに該当するもの 

（ア） 細粒ステンレス綱であって、水素ぜい性のないものを用いたもの 

（イ） 内径が30センチメートル以上であり、かつ、有効長が４メートル以上のもの 

（ウ） 温度が零下238度以下で用いることができるように設計したもの 

（エ） 0.5メガパスカル以上５メガパスカル以下の圧力範囲において用いることができる

ように設計したもの 

エ 真空蒸留用の塔に用いることができるように設計した充填物であって、化学的にぬれ性を

改善する処理を行った燐
りん

青銅製のもののうち、メッシュ状のもの 

オ 温度が零下238度以下で用いることができるように設計したターボエキスパンダであって

、水素の排出量が１時間につき1,000キログラム以上のもの 

カ カリウムアミドを含む液化アンモニアを循環させることができるポンプであって、次の

（ア）から（ウ）までの全てに該当するもの 

（ア） 気密な構造のもの 

（イ） 1.5メガパスカル以上60メガパスカル以下の圧力範囲において用いることができる

もの 

（ウ） 吐出し量が１時間につき8.5立方メートルを超えるもの 

11 三酸化ウラン、六フッ化ウラン、二酸化ウラン、四フッ化ウラン、金属ウラン若しくは四塩化

ウランの製造用の装置であって、次のいずれかに該当するもの若しくはその附属装置又はこれら

の部分品 

（１） ウラン鉱石を原料とする三酸化ウランの製造用の装置 
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（２） 三酸化ウラン又は四フッ化ウランを原料とする六フッ化ウランの製造用の装置 

（３） 三酸化ウラン又は六フッ化ウランを原料とする二酸化ウランの製造用の装置 

（４） 二酸化ウラン又は六フッ化ウランを原料とする四フッ化ウランの製造用の装置 

（５） 四フッ化ウランを原料とする金属ウランの製造用の装置 

（６） 二酸化ウランを原料とする四塩化ウランの製造用の装置 

12 二酸化プルトニウム、しゅう酸プルトニウム、過酸化プルトニウム、三フッ化プルトニウム、

四フッ化プルトニウム若しくは金属プルトニウムの製造用の装置若しくはその附属装置又はこれ

らの部分品 

13 ガス遠心分離機の製造に用いられるしごきスピニング加工機又はその部分品であって、次のい

ずれかに該当するもの 

（１） しごきスピニング加工機であって、数値制御装置又は電子計算機によって制御すること

ができるもののうち、ローラの数が３以上のもの 

（２） 内径が75ミリメートル超400ミリメートル未満の円筒形のローターを成形することがで

きるように設計したマンドレル 

14 核兵器の開発又は製造に用いられる工作機械（金属、セラミック又は複合材料を加工すること

ができるものに限る。）であって、数値制御を行うことができ、かつ、輪郭制御をすることがで

きる軸数が２以上の電子制御装置を取り付けることができるもののうち、次の（１）から（４）

までのいずれかに該当するもの（（５）に該当するものを除く。） 

（１） 旋削をすることができる工作機械であって、次のア及びイに該当するもの（ウに該当す

るものを除く。） 

ア 国際標準化機構が定めた規格（以下「国際規格」という。）ＩＳＯ230／２（1988）で定

める測定方法により直線軸の全長について測定したときの位置決め精度が0.006ミリメート

ル未満のもの 

イ 直径が35ミリメートルを超えるものを加工することができるもの 

ウ 棒材作業用の旋盤のうち、スピンドル貫通穴から材料を差し込み加工するものであって、

次の（ア）及び（イ）に該当するもの 

（ア） 加工できる材料の最大直径が42ミリメートル以下のもの 

（イ） チャックを取り付けることができないもの 

（２） フライス削りをすることができる工作機械であって、次のアからウまでのいずれかに該

当するもの（エに該当するものを除く。） 

ア 国際規格ＩＳＯ230／２（1988）で定める測定方法により直線軸の全長について測定した

ときの位置決め精度が0.006ミリメートル未満のもの 

イ 輪郭制御をすることができる回転軸の数が２以上のもの 

ウ 輪郭制御をすることができる軸数が５以上のもの 

エ フライス盤であって、次の（ア）及び（イ）に該当するもの 

（ア） 国際規格ＩＳＯ841（数値制御工作機械―座標軸及び運動の記号）で定めるＸ軸の

方向の移動量が２メートルを超えるもの 

（イ） 国際規格ＩＳＯ230／２（1988）で定める測定方法により国際規格ＩＳＯ841で定め
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るＸ軸の全長について測定したときの位置決め精度が0.03ミリメートルを超えるもの 

（３） 研削をすることができる工作機械であって、次のアからウまでのいずれかに該当するも

の（次のエ又はオに該当するものを除く。） 

ア 国際規格ＩＳＯ230／２（1988）で定める測定方法により直線軸の全長について測定した

ときの位置決め精度が0.004ミリメートル未満のもの 

イ 輪郭制御をすることができる回転軸の数が２以上のもの 

ウ 輪郭制御をすることができる軸数が５以上のもの 

エ 円筒外面研削盤、円筒内面研削盤又は円筒内外面研削盤であって、次の（ア）及び（イ）

に該当するもの 

（ア） 外径又は長さが150ミリメートル以内のものを研削するように設計したもの 

（イ） 国際規格ＩＳＯ841で定めるＸ軸、Ｚ軸及びＣ軸のみを有するもの 

オ ジグ研削盤であって、次のいずれにも該当しないもの 

（ア） 国際規格ＩＳＯ841で定めるＺ軸を有するもののうち、国際規格ＩＳＯ230／２

（1988）で定める測定方法により当該Ｚ軸の全長について測定したときの位置決め精度が

0.004ミリメートル未満のもの 

（イ） 国際規格ＩＳＯ841で定めるＷ軸を有するもののうち、国際規格ＩＳＯ230／２

（1988）で定める測定方法により当該Ｗ軸の全長について測定したときの位置決め精度が

0.004ミリメートル未満のもの 

（４） 放電加工（ワイヤ放電加工を除く。）をすることができる工作機械であって、輪郭制御

をすることができる回転軸の数が２以上のもの 

（５） 工作機械であって、次のいずれかを製造するためのみに設計したもの 

ア 歯車 

イ クランク軸又はカム軸 

ウ 工具又は刃物 

エ 押出機のウオーム 

15 核兵器の開発又は製造に用いられる測定装置（工作機械であって、測定装置として使用するこ

とができるものを含む。）であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 電子計算機又は数値制御装置により制御される測定装置であって、次のいずれかに該当

するもの 

ア 測定軸の数が２であって、国際規格で定める測定方法によりそれぞれの軸の測定精度を測

定した場合に、操作範囲内のいずれの測定点においても、測定軸のマイクロメートルで表し

た最大許容長さ測定誤差の数値がミリメートルで表した当該測定軸の長さに0.001を乗じて

得た数値に1.25を加えた数値以下となるもの 

イ 測定軸の数が３以上であって、国際規格で定める測定方法により空間の測定精度を測定し

た場合に、操作範囲内のいずれの測定点においても、測定軸のマイクロメートルで表した最

大許容長さ測定誤差の数値がミリメートルで表した当該測定軸の長さに0.00125を乗じて得

た数値に1.7を加えた数値以下となるもの 

（２） 直線上の変位を測定するものであって、次のいずれかに該当するもの 
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ア 非接触型の測定システムであって、0.2ミリメートルまでの測定レンジにおいて、分解能

が0.2マイクロメートル以下のもの 

イ 線形電圧差動変圧器（ＬＶＤＴ）を用いた測定システムであって、次の（ア）及び（イ）

に該当するもの 

（ア） 線形可変差動変圧器（ＬＶＤＴ）が次のいずれかに該当するもの 

ａ 最大の作動範囲がプラスマイナス５ミリメートル以下のものであって、０から最大の

作動範囲における直線性が 0.1 パーセント以下のもの 

ｂ 最大の作動範囲がプラスマイナス５ミリメートルを超えるものであって、０からプラ

スマイナス５ミリメートルにおける直線性が 0.1 パーセント以下のもの 

（イ） 19度以上21度以下の温度範囲において測定した場合に、ドリフトが24時間当たり

0.1パーセント以下のもの 

ウ 次の（ア）及び（イ）に該当するもの（フィードバック機能を有しない干渉計であって、

レーザーを用いて工作機械、測定装置又はこれらに類するもののスライド運動誤差を測定す

るものを除く。） 

（ア） レーザー光を用いて測定することができるもの 

（イ） 19度以上21度以下の温度範囲において、次のａ及びｂの特性を12時間維持すること

ができるもの 

ａ 測定できる最大の測定レンジにおいて、分解能が0.1マイクロメートル以下のもの 

ｂ 測定範囲内のいずれか１の点において、空気屈折率で補正した場合に、測定軸のマイ

クロメートルで表した測定の不確かさの数値がミリメートルで表した当該測定軸の長さ

に0.0005を乗じて得た数値に0.2を加えた数値以下のもの 

（３） 角度の変位を測定するものであって、角度位置の偏差の最大値が0.00025度以下のもの

（平行光線を用いて鏡の角度の変位を測定する光学的器械を除く。） 

（４） 曲面形状を有するものの長さ及び角度を同時に測定することができる測定装置であって

、次のア及びイに該当するもの 

ア 測定軸の測定の不確かさの数値が測定距離５ミリメートル当たり3.5マイクロメートル以

下のもの 

イ 角度位置の偏差の最大値が0.02度以下のもの 

16 誘導炉、アーク炉若しくはプラズマ若しくは電子ビームを用いた溶解炉又はこれらの附属装置

であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 真空誘導炉若しくは不活性ガスを用いる誘導炉（半導体ウエハーの加工用のものを除く

。）であって、次のアからウまでの全てに該当するもの又はこれらの電源装置であって、出力

が５キロワット以上のもの 

ア 炉の内部を850度を超える温度にすることができるもの 

イ 直径が600ミリメートル以下の誘導コイルを有するもの 

ウ 電源装置からの入力が５キロワット以上のもの 

（２） アーク炉であって、真空中若しくは不活性ガス中で金属を溶解して鋳造するもののう

ち、容量が 1,000 立方センチメートル超 20,000 立方センチメートル未満の消耗電極を有し、
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かつ、1,700 度を超える温度で金属を溶解することができるもの又は電子計算機を用いた当該

アーク炉用の制御装置若しくは監視装置 

（３） 出力が50キロワット以上のプラズマ若しくは電子ビームを用いた溶解炉であって、真空

中若しくは不活性ガス中で金属を溶解して鋳造するもののうち、1,200度を超える温度で金属

を溶解することができるもの又は電子計算機を用いた当該溶解炉用の制御装置若しくは監視装

置 

17 アイソスタチックプレス又はその部分品、その制御装置若しくはそのために設計した型 

18 ロボット（操縦ロボット及びシーケンスロボットを除く。）若しくはエンドエフェクターであ

って、次のいずれかに該当するもの又はこれらの制御装置 

（１） 工業標準化法（昭和24年法律第185号）に基づく日本工業規格（以下単に「日本工業規

格」という。）Ｃ60079－０号（爆発性雰囲気で使用する電気機械器具―第０部：一般要件）

で定める防爆構造のもの（塗装用のものを除く。） 

（２） 全吸収線量がシリコン換算で50,000グレイを超える放射線照射に耐えることができるよ

うに設計したもの 

19 振動試験装置又はその部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） デジタル制御方式であり、かつ、電動式の振動試験装置であって、次のア及びイに該当

するもの 

ア 試験体がない状態における加振力が50キロニュートン以上のものであって、20ヘルツ超

2,000ヘルツ未満の周波数範囲で加速度の実効値が98メートル毎秒毎秒以上の振動を発生さ

せることができるもの 

イ フィードバック制御技術又は閉ループ制御技術を用いたもの 

（２） 振動試験装置の部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

ア （１）に該当する振動試験装置の制御に使用するように設計した部分品であって、振動試

験用のプログラムを用いたものであり、かつ、５キロヘルツを超える帯域幅で実時間での振

動試験をデジタル制御するもの 

イ （１）に該当する振動試験装置に使用することができる振動発生機であって、試験体がな

い状態における加振力が50キロニュートン以上のもの 

ウ （１）に該当する振動試験装置に使用することができる振動台又は振動発生装置の部分品

であって、試験体がない状態における加振力が50キロニュートン以上となる振動を発生させ

るために２台以上の振動発生機を接続して使用するように設計したもの 

20 ガス遠心分離機のローターに用いられる構造材料であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） アルミニウム合金（鍛造したものを含む。）であって、引張強さが20度の温度において

415メガパスカル以上となるもののうち、外径が75ミリメートル以上の棒又は円筒形のもの 

（２） 炭素繊維、アラミド繊維若しくはガラス繊維、炭素繊維若しくはガラス繊維を用いたプ

リプレグ又は炭素繊維若しくはアラミド繊維を用いた成型品であって、次のいずれかに該当す

るもの 

ア 炭素繊維又はアラミド繊維であって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 比弾性率が12,700,000メートル以上のもの 
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（イ） 比強度が235,000メートル以上のもの 

イ ガラス繊維であって、次の（ア）及び（イ）に該当するもの 

（ア） 比弾性率が3,180,000メートルを超えるもの 

（イ） 比強度が76,200メートルを超えるもの 

ウ ア又はイに該当する炭素繊維又はガラス繊維に熱硬化性樹脂を含浸したプリプレグであっ

て、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 繊維状のもの 

（イ） 幅が15ミリメートル以下のテープ状のもの 

エ アに該当する繊維又はウに該当するプリプレグ（炭素繊維を使用したものに限る。）を用

いた円筒形の成型品であって、内径が75ミリメートル超400ミリメートル未満のもの 

（３） マルエージング鋼であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 引張強さが20度の温度において1,950メガパスカル以上となるもののうち、寸法の最大値

が75ミリメートルを超えるもの（イに該当するものを除く。） 

イ 引張強さが20度の温度において1,500メガパスカル以上となるもののうち、外径が75ミリ

メートル以上の棒又は円筒形のもの 

ウ 引張強さが20度の温度において1,950メガパスカル以上のものであって、次のいずれかに

該当するもの 

（ア） 厚さが５ミリメートル以下の板又は管 

（イ） 厚さが50ミリメートル以下の管であって、かつ、内径が270ミリメートル以上のも

の 

（４） チタン合金（鍛造したものを含む。）であって、引張強さが20度の温度において900メ

ガパスカル以上となるもののうち、外径が75ミリメートルを超える棒又は円筒形のもの 

21 ベリリウム若しくはベリリウム合金（ベリリウムの含有量が全重量の 50 パーセントを超える

ものに限る。）の地金若しくはくず若しくはベリリウム化合物又はこれらの半製品若しくは一

次製品（電子機器の部分品用のベリリウム酸化物の半製品及び一次製品を除く。）  

22 核兵器の起爆用のアルファ線源に用いられる物質又はその原料となる物質であって、次のいず

れかに該当するもの（１に該当するものを除く。） 

（１） 重量比による純度が99.99パーセント以上のビスマスであって、銀の含有量が全重量の

0.001パーセント未満のもの 

（２） ラジウム226、ラジウム226合金、ラジウム226化合物若しくはラジウム226混合物又はこ

れらの半製品若しくは一次製品（医療用装置に組み込まれたもの及び装置に内蔵されたもので

あって、１装置当たりの放射能の総量が0.37ギガベクレル未満のものを除く。） 

（３） アルファ中性子反応により中性子源を発生させることに適した放射性核種若しくはそ

の化合物若しくは混合物（製品又は装置に内蔵されたものであって、１製品又は装置当たり

の崩壊による放射能の総量が 3.7 ギガベクレル未満のものを除く。）又はこれらを内蔵する製

品若しくは装置であって、１キログラム当たりの崩壊による放射能の総量が 37 ギガベクレル

以上のもの 

（４） アルファ線を放出する放射性核種（（３）に該当するものを除く。） 
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23 ほう素、ほう素化合物若しくはほう素混合物又はこれらの半製品若しくは一次製品であって、

ほう素10のほう素10及びほう素11に対する比率が天然の比率を超えて濃縮されたほう素から構成

されるもの又はそのほう素を含むもの 

24 核燃料物質の製造用の還元剤又は酸化剤として用いられる物質であって、次のいずれかに該当

するもの 

（１） カルシウムであって、次のア及びイに該当するもの 

ア カルシウム又はマグネシウム以外の金属の含有量が全重量の0.1パーセント未満のもの 

イ ほう素の含有量が全重量の0.001パーセント未満のもの 

（２） 三フッ化塩素 

（３） マグネシウムであって、次のア及びイに該当するもの 

ア マグネシウム又はカルシウム以外の金属の含有量が全重量の0.02パーセント未満のもの 

イ ほう素の含有量が全重量の0.001パーセント未満のもの 

25 アクチニドに対して耐食性のある材料を用いたるつぼであって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 容量が0.15リットル超８リットル未満のるつぼであって、次のいずれかに該当する材料

若しくはこれらを組み合わせたもの（不純物の総重量の当該るつぼの総重量に対する割合が２

パーセント以下のものに限る。）からなるもの又はその材料により被覆されたもの 

ア フッ化カルシウム 

イ メタジルコン酸カルシウム 

ウ 硫化セリウム 

エ 酸化エルビウム 

オ 酸化ハフニウム 

カ 酸化マグネシウム 

キ ニオブ、チタン及びタングステンからなる合金であって、窒化したもの 

ク 酸化イットリウム 

ケ 酸化ジルコニウム 

（２） 容量が0.05リットル超２リットル未満のるつぼであって、重量比による純度が99.9パー

セント以上のタンタル製のもの又はそのタンタルで裏打ちされたもの 

（３） 容量が0.05リットル超２リットル未満のるつぼであって、重量比による純度が98パーセ

ント以上のタンタル製のもの又はそのタンタルで裏打ちされたもののうち、タンタルの炭化物

、窒化物、ほう化物又はこれらのいずれかを組み合わせたもので被覆されたもの 

26 ハフニウム若しくはハフニウム合金（ハフニウムの含有量が全重量の60パーセントを超えるも

のに限る。）の地金若しくはくず若しくはハフニウム化合物（ハフニウムの含有量が全重量の60

パーセントを超えるものに限る。）又はこれらの半製品若しくは一次製品 

27 リチウム若しくはリチウム合金の地金若しくはくず若しくはリチウム化合物若しくはリチウム

混合物又はこれらの半製品若しくは一次製品であって、リチウム６のリチウム６及びリチウム７

に対する比率が天然の比率を超えて濃縮されたリチウムから構成されるもの又はそのリチウムを

含むもの（熱ルミネセンス線量計に組み込まれたリチウム化合物又はリチウム混合物を除く。） 

28 タングステン、タングステンの炭化物又はタングステンの含有量が全重量の90パーセントを超
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える合金であって、質量が20キログラムを超え、かつ、内径が100ミリメートル超300ミリメート

ル未満の円筒形のもの若しくは中空の半球形のもの又はこれらを組み合わせたもの（おもり又は

ガンマ線のコリメータ用に設計されたものを除く。） 

29 ジルコニウム若しくはジルコニウム合金（ジルコニウムの含有量が全重量の50パーセントを超

えるものに限る。）の地金若しくはくず若しくはジルコニウム化合物（ハフニウムの含有量がジ

ルコニウムの含有量の500分の１未満のものに限る。）又はこれらの半製品若しくは一次製品（

厚さが0.1ミリメートル以下のはくを除く。） 

30 フッ素製造用の電解槽 

31 ガス遠心分離機のローターの製造用若しくは組立てに用いられる装置又はその部分品であって

、次のいずれかに該当するもの 

（１） ガス遠心分離機のローターのチューブ、バッフル及びエンドキャップの組立用の装置 

（２） ガス遠心分離機のローターのチューブの中心軸を調整するための装置 

（３） ベローズ製造用の装置又は型 

32 遠心力式釣合い試験機（一面釣合い試験機を除く。） 

33 フィラメントワインディング装置であって、次の（１）及び（２）に該当するもの又はその部

分品若しくはその制御装置若しくはマンドレル 

（１） 繊維を位置決めし、包み及び巻く作業を行うもののうち、それらの作業を相関して制御

することができる軸数が２以上のもの 

（２） 次のいずれかに該当するもの 

ア 内径が75ミリメートル超650ミリメートル未満であって、かつ、長さが300ミリメートル以

上の円筒形のチューブを製造することができるもの 

イ 次の（ア）及び（イ）に該当するもの 

（ア） 複合材料からなる構造体を製造するため、又は繊維状の物質をラミネートするため

に特に設計したもの 

（イ） 直径が75ミリメートル以上の円筒形の管を製造することができるもの 

34 ウランの同位元素の分離に用いられるガスレーザー発振器、固体レーザー発振器又は色素レー

ザー発振器であって、次のいずれかに該当するもの（７に該当するものを除く。） 

（１） 500ナノメートル超600ナノメートル未満の波長範囲で用いるように設計した金属蒸気レ

ーザー発振器（銅レーザー発振器に限る。）であって、平均出力が30ワット以上のもの 

（２） 400ナノメートル超515ナノメートル未満の波長範囲で用いるように設計したアルゴンイ

オンレーザー発振器であって、平均出力が40ワットを超えるもの 

（３） 9,000ナノメートル超11,000ナノメートル未満の波長範囲で用いるように設計した二酸

化炭素レーザー発振器であって、パルスを発振するように設計したもののうち、次のアからウ

までの全てに該当するもの 

ア パルス繰返し周波数が250ヘルツを超えるもの 

イ 平均出力が500ワットを超えるもの 

ウ パルス幅が200ナノ秒未満のもの 

（４） 240ナノメートル超360ナノメートル未満の波長範囲で用いるように設計したエキシマレ
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ーザー発振器であって、パルスを発振するように設計したもののうち、次のア及びイに該当す

るもの 

ア パルス繰返し周波数が250ヘルツを超えるもの 

イ 平均出力が500ワットを超えるもの 

（５） 16マイクロメートルの波長で用いるように設計したパラ水素を用いたラマンレーザー発

振器であって、パルス繰返し周波数が250ヘルツを超えるもの 

（６） 720ナノメートル超800ナノメートル未満の波長範囲で用いるように設計したアレキサン

ドライトレーザー発振器であって、次のアからウまでの全てに該当するもの 

ア パルス繰返し周波数が125ヘルツを超えるもの 

イ 平均出力が30ワットを超えるもの 

ウ レーザー光のスペクトル線幅が0.005ナノメートル以下のもの 

（７） 1,000ナノメートル超1,100ナノメートル未満の波長範囲で用いるように設計したネオジ

ムを添加した固体レーザー発振器であって、次のいずれかに該当するもの（ネオジムガラスレ

ーザー発振器を除く。） 

ア パルス励起及びキュースイッチを用いたものであって、１ナノ秒以上のパルス幅のパルス

を発振するもののうち、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 単一横モードのパルスを発振するものであって、平均出力が40ワットを超えるもの 

（イ） 多重横モードのパルスを発振するものであって、平均出力が50ワットを超えるもの 

イ 波長範囲が500ナノメートル超550ナノメートル未満で、かつ、平均出力が40ワットを超え

る第二高調波を発生するように設計したもの 

（８） 300ナノメートル超800ナノメートル未満の波長範囲で用いるように設計した色素レーザ

ー発振器であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 単一モードのパルスを発振する波長可変レーザー発振器（レーザー光の増幅のみを行う装

置を除く。）であって、次の（ア）から（ウ）までの全てに該当するもの 

（ア） パルス繰返し周波数が１キロヘルツを超えるもの 

（イ） 平均出力が１ワットを超えるもの 

（ウ） パルス幅が100ナノ秒未満のもの 

イ パルスを発振する波長可変レーザー発振器であって、次の（ア）から（ウ）までの全てに

該当するもの（アに該当するものを除く。） 

（ア） パルス繰返し周波数が１キロヘルツを超えるもの 

（イ） 平均出力が30ワットを超えるもの 

（ウ） パルス幅が100ナノ秒未満のもの 

（９） 5,000ナノメートル超6,000ナノメートル未満の波長範囲で用いるように設計した一酸化

炭素レーザー発振器であって、パルスを発振するように設計したもののうち、次のアからウま

での全てに該当するもの（産業用のものを除く。） 

ア パルス繰返し周波数が250ヘルツを超えるもの 

イ 平均出力が200ワットを超えるもの 

ウ パルス幅が200ナノ秒未満のもの 
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35 核燃料物質の分析に用いられる質量分析計又は当該質量分析計に用いることができるイオン源 

36 圧力計又はベローズ弁であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 絶対圧力を測定することができる圧力計であって、次のアからウまで（センサーを密閉

するためのシールを用いていないものについては、イを除く。）の全てに該当するもの 

ア アルミニウム、アルミニウム合金、酸化アルミニウム、ニッケル、ニッケルの含有量が全

重量の60パーセントを超えるニッケル合金若しくはフッ化炭化水素ポリマーで作られ、又は

これらの材料で保護されたセンサーを用いたもの 

イ センサーを密閉するために必要不可欠であり、内容物と直接接触し、アルミニウム、アル

ミニウム合金、酸化アルミニウム、ニッケル、ニッケルの含有量が全重量の60パーセントを

超えるニッケル合金若しくはフッ化炭化水素ポリマーで作られ、又はこれらの材料で保護さ

れたシールを用いたもの 

ウ 次のいずれかに該当するもの 

（ア） フルスケールが 13 キロパスカル未満であって、精度がフルスケールのプラスマイ

ナス１パーセント未満のもの 

（イ） フルスケールが13キロパスカル以上であって、13キロパスカルを測定したときにお

いて、精度がプラスマイナス130パスカル未満のもの 

（２） ベローズ弁であって、内容物と接触する全ての部分がアルミニウム、アルミニウム合金

、ニッケル又はニッケル合金（ニッケルの含有量が全重量の60パーセントを超えるものに限る

。）で構成され、裏打ちされ、又は被覆されたもの 

37 ソレノイドコイル形の超電導電磁石であって、次の（１）から（４）までの全てに該当するも

の（医療用の磁気共鳴イメージング装置に用いるように設計したものを除く。） 

（１） 磁束密度が２テスラを超えるもの 

（２） コイルの長さを内径で除した値が２を超えるもの 

（３） コイルの内径が300ミリメートルを超えるもの 

（４） コイルの軸の中心部分を中心として内径の35パーセントを半径とする円であって、コイ

ルの軸に垂直なものの範囲において、磁界の均一性が１パーセント未満のもの 

38 ウランの同位元素の分離用の装置に用いられる真空ポンプであって、吸気口の内径が38センチ

メートル以上のもののうち、排気速度が１秒当たり15,000リットル以上で、かつ、到達圧力が

13.3ミリパスカル未満のもの（７に該当するものを除く。） 

39 スクロール型圧縮機又はスクロール型真空ポンプであって、ベローズシールを用いたもののう

ち、次の（１）から（３）までの全てに該当するもの 

（１） 吸気量を１時間あたり50立方メートル以上とすることができるもの 

（２） 圧力比を２以上とすることができるもの 

（３） プロセスガスに接触する全ての面が次のいずれかの材料で構成され、裏打ちされ、又は

被覆されたもの 

ア アルミニウム又はアルミニウム合金 

イ 酸化アルミニウム 

ウ ステンレス鋼 
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エ ニッケル又はニッケル合金 

オ 燐
りん

青銅 

カ フッ素重合体 

40 直流の電源装置であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 出力電流が500アンペア以上のもののうち、電流又は電圧の変動率が0.1パーセント未満

で、かつ、出力電圧が100ボルト以上の状態で連続８時間を超えて使用することができるもの 

（２） 出力電圧が20,000ボルト以上のもののうち、電流又は電圧の変動率が0.１パーセント未

満で、かつ、出力電流が１アンペア以上の状態で連続８時間を超えて使用することができるも

の 

41 電子加速器であって、次のいずれかに該当するもの（電子顕微鏡の部分品又は医療用装置を除

く。） 

（１） 電子の運動エネルギーのせん頭値が0.5メガ電子ボルト以上25メガ電子ボルト未満であ

って、次のいずれかに該当するもの 

ア ビームのパルスの持続時間が１マイクロ秒以下であって、1,700にメガ電子ボルトで表し

た電子の運動エネルギーのせん頭値の2.65乗を乗じたものに、クーロンで表した加速された

電子の全電荷量を乗じた値が0.25以上のもの 

イ ビームのパルスの持続時間が１マイクロ秒を超えるものであって、1,700にメガ電子ボル

トで表した電子の運動エネルギーのせん頭値の2.65乗を乗じたものに、クーロンで表した１

マイクロ秒の間に加速することができる電荷量の最大値を乗じた値が0.25以上のもの 

（２） 電子の運動エネルギーのせん頭値が25メガ電子ボルト以上であって、せん頭出力が50メ

ガワットを超えるもの 

42 フラッシュ放電型のエックス線装置又はそのために設計したパルス出力システムの附属品若し

くは部分品（多段式インパルス電圧発生器、高出力パルス形成回路網、高電圧用コンデンサ及び

トリガーを含む。） 

43 発射体の速度の最大値を１秒につき 1.5 キロメートル以上にすることができる衝撃試験機

（高速武器システムのために特に設計した銃を除く。） 

44 高速度の撮影が可能なカメラ又はその部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） ストリークカメラ又はその部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

ア ストリークカメラであって、撮影速度が１マイクロ秒につき0.5ミリメートルを超えるも

の 

イ 電子式のストリークカメラであって、時間分解能が50ナノ秒以下のもの 

ウ イに該当するカメラ用のストリーク管 

エ モジュール式の構造を有するストリークカメラに用いるために設計したプラグインユニッ

トであって、ア又はイに該当するものの有する性能又は仕様に到達するために必要なもの 

オ アに該当するカメラ用に設計したタービン、反射鏡及び軸受で構成される回転反射鏡の組

立品又は同期電子装置 

（２） フレーミングカメラ又はその部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

ア フレーミングカメラであって、撮影速度が１秒につき225,000こまを超えるもの 
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イ フレーミングカメラであって、シャッター速度が50ナノ秒以下のもの 

ウ ア又はイに該当するカメラ用に設計したフレーミング管又は固体撮像素子であって、シャ

ッター速度が50ナノ秒以下のもの 

エ モジュール式の構造を有するカメラに使用するために設計したプラグインユニットであっ

て、ア又はイに該当するものの有する性能又は仕様に到達するために必要なもの 

オ ア若しくはイに該当するカメラ用に設計したタービン、反射鏡及び軸受で構成される回転

反射鏡の組立品又は同期電子装置 

（３） 固体カメラ若しくは電子管カメラ又はこれらの部分品であって、次のいずれかに該当す

るもの（（１）又は（２）に該当するものを除く。） 

ア 固体カメラ又は電子管カメラであって、シャッター速度が50ナノ秒以下のもの 

イ アに該当するカメラ用に設計した固体撮像素子又はイメージ増強管であって、シャッター

速度が50ナノ秒以下のもの 

ウ カーセル又はポッケルスセルを用いた電気制動シャッターであって、シャッター速度が50

ナノ秒以下のもの 

エ モジュール式の構造を有するカメラに使用するために設計したプラグインユニットであっ

て、アに該当するものの有する性能又は仕様に到達するために必要なもの 

45 流体の速度を測定するための干渉計、マンガニンを用いた圧力測定器又は水晶圧電型圧力セン

サーを用いた圧力変換器であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 流体の速度を測定するための干渉計であって、次のア及びイに該当するもの 

ア １秒につき１キロメートルを超える速度を測定することができるもの 

イ 10マイクロ秒未満の間隔で速度を測定することができるもの 

（２） 10 ギガパスカルを超える圧力を測定することができる圧力測定器 

（３） 10 ギガパスカルを超える圧力を測定することができる水晶圧電型圧力センサーを用い

た圧力変換器 

46 核兵器の起爆又はその試験に用いられる物資であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） ３個以上の電極を有する冷陰極管であって、次のアからウまでの全てに該当するもの 

ア せん頭陽極電圧が2,500ボルト以上のもの 

イ せん頭陽極電流が100アンペア以上のもの 

ウ 陽極遅延時間が10マイクロ秒以下のもの 

（２） トリガー火花間隙であって、陽極遅延時間が15マイクロ秒以下のもののうち、せん頭電

流が500アンペア以上のもの 

（３） スイッチングを行う機能を有する組立品であって、次のアからウまでの全てに該当する

もの 

ア せん頭陽極電圧が2,000ボルトを超えるもの 

イ せん頭陽極電流が500アンペア以上のもの 

ウ ターンオン時間が１マイクロ秒以下のもの 

（４） パルス用コンデンサであって、次のいずれかに該当するもの 

ア 定格電圧が１,400ボルトを超えるものであって、次の（ア）から（ウ）までの全てに該当
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するもの 

（ア） 総エネルギーが10ジュールを超えるもの 

（イ） 公称静電容量が0.5マイクロファラドを超えるもの 

（ウ） 直列インダクタンスが50ナノヘンリー未満のもの 

イ 定格電圧が750ボルトを超えるものであって、次の（ア）及び（イ）に該当するもの 

（ア） 公称静電容量が0.25マイクロファラドを超えるもの 

（イ） 直列インダクタンスが10ナノヘンリー未満のもの 

（５） パルス発生器又はキセノンせん光ランプの発光装置であって、次のいずれかに該当する

もの 

ア モジュール方式のパルス発生器又はキセノンせん光ランプの発光装置であって、次の（ア

）から（オ）までの全てに該当するもの 

（ア） 40オーム未満の抵抗負荷に対して15マイクロ秒未満の時間でパルスを供給すること

ができるもの 

（イ） 出力が100アンペアを超えるもの 

（ウ） 寸法の最大値が30センチメートル以下のもの 

（エ） 重量が30キログラム未満のもの 

（オ） 零下50度より低い温度から100度を超える温度まで用いることができるように設計

したもの又は宇宙で用いることができるように設計したもの 

イ パルス発生器又はパルスヘッドであって、55オーム未満の抵抗負荷に対して６ボルトを超

える電圧のパルスを発生し、かつ、500ピコ秒未満のパルス立上がり時間を要するもの（ア

に該当するものを除く。） 

ウ マイクロ点火装置であって、次の（ア）から（ウ）までの全てに該当するもの 

（ア） 寸法の最大値が35ミリメートル以下のもの 

（イ） 定格電圧が１キロボルト以上のもの 

（ウ） 公称静電容量が100ナノファラド以上のもの 

エ 複数の雷管を制御するよう設計された点火装置 

（６） 雷管若しくは多点点火装置又はこれらの作動装置であって、次のいずれかに該当するも

の 

ア 電気式の雷管であって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 起爆電橋 

（イ） 起爆電橋線 

（ウ） スラッパー起爆式雷管 

（エ） 薄膜式点火装置 

イ 単点又は多点の雷管を配列したものであって、各点火点からほぼ同時かつ2.5ミクロン秒

未満の間に爆発を発生させるもののうち、5,000平方ミリメートルより大きな爆発面積の爆

発を発生させるもの 

ウ ア、イ又はア及びイからなる多点点火装置を起動するために設計した作動装置 

（７） ストリップラインの構造を有する雷管の部分品であって、次の全てに該当するもの 
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ア 定格電圧が２キロボルトを超えるもの 

イ インダクタンスが 20 ナノヘンリー未満のもの 

（８） 高性能爆薬又はその混合物であって、次のいずれかの物質の含有量が全重量の２パーセ

ント以上のもの 

ア シクロテトラメチレンテトラニトラミン（別名オクタヒドロ―１・３・５・７―テトラニ

トロ―１・３・５・７―テトラジン、１・３・５・７―テトラニトロ―１・３・５・７―テ

トラアザシクロオクタン、オクトゲン又はＨＭＸ）又はその混合物 

イ シクロトリメチレントリニトラミン（別名シクロナイト、Ｔ４、ヘキサヒドロ―１・３・

５―トリニトロ―１・３・５―トリアジン、１・３・５―トリニトロ―１・３・５―トリア

ザシクロヘキサン、ヘキソゲン又はＲＤＸ）又はその混合物 

ウ トリアミノトリニトロベンゼン又はその混合物 

エ アミノジニトロベンゾフロキサン又は７－アミノ－４・６－ニトロベンゾフラザン－１－

オキシド（別名ＡＤＮＢＦ） 

オ １・１―ジアミノ―２・２―ジニトロエチレン（別名ＤＡＤＥ又はＦＯＸ７） 

カ ２・４―ジニトロイミダゾール（別名ＤＮＩ） 

キ ジアミノアゾキシフラザン（別名ＤＡＡＯＦ又はＤＡＡＦ） 

ク ジアミノトリニトロベンゼン（別名ＤＡＴＢ） 

ケ ジニトログリコルリル（別名ＤＮＧＵ又はＤＩＮＧＵ） 

コ ２・６―ビス（ピクリルアミノ）―３・５―ジニトロピリジン（別名ＰＹＸ） 

サ ３・３’―ジアミノ―２・２’・４・４’・６・６’―ヘキサニトロビフェニル又はジピ

クラミド（別名ＤＩＰＡＭ） 

シ ジアミノアゾフラザン（別名ＤＡＡｚＦ） 

ス １・４・５・８―テトラニトロ―ピリダジノ［４・５―ｄ］ピリダジン（別名ＴＮＰ） 

セ ヘキサニトロスチルベン（別名ＨＮＳ） 

ソ 爆轟速度が毎秒8,000メートルを超える物質であって、結晶密度が１立方センチメートル

あたり1.8グラムを超えるもの 

47 光電子増倍管であって、光電陰極の面積が20平方センチメートルを超えるもののうち、陽極パ

ルス立上がり時間が１ナノ秒未満のもの 

48 トリチウム又は重水素と重水素との核反応による静電加速型の中性子発生装置であって、次

のいずれかに該当するもの 

（１） トリチウムと重水素との核反応による静電加速型の中性子発生装置であって、真空ポ

ンプを使用しないで操作できるように設計したもの 

（２） 重水素と重水素との核反応による静電加速型の中性子発生装置であって、１秒につき

３ギガ以上の中性子を生産できるもののうち、真空ポンプを使用しないで操作できるように

設計したもの 

49 放射線被ばくの防止のために用いられる遠隔操作のマニピュレーターであって、厚さ0.6メー

トル以上の放射線を遮蔽する壁を隔てて操作することができるもの 

50 ホットセル 
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51 放射性物質を取り扱うことに適したグローブボックス 

52 放射線を遮蔽するように設計した窓であって、次の（１）から（３）までの全てに該当するも

の又はその窓枠 

（１） コールドエリア側に露出する面の面積が0.09平方メートルを超えるもの 

（２） 密度が１立方センチメートル当たり３グラムを超える材料を用いたもの 

（３） 厚さが100ミリメートル以上のもの 

53 放射線による影響を防止するように設計したテレビカメラ又はそのレンズ（レンズについては

、全吸収線量がシリコン換算で50,000グレイを超える放射線照射に耐えることができるものに限

る。） 

54 トリチウム、トリチウム化合物又はトリチウム混合物であって、トリチウムの原子数の水素の

原子数に対する比率が1,000分の１を超えるもの（装置に内蔵されたものであって、１装置当た

りの放射能の総量が1,480ギガベクレル未満のものを除く。） 

55 トリチウムの製造、回収又は貯蔵に用いられる装置であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） トリチウムの製造用（濃縮用を含む。）、回収用又は貯蔵用に設計した装置 

（２） トリチウムの製造、回収又は貯蔵に用いられる装置であって、次のいずれかに該当する

もの（（１）に該当するものを除く。） 

ア 水素又はヘリウムを零下250度以下の温度に冷却することができる冷凍装置であって、冷

凍能力が150ワットを超えるもの 

イ 水素の同位元素の貯蔵用の装置であって、金属水素化物を貯蔵のための媒体として用いる

もの 

56 重水からトリチウムを回収するため又は重水を製造するための白金を用いた触媒であって、水

素と水との間で行われる水素の同位体交換を促進するために設計したもの 

57 ヘリウム３の混合率が天然の混合率を超えるヘリウム（容器又は装置に密封されたヘリウム３

であって、その重量が１グラム未満のものを除く。） 

58 レニウム、レニウムの含有量が全重量の90パーセント以上の合金又はレニウム及びタングステ

ンの含有量が全重量の90パーセント以上の合金であって、質量が20キログラムを超え、かつ、内

径が100ミリメートル超300ミリメートル未満の円筒形のもの 

59 防爆構造の容器であって、爆発物又は爆発装置の試験に用いるために設計されたもののうち、

次の（１）及び（２）に該当するもの 

（１） トリニトロトルエン２キログラムと同等以上の爆発を十分に封じ込めるように設計した

もの 

（２） 当該試験による分析情報又は測定情報を伝達することができる構造又は特性を有するも

の 

60 フッ素系潤滑剤 

61 シート状又はストリップ状の磁性合金であって、次の（１）及び（２）に該当するもの 

（１） 厚さが0.05ミリメートル以下のもの又は高さが25ミリメートル以下のもの 

（２） 次のいずれかの材料で構成されるもの 

ア 鉄、クロム及びコバルト 
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イ 鉄、コバルト及びバナジウム 

ウ 鉄、クロム、コバルト及びバナジウム 

エ 鉄及びクロム 

62 レーザー溶接機 

63 ミグ溶接機（出力が直流180アンペア以上のものに限る。） 

64 プラズマ切断機 

65 放射線の検出、監視及び測定に用いられる装置 

66 放射線画像撮影装置（エックス線変換器を含む。）又はストレージフォスファイメージングプ

レート（医療用に特に設計したエックス線装置に供するものを除く。） 

67 粒子加速器 

68 フロン類及び冷却水による冷却システムであって、冷却能力が連続的に 29.3 キロワット以上

のもの 

69 硬化鋼又はタングステンカーバイドで構成された精密玉軸受で直径が３ミリメートル以上の

もの 

70 リン酸トリブチル 

71 硝酸濃度が 20 質量パーセント以上の水溶液 

72 フッ素（民生用のもの（フロン類を含む冷媒及び歯磨粉に用いられるフッ化物に供するもの

を含む。）を除く。） 

73 ベローズシール弁 

74 オーステナイト系ステンレス鋼（米国鉄鋼学会規格 304 番及び 316 番の鋼を含む。）で構成さ

れる鋼板、弁、配管、タンク又は容器（弁又は配管については直径が８インチ以上であって、

かつ、定格圧力が 500 重量ポンド毎平方インチのもの及びタンク又は容器については容量が 500

リットル以上のものに限る。） 

75 モネルで構成される装置（弁又は配管であって、直径が８インチ以上で、かつ、定格圧力が

500 重量ポンド毎平方インチのもの及びタンク又は容器であって、容量が 500 リットル以上のも

のを含む。） 

76 電気めっき用の装置であって、ニッケル又はアルミニウムで被覆するために設計したもの 

77 真空弁、真空配管、真空フランジ若しくは真空ガスケット又はその関連装置であって、0.1 パ

スカル以下の高真空下において用いることができるように設計したもの 

78 遅延時間の発生又は時間間隔の測定に用いられる電子式の装置であって、合成出力周波数が

31.8 ギガヘルツ以上で、かつ、出力が 100 ミリワット以上のもののうち、次のいずれかに該当

するもの 
（１） １マイクロ秒以上の時間間隔で分解能が 50 ナノ秒以下のデジタル遅延時間発生器 

（２） ３以上のマルチチャンネル方式若しくはモジュール方式の時間間隔測定器又は１マイ

クロ秒以下の時間間隔で分解能が 50 ナノ秒以下の時間測定装置 

79 クロマトグラフ又は分光光度計 

80 検出された信号の発生源の方位を検出し、分類し、及び決定する地震検出装置又は地震貫入

検出システム 
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81 次のいずれかを内容とする情報が記載され、又は記録された文書、図画又は記録媒体 

（１） １（１）から（３）まで若しくは（５）、２から５まで、６（核燃料物質の成型加工用

の装置に限る。）、７、８（１）、10（１）、11 若しくは 12 のいずれかに該当する物資の設計、

製造又は使用に係る技術 

（２） ８（２）若しくは（３）、13、15、16（（１）を除く。）、17、18、19（１）若しくは

（２）ア若しくはウ、32 若しくは 33 のいずれかに該当する物資を使用するために設計したプ

ログラム又はそのプログラムの設計、製造若しくは使用に係る技術（プログラムを除く。) 

（３） 14 に該当する物資を設計し、製造し、若しくは使用するために設計したプログラム

（数値制御コードを生成するパートプログラム作成用のプログラムであって、種々の部品を

加工するために装置を直接使用することができないものを除く。)又はそのプログラムの設計

、製造若しくは使用に係る技術（プログラムを除く。） 

（４） ６（リチウムの同位元素の分離用の装置に限る。）、８（２）若しくは（３）、９、10

（２）、13 から 49 まで若しくは 52 から 59 までのいずれかに該当する物資の設計、製造又は

使用に係る技術（プログラムを除く。)  

（５） 周波数変換器（８（２）に該当するものを除く。）の性能の特性を拡張し、又は機能を

解除することにより、８（２）に該当するように設計したプログラム又は暗号鍵若しくは暗

号コード 

（６） ８（２）に該当する物資の性能の特性を拡張し、又は解放するために設計したプログ

ラム 

（７） 高速度の撮影が可能なカメラ又はその部分品（44 に該当するものを除く。)の性能の特

性を拡張し、又は機能を解除することにより、44 に該当するように設計したプログラム又は

暗号鍵若しくは暗号コード 

（８） 高速度の撮影が可能なカメラ又はその部分品（44 に該当するものに限る。)の性能の特

性を拡張し、又は解放するために設計したプログラム又は暗号鍵若しくは暗号コード 

（９） 工作機械のための数値制御装置として機能することを可能にするプログラムであって

輪郭制御をすることができる軸数が５以上のもの又はそのプログラムの設計、製造若しくは

使用に係る技術（プログラムを除く。)のうち、輪郭制御をすることができる軸数が５以上の

数値制御を可能にするために必要な技術 

（10） 中性子、放射線挙動又は流体力学の計算又はモデリングのために設計したプログラム

（流体力学の計算又はモデリングのために設計したプログラムについては、共同暖房設備用そ

の他の民生用のものを除く。） 

 

別表第２ 化学兵器関連の物資 

１ 化学製剤若しくはこれと同等の毒性を有する物質又はこれらの原料となる物質であって、次の

いずれかに該当するもの 

（１） 軍用の化学製剤（次のアからコまでのいずれかに該当するもの（サに該当するものを除

く。）） 

ア Ｏ―アルキル＝アルキルホスホノフルオリダート（Ｏ―アルキルのアルキル基がシクロア
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ルキル基であるものを含み、Ｏ―アルキルのアルキル基の炭素数が10以下であり、かつ、ア

ルキルホスホノフルオリダートのアルキル基の炭素数が３以下であるものに限り、次に掲げ

るものを含む。） 

（ア） Ｏ―イソプロピル＝メチルホスホノフルオリダート（別名サリン） 

（イ） Ｏ―ピナコリル＝メチルホスホノフルオリダート（別名ソマン） 

イ Ｏ―アルキル＝Ｎ・Ｎ―ジアルキル＝ホスホルアミドシアニダート（Ｏ―アルキルのアル

キル基がシクロアルキル基であるものを含み、Ｏ―アルキルのアルキル基の炭素数が10以下

であり、かつ、Ｎ・Ｎ―ジアルキルのアルキル基の炭素数が３以下であるものに限り、Ｏ―

エチル＝Ｎ・Ｎ―ジメチルホスホルアミドシアニダート（別名タブン）を含む。） 

ウ Ｏ―アルキル＝Ｓ―２―ジアルキルアミノエチル＝アルキルホスホノチオラート（Ｏ―ア

ルキルのアルキル基がシクロアルキル基であるものを含み、Ｏ―アルキルのアルキル基の炭

素数が10以下であり、かつ、Ｓ―２―ジアルキルアミノエチル及びアルキルホスホノチオラ

ートのアルキル基の炭素数が３以下であるものに限る。）又はそのアルキル化塩類若しくは

プロトン化塩類（Ｏ―エチル＝Ｓ―２―ジイソプロピルアミノエチル＝メチルホスホノチラ

ート（別名ＶＸ）を含む。） 

エ Ｓ―２―ジアルキルアミノエチル＝ヒドロゲン＝アルキルホスホノチオラート（Ｓ―２―

ジアルキルアミノエチル及びアルキルホスホノチオラートのアルキル基の炭素数が３以下で

あるものに限る。）又はそのアルキル化塩類若しくはプロトン化塩類 

オ 硫黄マスタード類（次に掲げるものを含む。） 

（ア） ２―クロロエチルクロロメチルスルフィド 

（イ） ビス（２―クロロエチル）スルフィド（別名マスタードガス） 

（ウ） ビス（２―クロロエチルチオ）メタン 

（エ） １・２―ビス（２―クロロエチルチオ）エタン（別名セスキマスタード） 

（オ） １・３―ビス（２―クロロエチルチオ）―ｎ―プロパン 

（カ） １・４―ビス（２―クロロエチルチオ）―ｎ―ブタン 

（キ） １・５―ビス（２―クロロエチルチオ）―ｎ―ペンタン 

（ク） ビス（２―クロロエチルチオメチル）エーテル 

（ケ） ビス（２―クロロエチルチオエチル）エーテル（別名Ｏ―マスタード） 

カ ルイサイト類（次に掲げるものを含む。） 

（ア） ２―クロロビニルジクロロアルシン（別名ルイサイト１） 

（イ） ビス（２―クロロビニル）クロロアルシン（別名ルイサイト２） 

（ウ） トリス（２―クロロビニル）アルシン（別名ルイサイト３） 

キ 窒素マスタード類（次に掲げるものを含む。） 

（ア） ビス（２―クロロエチル）エチルアミン（別名ＨＮ１） 

（イ） ビス（２―クロロエチル）メチルアミン（別名ＨＮ２） 

（ウ） トリス（２―クロロエチル）アミン（別名ＨＮ３） 

ク 枯葉剤（次に掲げるものを含む。） 

（ア） ２―クロロ―４―フルオロフェノキシ酢酸（別名ＬＮＦ） 
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（イ） ２・４―ジクロロフェノキシ酢酸と混合された２・４・５―トリクロロフェノキシ

酢酸 

ケ サキシトキシン 

コ リシン 

サ 次のいずれかに該当するもの 

（ア） 塩素 

（イ） ジホスゲン 

（ウ） 臭化キシレン（オルト、メタ、パラ） 

（エ） 臭化ベンジル 

（オ） ヨウ化ベンジル 

（カ） 臭化アセトン 

（キ） 臭化シアン 

（ク） 臭化メチルエチルケトン 

（ケ） 塩化アセトン 

（コ） エチルヨウ化アセテート 

（サ） ヨウ化アセトン 

（２） 軍用の化学製剤の原料となる物質として、次のいずれかに該当するもの 

ア ３―ヒドロキシ―１―メチルピペリジン 

イ フッ化カリウム 

ウ エチレンクロロヒドリン 

エ ジメチルアミン 

オ 塩酸ジメチルアミン 

カ フッ化水素 

キ ベンジル酸メチル 

ク ３―キヌクリジノン 

ケ ピナコロン 

コ シアン化カリウム 

サ 一水素二フッ化カリウム 

シ 一水素二フッ化アンモニウム 

ス 一水素二フッ化ナトリウム 

セ フッ化ナトリウム 

ソ シアン化ナトリウム 

タ 五硫化リン 

チ ジイソプロピルアミン 

ツ ２―ジエチルアミノエタノール 

テ 硫化ナトリウム 

ト トリエタノールアミン塩酸塩 

ナ 塩化アルミニウム 
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ニ ジクロロメタン 

ヌ Ｎ・Ｎ―ジメチルアニリン 

ネ ２―ブロモプロパン 

ノ イソプロピルエーテル 

ハ イソプロピルアミン 

ヒ 臭化カリウム 

フ ピリジン 

ヘ 臭化ナトリウム 

ホ 金属ソーダ 

マ 三酸化硫黄 

ミ トリブチルアミン 

ム トリエチルアミン 

メ トリメチルアミン 

（３） 軍用の化学製剤と同等の毒性を有する物質として、次のいずれかに該当するもの 

ア Ｏ・Ｏ―ジエチル＝Ｓ―［２―（ジエチルアミノ）エチル］＝ホスホロチオラート（別名

アミトン）又はそのアルキル化塩類若しくはプロトン化塩類 

イ １・１・３・３・３―ペンタフルオロ―２―（トリフルオロメチル）―１―プロペン（別

名ＰＦＩＢ） 

ウ 無能力化物質（３―キヌクリジニル＝ベンジラート（別名ＢＺ）を含む。） 

エ 二塩化カルボニル（別名ホスゲン） 

オ 塩化シアン 

カ シアン化水素 

キ トリクロロニトロメタン（別名クロロピクリン） 

（４） 軍用の化学製剤と同等の毒性を有する物質の原料となる物質として、次のいずれかに該

当するもの 

ア アルキルホスホニルジフルオリド（アルキル基の炭素数が３以下であるものに限り、メチ

ルホスホニルジフルオリド（別名ＤＦ）を含む。） 

イ Ｏ―アルキル＝Ｏ―２―ジアルキルアミノエチル＝アルキルホスホニット（Ｏ―アルキル

のアルキル基がシクロアルキル基であるものを含み、Ｏ―アルキルのアルキル基の炭素数が

10以下であり、かつ、Ｏ―２―ジアルキルアミノエチル及びアルキルホスホニットのアルキ

ル基の炭素数が３以下であるものに限る。）又はそのアルキル化塩類若しくはプロトン化塩

類（Ｏ―エチル＝Ｏ―２―ジイソプロピルアミノエチル＝メチルホスホニット（別名ＱＬ）

を含む。） 

ウ Ｏ―２―ジアルキルアミノエチル＝ヒドロゲン＝アルキルホスホニット（Ｏ―２―ジアル

キルアミノエチル及びアルキルホスホニットのアルキル基の炭素数が３以下であるものに限

る。）又はそのアルキル化塩類若しくはプロトン化塩類 

エ Ｏ―イソプロピル＝メチルホスホノクロリダート 

オ Ｏ―ピナコリル＝メチルホスホノクロリダート 
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カ 炭素数が３以下である１のアルキル基との結合以外に炭素原子との結合のないリン原子を

含む化合物 

キ Ｎ・Ｎ―ジアルキルホスホルアミジク＝ジハリド（アルキル基の炭素数が３以下であるも

のに限る。） 

ク ジアルキル＝Ｎ・Ｎ―ジアルキルホスホルアミダート（ジアルキル及びＮ・Ｎ―ジアルキ

ルホスホルアミダートのアルキル基の炭素数が３以下であるものに限る。） 

ケ 三塩化ヒ素 

コ ２・２―ジフェニル―２―ヒドロキシ酢酸 

サ キヌクリジン―３―オール 

シ Ｎ・Ｎ―ジアルキルアミノエチル―２―クロリド（アルキル基の炭素数が３以下であるも

のに限る。）又はそのプロトン化塩類 

ス Ｎ・Ｎ―ジアルキルアミノエタン―２―オール（アルキル基の炭素数が３以下であるもの

に限る。）又はそのプロトン化塩類（Ｎ・Ｎ―ジメチルアミノエタノール及びＮ・Ｎ―ジエ

チルアミノエタノールを含む。） 

セ Ｎ・Ｎ―ジアルキルアミノエタン―２―チオール（アルキル基の炭素数が３以下であるも

のに限る。）又はそのプロトン化塩類 

ソ ビス（２―ヒドロキシエチル）スルフィド 

タ ３・３―ジメチルブタン―２―オール 

チ 塩化ホスホリル 

ツ 三塩化リン 

テ 五塩化リン 

ト 亜リン酸トリメチル 

ナ 亜リン酸トリエチル 

ニ 亜リン酸ジメチル 

ヌ 亜リン酸ジエチル 

ネ 一塩化硫黄 

ノ 二塩化硫黄 

ハ 塩化チオニル 

フ エチルジエタノールアミン 

ヘ メチルジエタノールアミン 

ホ トリエタノールアミン 

（５） 化学兵器による汚染の除去に適した化学製剤であるジエチレントリアミン 

（６） 神経剤が引き起こす症状を予防する化学製剤であって、次のいずれかに該当するもの 

ア ブチリルコリンエステラーゼ 

イ 臭化ピリドスチグミン 

ウ 塩化オビドキシム 

２ 軍用の化学製剤の製造に用いられる装置又はその部分品若しくは附属装置であって、次のいず

れかに該当するもの（別表第１に掲げるものを除く。） 
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（１） 反応器であって、容量が0.1立方メートル超20立方メートル未満のもののうち、内容物

と接触する全ての部分が次のいずれかに該当する材料で構成され、裏打ちされ、又は被覆され

たもの 

ア ニッケル又はニッケルの含有量が全重量の40パーセントを超える合金 

イ ニッケルの含有量が全重量の25パーセントを超え、かつ、クロムの含有量が全重量の20パ

ーセントを超える合金 

ウ フッ素樹脂 

エ ガラス 

オ タンタル又はタンタル合金 

カ チタン又はチタン合金 

キ ジルコニウム又はジルコニウム合金 

（２） 貯蔵容器であって、容量が0.1立方メートルを超えるもののうち、内容物と接触する全

ての部分が次のいずれかに該当する材料で構成され、裏打ちされ、又は被覆されたもの 

ア ニッケル又はニッケルの含有量が全重量の40パーセントを超える合金 

イ ニッケルの含有量が全重量の25パーセントを超え、かつ、クロムの含有量が全重量の20パ

ーセントを超える合金 

ウ フッ素樹脂 

エ ガラス 

オ タンタル又はタンタル合金 

カ チタン又はチタン合金 

キ ジルコニウム又はジルコニウム合金 

（３） 熱交換器又は凝縮器であって、伝熱面積が20平方メートル未満のもののうち、内容物と

接触する全ての部分が次のいずれかに該当する材料で構成され、裏打ちされ、若しくは被覆さ

れたもの又はこれらの部分品 

ア ニッケル又はニッケルの含有量が全重量の40パーセントを超える合金 

イ ニッケルの含有量が全重量の25パーセントを超え、かつ、クロムの含有量が全重量の20パ

ーセントを超える合金 

ウ フッ素樹脂 

エ ガラス 

オ 黒鉛又はカーボングラファイト 

カ タンタル又はタンタル合金 

キ チタン又はチタン合金 

ク ジルコニウム又はジルコニウム合金 

ケ 炭化けい素 

コ 炭化チタン 

（４） 蒸留塔又は吸収塔であって、塔の断面積が0.00785平方メートルを超えるもののうち、

内容物と接触する全ての部分が次のいずれかに該当する材料で構成され、裏打ちされ、若しく

は被覆されたもの又はこれらの部分品 
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ア ニッケル又はニッケルの含有量が全重量の40パーセントを超える合金 

イ ニッケルの含有量が全重量の25パーセントを超え、かつ、クロムの含有量が全重量の20パ

ーセントを超える合金 

ウ フッ素樹脂 

エ ガラス 

オ 黒鉛又はカーボングラファイト 

カ タンタル又はタンタル合金 

キ チタン又はチタン合金 

ク ジルコニウム又はジルコニウム合金 

（５） 充填用の機械であって、遠隔操作が可能であり、かつ、内容物と接触する全ての部分が

次のいずれかに該当する材料で構成され、裏打ちされ、又は被覆されたもの 

ア ニッケル又はニッケルの含有量が全重量の40パーセントを超える合金 

イ ニッケルの含有量が全重量の25パーセントを超え、かつ、クロムの含有量が全重量の20パ

ーセントを超える合金 

（６） かくはん機であって、（１）に該当するものに用いられるもののうち、内容物と接触す

る全ての部分が次のいずれかに該当する材料で構成され、裏打ちされ、若しくは被覆されたも

の又はその部分品 

ア ニッケル又はニッケルの含有量が全重量の40パーセントを超える合金 

イ ニッケルの含有量が全重量の25パーセントを超え、かつ、クロムの含有量が全重量の20パ

ーセントを超える合金 

ウ フッ素樹脂 

エ ガラス 

オ タンタル又はタンタル合金 

カ チタン又はチタン合金 

キ ジルコニウム又はジルコニウム合金 

（７） 弁であって、内容物と接触する全ての部分が次のいずれかに該当する材料で構成され、

裏打ちされ、若しくは被覆されたもの又はその部分品 

ア ニッケル又はニッケルの含有量が全重量の40パーセントを超える合金 

イ ニッケルの含有量が全重量の25パーセントを超え、かつ、クロムの含有量が全重量の20パ

ーセントを超える合金 

ウ フッ素樹脂 

エ ガラス 

オ タンタル又はタンタル合金 

カ チタン又はチタン合金 

キ ジルコニウム又はジルコニウム合金 

（８） 内容物の漏れを検知する装置を組み込んだ多重管であって、内容物と接触する全ての部

分が次のいずれかに該当する材料で構成され、裏打ちされ、又は被覆されたもの 

ア ニッケル又はニッケルの含有量が全重量の40パーセントを超える合金 
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イ ニッケルの含有量が全重量の25パーセントを超え、かつ、クロムの含有量が全重量の20パ

ーセントを超える合金 

ウ フッ素樹脂 

エ ガラス 

オ 黒鉛又はカーボングラファイト 

カ タンタル又はタンタル合金 

キ チタン又はチタン合金 

ク ジルコニウム又はジルコニウム合金 

（９） ポンプであって最高規定吐出し量が１時間につき0.6立方メートルを超えるもの又は真

空ポンプであって最高規定吐出し量が１時間につき１立方メートルを超えるもの若しくはその

部分品として設計されたケーシング、ケーシングライナー、インペラー、ローター若しくはジ

ェットポンプノズルのうち、内容物と接触する全ての部分が次のいずれかに該当する材料で構

成され、裏打ちされ、若しくは被覆されたもの又はその部分品 

ア ニッケル又はニッケルの含有量が全重量の40パーセントを超える合金 

イ ニッケルの含有量が全重量の25パーセントを超え、かつ、クロムの含有量が全重量の20パ

ーセントを超える合金 

ウ フッ素樹脂（フッ素の含有量が全重量の35パーセントを超える重合体又はエラストマーに

限る。） 

エ ガラス 

オ 黒鉛又はカーボングラファイト 

カ タンタル又はタンタル合金 

キ チタン又はチタン合金 

ク ジルコニウム又はジルコニウム合金 

ケ セラミック 

コ フェロシリコン 

サ ニオブ又はニオブ合金 

（10） 焼却装置であって、使用中における燃焼室の平均温度が１,000度を超えるもののうち、

焼却する物質を供給する部分が次のいずれかに該当する材料で構成され、又は被覆されたもの 

ア ニッケル又はニッケルの含有量が全重量の40パーセントを超える合金 

イ ニッケルの含有量が全重量の25パーセントを超え、かつ、クロムの含有量が全重量の20パ

ーセントを超える合金 

ウ セラミック 

（11） 空気中の物質を検知する装置又は検出器であって、次のいずれかに該当するもの 

ア １（１）から（４）までに掲げるものについて空気中における濃度が１立方メートル当た

り0.3ミリグラム未満であっても検知することができるものであり、かつ、連続して使用す

ることができるもの 

イ アンチコリンエステラーゼ作用を有する化合物を検知することができるもの 
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別表第３ 生物兵器関連の物資 

１ 軍用の細菌製剤又はその原料として用いられる生物、毒素若しくはそのサブユニット若しくは

遺伝子であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 細菌製剤であって、戦時において使用することにより、人間若しくは動物に被害を及ぼ

し、装置の機能を妨げ、農作物に被害を及ぼし、又は環境を害する効果を増大するよう改良し

たもの 

（２） ウイルスであって、次のいずれかに該当するもの 

ア アフリカ豚コレラウイルス 

イ エボラウイルス 

ウ 黄熱ウイルス 

エ オーエスキー病ウイルス 

オ オムスク出血熱ウイルス 

カ オロポーチウイルス 

キ キャサヌール森林病ウイルス 

ク 牛疫ウイルス 

ケ 狂犬病ウイルス 

コ クリミア・コンゴ出血熱ウイルス 

サ 口蹄疫ウイルス 

シ サル痘ウイルス 

ス 小反芻獣疫ウイルス 

セ 水胞性口炎ウイルス 

ソ 西部ウマ脳炎ウイルス 

タ セントルイス脳炎ウイルス 

チ ダニ媒介性脳炎ウイルス 

ツ チクングニヤウイルス 

テ 跳躍病ウイルス 

ト テッシェン病ウイルス 

ナ デング熱ウイルス 

ニ 痘瘡ウイルス 

ヌ 東部ウマ脳炎ウイルス 

ネ トリインフルエンザウイルス 

ノ 豚コレラウイルス 

ハ 日本脳炎ウイルス 

ヒ ニューカッスル病ウイルス 

フ ハンターンウイルス 

へ ブタエンテロウイルス９型 

ホ フニンウイルス 

マ ブルータングウイルス 
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ミ ベネズエラウマ脳炎ウイルス 

ム ホワイトポックスウイルス 

メ ポワッサンウイルス 

モ マチュポウイルス 

ヤ マールブルグウイルス 

ユ マレー渓谷脳炎ウイルス 

ヨ ヤギ痘ウイルス 

ラ 羊痘ウイルス 

リ ラッサ熱ウイルス 

ル リフトバレー熱ウイルス 

レ リンパ球性脈絡髄膜炎ウイルス 

ロ ロシオウイルス 

（３） 細菌であって、次のいずれかに該当するもの 

ア ウシ流産菌 

イ オウム病クラミジア 

ウ ガス壊疽菌 

エ Ｑ熱リケッチア 

オ コレラ菌 

カ 塹壕熱リケッチア 

キ 志賀赤痢菌 

ク 炭疽菌 

ケ チフス菌 

コ 腸管出血性大腸菌血清型Ｏ157 

サ 発疹チフスリケッチア 

シ 鼻疽菌 

ス ブタ流産菌 

セ ペスト菌 

ソ ボツリヌス菌 

タ マルタ熱菌 

チ 野兎病菌 

ツ 類鼻疽菌 

テ ロッキー山紅斑熱リケッチア 

（４） 毒素（免疫毒素を除く。）であって、次のいずれかに該当するもの 

ア アブリン 

イ ウェルシュ菌毒素 

ウ ＨＴ―２トキシン 

エ 黄色ブドウ球菌毒素 

オ コノトキシン 
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カ コレラ毒素 

キ 赤痢菌毒素 

ク Ｔ―２トキシン 

ケ テトロドトキシン 

コ ベロ毒素及び志賀毒素様リボゾーム不活化蛋白質 

サ ボツリヌス毒素 

シ ミクロシスチン 

（５） 細菌又は菌類であって、次のいずれかに該当するもの 

ア コクリオボールス・ミヤベアヌス 

イ コレトトリクム・コフェアヌム・バラエティー・ビルランス 

ウ ザントモナス・アルビリネアンス 

エ ザントモナス・オリゼ・パソバー・オリゼ 

オ ザントモナス・キャンペストリス・パソバー・シトリ 

カ ピリキュラリア・オリゼ 

キ ピリキュラリア・グリセア 

ク プクシニア・グラミニス 

ケ プクシニア・ストリイフォルミス 

コ ミクロシクルス・ウレイ 

（６） （２）、（３）若しくは（５）に該当するものの核酸の塩基配列のうち病原性を発現さ

せるもの又は（４）若しくは別表第２の１（１）ケ若しくはコに該当するものを産生させる核

酸の塩基配列を有する遺伝子（染色体、ゲノム、プラスミド、トランスポゾン及びベクターを

含む。） 

（７） （２）、（３）若しくは（５）に該当するものの核酸の塩基配列のうち病原性を発現さ

せるもの又は（４）若しくは別表第２の１（１）ケ若しくはコに該当するものを産出させる核

酸の塩基配列を有するように遺伝子を改変した生物（微生物を含む。） 

２ 軍用の細菌製剤の開発、製造若しくは散布に用いられる装置又はその部分品であって、次のい

ずれかに該当するもの 

（１） 物理的封じ込めに用いられる装置であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 物理的封じ込めのレベルがＰ３又はＰ４である施設用及び内蔵型の高性能粒子補足器フィ

ルター用の装置 

イ クラス―Ⅲ安全キャビネットの有する物理的封じ込めの機能と同等の機能を有するアイソ

レータ（軟膜式アイソレータ、ドライボックス、嫌気性チャンバー、グローブボックス及び

ラミナ気流式フードを含む。） 

ウ 幅が2.5メートル以上であり、かつ、当該装置への出入りができるものであって、床に取

り付けることが可能なもの 

（２） 発酵槽であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 密閉式のものであって、容量が100リットル以上のもの 

イ 化合処理を特別に促進し、又は混合用に使用するために設計したものであって、容量が20
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リットル未満のもの 

ウ 生物学的物質に使用できるものであって、容量が10リットル以上20リットル以下のもの 

（３） 連続式の遠心分離機であって、次のアからエまでの全てに該当するもの 

ア 流量が１時間につき100リットルを超えるもの 

イ 研磨したステンレス鋼又はチタンで構成されたもの 

ウ メカニカルシールで軸封をしているもの 

エ 定置し、かつ、閉じた状態で蒸気により内部の滅菌をすることができるもの 

（４） バッチ式の遠心分離機であって、容量が４リットル以上のローターを有するもの 

（５） クロスフローろ過用の装置であって、次のア及びイに該当するもの又はその部分品 

ア 有効ろ過面積の合計が５平方メートル以上のもの 

イ 定置した状態で蒸気により内部の滅菌をすることができるもの 

（６） 凍結乾燥器であって、次のア及びイに該当するもの 

ア 24時間につき50キログラム以上１,000キログラム未満の氷を作る能力を有するもの 

イ 蒸気により内部の滅菌をすることができるもの 

（７） 完全な又は部分的な換気装置を有する防護服及び全面マスクの呼吸用機器（消防士の呼

吸用機器として用いられているものを除く。） 

（８） 粒子状物質の吸入の試験用の装置であって、吸入室の容積が１立方メートル以上のもの 

（９） 細菌製剤散布用に設計した噴霧器 

（10） 微生物又は毒素をマイクロカプセル状に加工するための装置であって、粒径が10ミクロ

ン以下の微生物又は毒素に使用することができるもの（次に掲げるものを含む。） 

ア 界面重合法を用いるもの 

イ 相分離法を用いるもの 

 

別表第４ ミサイル関連の物質 

１ ロケット又はペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケットの製造用の装

置若しくは工具（型を含む。以下この表及び別表第５において同じ。）若しくは試験装置若しく

はこれらの部分品 

２ ペイロードを300キロメートル以上運搬することができる無人航空機又はその製造用の装置若

しくは工具若しくは試験装置若しくはこれらの部分品 

３ エアゾールを噴霧するように設計した無人航空機であって、燃料の他に粒子又は液体状で20リ

ットルを超えるペイロードを運搬するように設計したもののうち、次のいずれかに該当するもの

（２に該当するもの又は娯楽若しくはスポーツの用に供する模型航空機を除く。）又はその製造

用の装置若しくは工具若しくは試験装置若しくはこれらの部分品 

（１） 自律的な飛行制御及び航行能力を有するもの 

（２） 視認できる範囲を超えて人が飛行制御できる機能を有するもの 

４ 次のいずれかに該当する物資又はその製造用の装置若しくは工具、試験装置若しくはこれらの

部分品 

（１） ペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケットに使用することがで
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きる物資であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 多段ロケットの各段 

イ 固体ロケット推進装置又はハイブリッドロケット推進装置であって、全力積が841,000ニ

ュートン秒以上のもの 

ウ 液体ロケット推進装置であって、全力積が841,000ニュートン秒以上のもの又はこれに組

み込まれるように設計した液体ロケットエンジン 

（２） 500キログラム以上のペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット

又は無人航空機に使用することができる物資であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 再突入機 

イ 再突入機の熱遮蔽体（セラミック又はアブレーション材料を用いたものに限る。）又はそ

の部分品 

ウ 再突入機のヒートシンク又はその部分品 

エ 再突入機に使用するように設計した電子機器 

オ 誘導装置であって、飛行距離に対する平均誤差半径の比率が3.33パーセント以下のもの 

カ 推力の方向を制御する装置 

キ 弾頭又はその安全装置若しくは起動装置若しくは信管若しくは点火装置 

５ 推進装置若しくはその部分品若しくはモータケースのライニング若しくは断熱材であって、次

のいずれかに該当するもの若しくはこれらの製造用の装置若しくは工具若しくは試験装置若しく

は検査装置若しくはこれらの部分品 

（１） ターボジェットエンジン又はターボファンエンジンであって、次のア及びイに該当する

もの 

ア 機体に搭載されていない状態における最大推力が400ニュートンを超えるもの（機体に搭

載されていない状態における最大推力が8,890ニュートンを超えるものであって、本邦の政

府機関が民間航空機に使用することを認定したものを除く。） 

イ 海面上における国際民間航空機関が定める標準大気状態での最大連続推力の燃料消費量が

１時間につき推力１ニュートン当たり0.15キログラム以下のもの 

（２） ラムジェットエンジン、スクラムジェットエンジン、パルスジェットエンジン若しくは

複合サイクルエンジン（500キログラム以上のペイロードを300キロメートル以上運搬すること

ができるロケット又はペイロードを300キロメートル以上運搬することができる無人航空機に

使用することができるものに限る。）又はこれらの部分品 

（３） 固体ロケット用のモータケースであって、ペイロードを300キロメートル以上運搬する

ことができるロケット又は無人航空機に使用することができるもの 

（４） 固体ロケット用のモータケースのライニング（推進薬とモータケース又は断熱材を結合

することができるものに限る。）であって、500キログラム以上のペイロードを300キロメート

ル以上運搬することができるロケット若しくは無人航空機に使用することができるもの又は

500キログラム未満のペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット若しく

は無人航空機に使用するように設計したもの 

（５） 固体ロケット用のモータケースの断熱材であって、500キログラム以上のペイロードを
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300キロメートル以上運搬することができるロケット若しくは無人航空機に使用することがで

きるもの又は500キログラム未満のペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロ

ケット若しくは無人航空機に使用するように設計したもの 

（６） 固体ロケット用のモータケースのノズルであって、ペイロードを300キロメートル以上

運搬することができるロケット又は無人航空機に使用することができるもの 

（７） 液体状、スラリー状又はゲル状の推進薬の制御装置であって、周波数範囲が20ヘルツ以

上2,000ヘルツ以下で、かつ、加速度の実効値が98メートル毎秒毎秒を超える振動に耐えるこ

とができるように設計したもの（500キログラム以上のペイロードを300キロメートル以上運搬

することができるロケット又は無人航空機に使用することができるものに限る。）又はその部

分品（サーボ弁及びポンプを除く。） 

（８） ４（１）イに該当するハイブリッドロケット推進装置の部分品 

（９） 液体推進薬用のタンクであって、次のいずれかに該当するものに使用するように設計し

たもの 

ア 11に該当する推進薬又はその原料となる物質 

イ 液体推進薬（アに該当するものを除く。）であって、500キログラム以上のペイロードを

300キロメートル以上運搬することができるロケットに使用するもの 

（10） ペイロードを300キロメートル以上運搬することができる無人航空機に使用するように

設計したターボプロップエンジンであって、海面上における標準大気状態での最大推力が10キ

ロワット以上のもの（本邦の政府機関が民間航空機に使用することを認定したものを除く。）

又はその部分品 

６ 多段ロケットの切離し装置若しくは段間継手（500キログラム以上のペイロードを300キロメー

トル以上運搬することができるロケットに使用することができるものに限る。）又はこれらの製

造用の装置若しくは工具若しくは試験装置若しくはこれらの部分品（段間継手に使用可能な分離

ボルト、分離ナット金具、分離シャックル、軟質線状成形炸薬、ボールロック、圧縮ばね及び円

周状分離機構を含む。） 

７ 非破壊検査装置であって、その内部の寸法が１メートル以上のもの 

８ しごきスピニング加工機であって、数値制御装置又は電子計算機によって制御することができ

るもののうち、輪郭制御をすることができる軸数が３以上のもの又はその部分品（別表第１に掲

げるものを除く。） 

９ サーボ弁又は推進薬の制御装置用のポンプであって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 次のア及びイに該当するもののうち、ウ又はエのいずれかに該当するもの 

ア 液体状、スラリー状又はゲル状の推進薬の制御装置に使用するように設計したもの 

イ 周波数範囲が20ヘルツ以上2,000ヘルツ以下で、かつ、加速度の実効値が98メートル毎秒

毎秒を超える振動に耐えることができるように設計したもの 

ウ 絶対圧力が7,000キロパスカル以上の状態において１分につき0.024立方メートル以上流す

ことができるように設計したサーボ弁であって、アクチュエータの応答時間が100ミリ秒未

満のもの 

エ ポンプであって、軸の回転数が１分につき8,000回転以上のもの又は吐出し圧力が7,000キ
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ロパスカル以上のもの 

（２） ターボポンプ（液体ロケット又はハイブリッドロケットの推進装置用のものに限る。） 

10 推進薬の制御装置用のポンプに用いられるラジアル玉軸受であって、日本工業規格Ｂ1514－１

号（転がり軸受―軸受の公差―第１部：ラジアル軸受）で定める精度が２級以上のもののうち、

次の（１）から（３）までの全てに該当するもの 

（１） 内輪内径が12ミリメートル以上50ミリメートル以下のもの 

（２） 外輪外径が25ミリメートル以上100ミリメートル以下のもの 

（３） 幅が10ミリメートル以上20ミリメートル以下のもの 

11 推進薬又はその原料となる物質であって、次のいずれかに該当するもの（別表第１に掲げるも

のを除く。） 

（１） 濃度が70パーセントを超えるヒドラジン又はその混合物（腐食防止処理のためのものを

除く。） 

（２） ヒドラジンの誘導体 

（３） 過塩素酸アンモニウム又はその混合物 

（４） アンモニウムジニトラミド又はその混合物 

（５） 粒子が球形又は回転楕円体で、その径が200マイクロメートル未満のアルミニウムの粉

であって、重量比による純度が97パーセント以上のもののうち、国際規格ＩＳＯ2591（1988）

又はこれと同等の規格で定める測定方法により測定した径が63マイクロメートル未満のものの

含有量が全重量の10パーセント以上のもの 

（６） 重量比による純度が99パーセント以上のジルコニウム（天然の比率でジルコニウムに含

まれるハフニウムを含む。）、ベリリウム、マグネシウム又はこれらの合金の粉末状のもので

あって、篩
ふるい

、レーザー回折、光学式走査等を用いて測定した粒子の径が60マイクロメートル未

満のもの又はその少なくとも１を含む混合物（アルミニウム、マグネシウム、ジルコニウム又

はベリリウムによってカプセル封じをしたものであるかないかを問わない。） 

（７） 重量比による純度が85パーセント以上のほう素又はその合金の粉末状のものであって、

篩
ふるい

、レーザー回折、光学式走査等を用いて測定した粒子の径が60マイクロメートル未満のもの

の含有量が全体積若しくは全重量の90パーセント以上のもの又はその少なくとも１を含む混合

物（ほう素10の含有量が全重量の20パーセント以上のものを除き、アルミニウム、マグネシウ

ム、ジルコニウム又はベリリウムによってカプセル封じをしたものであるかないかを問わない

。） 

（８） 過塩素酸塩、塩素酸塩若しくはクロム酸塩であって、粉末状の金属若しくは燃料成分が

混合されたもの又は過塩素酸ナトリウム 

（９） カルボラン、デカボラン、ペンタボラン若しくはこれらの誘導体又はその混合物 

（10） 液体酸化剤であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 三酸化二窒素 

イ 二酸化窒素又は四酸化二窒素 

ウ 五酸化二窒素 

エ 窒素酸化物の混合物 
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オ 耐腐食性を有する赤煙硝酸又はその混合物 

カ フッ素及びその他のハロゲン、酸素又は窒素からなる化合物又はその少なくとも１を含む

混合物（三フッ化塩素及び気体の三フッ化窒素を除く。） 

（11） 末端にカルボキシル基を有するポリブタジエン 

（12） 末端に水酸基を有するポリブタジエン 

（13） グリシジルアジドの重合体 

（14） ブタジエンとアクリル酸との重合体 

（15） ブタジエンとアクリロニトリルとアクリル酸との重合体 

（16） 発熱量が１キログラム当たり40,000,000ジュール以上の推進薬 

（17） トリス―１―（２―メチル）アジリジニルホスフィンオキシド（別名ＭＡＰＯ） 

（18） テトラエチレンペンタミン、アクリロニトリル及びグリシドールの反応生成物 

（19） テトラエチレンペンタミン及びアクリロニトリルの反応生成物 

（20） イソフタル、トリメシン、イソシアヌル又はトリメチルアジピンの骨格を有する多官能

性アジリジンアミドであって、２―メチルアジリジン基又は２―エチルアジリジン基を有する

もの 

（21） トリフェニルビスマス 

（22） フェロセン誘導体 

（23） トリエチレングリコールジナイトレート 

（24） トリメチロールエタントリナイトレート 

（25） １・２・４―ブタントリオールトリナイトレート 

（26） ジエチレングリコールジナイトレート 

（27） ポリテトラハイドロフランポリエチレングリコール 

（28） ４・５―ジアジドメチル―２―メチル―１・２・３―トリアゾール 

（29） メチル―ニトラトエチルニトラミン 

（30） エチル―ニトラトエチルニトラミン 

（31） ブチル―ニトラトエチルニトラミン 

（32） ビス（２・２―ジニトロプロピル）アセタール 

（33） ビス（２・２―ジニトロプロピル）フォルマール 

（34） ヒドラジンニトロホルメート又はその混合物 

（35） ヘキサニトロヘキサアザイソウルチタン又はその混合物 

（36） メチルヒドラジン又はその混合物 

（37） １・２―ジメチルヒドラジン又はその混合物 

（38） １・１―ジメチルヒドラジン又はその混合物 

（39） イソシアナートであって、次のいずれかに該当するもの 

ア トルエンジイソシアナート（別名ＴＤＩ） 

イ メチレンビス（４・１―フェニレン）＝ジイソシアナート（別名ＭＤＩ） 

ウ イソホロンジイソシアナート（別名ＩＰＤＩ） 

エ ヘキサメチレンジイソシアナート（別名ＨＤＩ又はＨＮＭＤＩ） 
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オ ジメリルジイソシアナート（別名ＤＤＩ） 

（40） 硝酸アンモニウム（化学的に純粋なものに限る。）又は相安定化硝酸アンモニウム 

12 次のいずれかに該当する推進薬若しくはその原料となる物質の製造用の装置若しくは工具若し

くは試験装置若しくはその製造装置又はこれらの部分品（13から16までのいずれかに該当するも

のを除く。） 

（１） 11（（40）を除く。）に該当する物資 

（２） シクロテトラメチレンテトラニトラミン又はシクロトリメチレントリニトラミン 

（３） コンポジット推進薬 

（４） ２―ニトロジフェニルアミン又はＮ―メチル―Ｐ―ニトロアニリン 

13 バッチ式の混合機（液体用のものを除く。）であって、０以上13.326キロパスカル以下の絶対

圧力で混合することができるもののうち、混合容器内の温度を制御することができ、かつ、次の

（１）及び（２）に該当するもの又はその部分品 

（１） 全容量が110リットル以上のもの 

（２） 混合機の中心軸から離れた混和軸又は捏和
ね っ か

軸を少なくとも１本有するもの 

14 連続式の混合機（液体用のものを除く。）であって、０以上13.326キロパスカル以下の絶対圧

力で混合することができるもののうち、混合容器内の温度を制御することができ、かつ、次のい

ずれかに該当するもの又はその部分品 

（１） ２本以上の混和軸又は捏和
ね っ か

軸を有するもの 

（２） 振動機能を備えた１本の回転軸を有し、かつ、混合容器内及び回転軸上に捏和
ね っ か

のための

突起を有するもの 

15 11若しくは12（２）から（４）までのいずれかに該当する推進薬若しくはその原料となる物質

を粉砕することができるジェットミル又はその部分品 

16 11（５）から（７）までのいずれかに該当する金属の粉末（噴霧粉、球形粉又は回転楕円体粉

に限る。）の製造用の装置又はその部分品 

17 複合材料、繊維、プリプレグ又はプリフォーム（ペイロードを300キロメートル以上運搬する

ことができるロケット又は無人航空機に使用することができるものに限る。）の製造用の装置で

あって、次のいずれかに該当するもの又はその附属品若しくは部分品 

（１） フィラメントワインディング装置又はファイバープレイスメント装置であって、繊維を

位置決めし、包み作業及び巻き作業を行うもののうち、それらの作業を相関して制御すること

ができる軸数が３以上のもの又はその制御装置 

（２） フィラメントワインディング装置であって、次のアからウまでの全てに該当するもの又

はその制御装置若しくはマンドレル 

ア 繊維を位置決めし、包み及び巻く作業を行うもののうち、それらの作業を相関して制御す

ることができる軸数が２以上のもの 

イ 複合材料からなる構造体を製造するため、又は繊維状の物質をラミネートするために特に
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設計したもの 

ウ 直径が75ミリメートル以上の円筒形の管を製造することができるもの 

（３） 複合材料又は繊維からなる航空機の機体又はロケットの構造体を製造するためのもので

あって、次のいずれかに該当するもの 

ア テープ又はシートを位置決めし、及びラミネートする作業を行うもののうち、それらの作

業を相関して制御することができる軸数が２以上のもの 

イ トウを位置決めし、及びラミネートする作業を行うもののうち、それらの作業を相関して

制御することができ、サーボ制御により動作する軸数が２以上のもの 

（４） 三次元的に織ることができる織機又はインターレーシングマシン 

（５） 繊維の製造用の装置であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 重合体繊維から他の繊維を製造する装置 

イ 熱したフィラメント状の基材に元素又は化合物を蒸着させるための装置 

ウ 耐火セラミックの湿式紡糸装置 

（６） 繊維の表面処理又はプリプレグ若しくはプリフォームの製造を行うように設計したもの 

18 ノズルであって、原料ガスの熱分解（1,300度以上2,900度以下の温度範囲において、かつ、

130パスカル以上20,000パスカル以下の絶対圧力の範囲において行うものに限る。）により生成

する物質を基材に定着させるためのもの 

19 ロケット推進装置のノズル若しくは再突入機の先端部の製造用の装置であって、次のいずれか

に該当するもの又はその制御装置 

（１） 構造材料の炭素の密度を増加させるためのもの 

（２） 原料ガスの熱分解により生成する炭素を基材に定着させるためのもの 

20 アイソスタチックプレス又はその制御装置（別表第１に掲げるものを除く。） 

21 炭素及び炭素繊維を用いた複合材料の炭素の密度を増加させるために設計した炉であって、化

学的気相成長用のもの又はその制御装置 

22 ロケット又は無人航空機に用いられる構造材料であって、次のいずれかに該当するもの（別表

第１に掲げるものを除く。） 

（１） 比強度が76,200メートルを超え、かつ、比弾性率が3,180,000メートルを超える繊維で

補強した有機物若しくは金属をマトリックスとするものからなる複合材料（プリプレグであっ

て、ガラス転移点が145度以下のものを除く。）又はその成型品（ペイロードを300キロメート

ル以上運搬することができるロケット、無人航空機又は４に該当する物資に使用するように設

計したものに限る。） 

（２） ロケット用に設計した炭素及び炭素繊維を用いた複合材料又はその成型品（ペイロード

を300キロメートル以上運搬することができるロケットに使用することができるものに限る。） 

（３） 融点が3,000度以上のセラミックの複合材料であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 円筒であって、直径が120ミリメートル以上で、かつ、長さが50ミリメートル以上のもの 

イ 管であって、内径が65ミリメートル以上で、厚さが25ミリメートル以上で、かつ、長さが

50ミリメートル以上のもの 

ウ 塊であって、各辺の長さがそれぞれ120ミリメートル以上、120ミリメートル以上及び50ミ
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リメートル以上の直方体を切り出すことができるもの 

（４） 人造黒鉛であって、次のいずれかに該当するもの（ロケットのノズル又は再突入機の先

端部に使用することができるものに限る。） 

ア 15度の温度で測定したときのかさ密度が１立方センチメートル当たり1.72グラム以上、か

つ、粒子の径が100マイクロメートル以下の人造黒鉛であって、次のいずれかに加工するこ

とができるもの 

（ア） 円筒であって、直径が120ミリメートル以上で、かつ、長さが50ミリメートル以上

のもの 

（イ） 管であって、内径が65ミリメートル以上で、厚さが25ミリメートル以上で、かつ、

長さが50ミリメートル以上のもの 

（ウ） 塊であって、各辺の長さがそれぞれ120ミリメートル以上、120ミリメートル以上及

び50ミリメートル以上の直方体を切り出すことができるもの 

イ 熱分解黒鉛（ペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット又は500キ

ログラム以上のペイロードを300キロメートル以上運搬することができる無人航空機に使用

することができるものに限る。） 

ウ 繊維で強化した黒鉛（ペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット

又は500キログラム以上のペイロードを300キロメートル以上運搬することができる無人航空

機に使用することができるものに限る。） 

（５） ロケット又は無人航空機のレードーム（ペイロードを300キロメートル以上運搬するこ

とができるロケット又は500キログラム以上のペイロードを300キロメートル以上運搬すること

ができる無人航空機に使用することができるものに限る。）に使用するためのセラミックの複

合材料（100メガヘルツ以上100ギガヘルツ以下の範囲のいずれかの周波数における比誘電率が

６未満のものに限る。） 

（６） ロケット若しくは無人航空機の先端部、再突入機又はノズルフラップ（ペイロードを

300キロメートル以上運搬することができるロケット又は500キログラム以上のペイロードを

300キロメートル以上運搬することができる無人航空機に使用することができるものに限る。

）に使用することができる炭化けい素で強化された未焼成セラミック又は強化された炭化けい

素セラミック複合材料 

（７） 次のいずれかに該当するタングステン、モリブデン若しくはこれらの合金を主たる構

成物質とする粉又はその粉を固めたもの（ペイロードを 300 キロメートル以上運搬すること

ができるロケット又は無人航空機の構造材料として用いることができるものに限る。） 

ア タングステン又はタングステンの含有量が全重量の 97 パーセント以上の合金の粉であっ

て、その粒子の径が 50マイクロメートル以下のもの 

イ モリブデン又はモリブデンの含有量が全重量の 97 パーセント以上の合金の粉であって、

その粒子の径が 50 マイクロメートル以下のもの 

ウ タングステン若しくはタングステンの含有量が全重量の 97 パーセント以上の合金又はタ

ングステンの含有量が全重量の 80 パーセント以上で、かつ、銅若しくは銀を含浸させた合

金の粉を固めたものであって、次のいずれかに該当するものに加工することができるもの 



 

38 
 

（ア） 円筒であって、直径が 120 ミリメートル以上で、かつ、長さが 50 ミリメートル以

上のもの 

（イ） 管であって、内径が 65 ミリメートル以上、厚さが 25 ミリメートル以上で、かつ、

長さが 50ミリメートル以上のもの 

（ウ） 直方体であって、各辺の長さがそれぞれ120ミリメートル以上、120ミリメートル以

上及び50ミリメートル以上のもの 

（８） ペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット又は500キログラム以

上のペイロードを300キロメートル以上運搬することができる無人航空機に使用することがで

きるマルエージング鋼であって、次のア及びイ又はウに該当するもの 

ア 次のいずれかに該当するもの 

（ア） 固溶化熱処理段階で20度の温度において測定した最大引張強さが900メガパスカル

以上のもの 

（イ） 析出硬化熱処理段階で20度の温度において測定した最大引張強さが1,500メガパス

カル以上のもの 

イ 次のいずれかに該当するもの 

（ア） 厚さが５ミリメートル以下の板又は管 

（イ） 厚さが50ミリメートル以下の管であって、かつ、内径が270ミリメートル以上のも

の 

ウ 引張強さが20度の温度において1,500メガパスカル以上となるもののうち、外径が75ミリ

メートル以上の棒又は円筒形のもの 

（９） 特殊鋼であって、抑制赤煙硝酸又は硝酸に耐食性を有するもの 

23 加速度計若しくはジャイロスコープ若しくはこれらを用いた装置、航法装置若しくは磁気方位

センサーであって、次のいずれかに該当するもの（（１）から（７）までに該当するものについ

ては、ロケット又は無人航空機に使用することができるものに限る。）又はこれらの部分品 

（１） ペイロードを 300 キロメートル以上運搬することができるロケット又は無人航空機に

使用するように設計した航法装置であって、ジャイロスタビライザー又は自動操縦装置とと

もに使用するように設計したもの 

（２） ジャイロ天測航法装置又は天体若しくは人工衛星の自動追跡により位置若しくは針路

を測定することができる装置 

（３） 直線加速度計であって、慣性航法装置用又は誘導装置用に使用するように設計したも

ののうち、スケールファクターの再現性が１年間につき 0.125 パーセント未満であって、バ

イアスの再現性が１年間につき 0.012263 メートル毎秒毎秒未満のもの（ペイロードを 300 キ

ロメートル以上運搬することができるロケット又は無人航空機に使用することができるもの

に限る。） 

（４） ジャイロスコープであって、9.81 メートル毎秒毎秒の直線加速度の状態におけるドリ

フトレートの安定性が１時間につき 0.5 度未満のもの（ペイロードを 300 キロメートル以上

運搬することができるロケット又は無人航空機に使用することができるものに限る。） 
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（５） 加速度計又はジャイロスコープであって、慣性航法装置又は誘導装置に使用するよう

に設計したもののうち、981 メートル毎秒毎秒を超える直線加速度で使用することができるよ

うに設計したもの 

（６） （３）若しくは（５）に該当する加速度計又は（４）若しくは（５）に該当するジャ

イロスコープを用いた装置 

（７） 磁気方位センサーであって、次のアからウまでの全てに該当するもののうち、軸数が

３のもの 

ア ピッチ角（プラスマイナス 90度）及びロール角（プラスマイナス 180 度）の内部傾き補

正を有するもの 

イ 緯度プラスマイナス 80 度の地点における方位角精度の実効値が局所磁場に対して 0.5 度

未満のもの 

ウ 飛行制御又は航法システムと統合するように設計したもの 

（８） 慣性装置（民間航空機、人工衛星又は地球物理学的調査用の装置に使用されるものを

含む。）及びその関連試験装置 

24 ペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット又は無人航空機に使用する

ように設計した統合された航法システムであって、平均誤差半径が200メートル以下の精度のも

の 

25 加速度計若しくはジャイロスコープ若しくはこれらを用いた装置、航法装置、磁気方位センサ

ー又は統合された航法システムの製造用の装置若しくは工具、試験装置、校正装置若しくは心合

わせ装置又はこれらの部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 23又は24に該当するものの製造用の装置若しくは工具、試験装置、校正装置若しくは心

合わせ装置（（２）から（６）までのいずれかに該当するものを除く。）又はこれらの部分品 

（２） 遠心力式釣合い試験機（別表第１に掲げるもの及び一面釣合い試験機を除く。） 

（３） 表示装置であって、（２）に該当するものに使用することができるように設計したもの 

（４） モーションシミュレーター又はレートテーブルであって、次のアからウまでの全てに該

当するもの（工作機械又は医療用装置に使用するように設計したものを除く。） 

ア 軸数が２以上のもの 

イ スリップリング又は電気の供給若しくは信号情報の伝達を行うことができる非接触型の装

置を用いるもの 

ウ 次のいずれかに該当するもの 

（ア） いずれかの軸における角速度が１秒につき400度以上又は30度以下のものであって

、当該角速度の分解能が１秒につき６度以下のもののうち、当該角速度の精度が１秒につ

き0.6度以下のもの 

（イ） いずれかの軸が10度以上回転する場合における角速度が、0.05パーセント以下の精

度で安定するもの 

（ウ） 角度の位置決め精度が５秒以下のもの 

（５） ポジショニングテーブルであって、次のア及びイに該当するもの（工作機械又は医療用

装置に使用するように設計したものを除く。） 
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ア 軸数が２以上のもの 

イ 角度の位置決め精度が５秒以下のもの 

（６） 遠心加速度試験機であって、980メートル毎秒毎秒を超える加速度を与えることができ

、スリップリング又は電気の供給若しくは信号情報の伝達を行うことができる非接触型の装置

を用いるもの 

26 500キログラム以上のペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット又は無

人航空機に使用するように設計した飛行制御装置又は姿勢制御装置 

27 26に掲げるものに使用するように設計したサーボ弁であって、周波数範囲が20ヘルツ以上

2,000ヘルツ以下の全域において加速度の実効値が98メートル毎秒毎秒を超える振動に耐えるこ

とができるように設計したもの 

28 26又は27に掲げるものの試験装置、校正装置又は心合わせ装置 

29 アビオニクス装置又はその部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） レーダー（500キログラム以上のペイロードを300キロメートル以上運搬することができ

るロケット又は無人航空機に使用するように設計したものに限る。） 

（２） パッシブセンサーであって、特定の電磁波源の方向又は地形の特性を探知するもの

（500キログラム以上のペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット又は

無人航空機に使用するように設計したものに限る。） 

（３） 衛星航法システムからの電波を受信する装置であって、次のいずれかに該当するもの又

はそのために特に設計した部分品 

ア 500キログラム以上のペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット又

は無人航空機に使用するように設計したもの 

イ 航行又は飛しょうする移動体に使用するように設計したものであって、次のいずれかに該

当するもの 

（ア） 毎秒600メートルを超える速度のもとで、航法に係る情報を提供することができる

もの 

（イ） 軍隊又は政府機関による使用を目的として設計若しくは改良され、かつ、衛星航法

システムで用いられる暗号化された信号又はデータにアクセスするための暗号の復号機能

を有するもの（民生用途又は生命若しくは身体の安全を確保するための航法データを受信

するように設計したものを除く。） 

（ウ） 意図的な妨害を受ける環境のもとで機能することを目的として、ナルステアラブル

アンテナ、電子的に走査が可能なアンテナその他妨害除去機能を有するように設計したも

の（民生用途又は生命若しくは身体の安全を確保するための航法データを受信するように

設計したものを除く。） 

（４） 125度を超える温度における使用を目的として設計若しくは改良された軍用の電子組立

品（500キログラム以上のペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット又

は無人航空機に使用するように設計したものに限る。） 

（５） ペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケットに使用するように設

計したアンビリカル電気コネクタ又は段間電気コネクタ（ペイロードとロケットの間の電気コ
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ネクタを含む。） 

30 ペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット又は無人航空機に使用する

ことができるように設計した熱電池であって、電解質として固体の非導電無機塩類を含むもの 

31 航空機搭載用又は船舶搭載用の重力計であって、精度が0.7ミリガル以下のもののうち、測定

所要時間が２分以内のもの（500キログラム以上のペイロードを300キロメートル以上運搬するこ

とができるロケット又は無人航空機に使用することができるものに限る。）又はこれらの部分品 

32 航空機搭載用若しくは船舶搭載用の重力匂配計（500キログラム以上のペイロードを300キロメ

ートル以上運搬することができるロケット又は無人航空機に使用することができるものに限る。

）又はこれらの部分品 

33 ロケット又は無人航空機の発射台又は地上支援装置であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） ペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット又は無人航空機の取

扱い、制御、作動又は発射用に設計した装置 

（２） 500キログラム以上のペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット

又は無人航空機の輸送、取扱い、制御、作動又は発射用に設計した車両 

34 ペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット又は無人航空機に使用する

ように設計した無線遠隔測定装置又は無線遠隔制御装置（地上装置を含む。）であって、次のい

ずれにも該当しないもの 

（１） 有人航空機又は人工衛星に使用するように設計したもの 

（２） 陸上又は海洋において用いられる移動体に使用するように設計したもの 

（３） 民生用途又は生命若しくは身体の安全を確保するための航法データを提供する衛星航法

システムからの情報を受信するように設計したもの 

35 ペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット又は無人航空機に使用する

ことができる追跡装置であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） ロケット又は無人航空機に搭載されたコード変換器を使用するものであって、地上、海

上若しくは飛しょう体上の連携機器又は衛星航法システムとの相互連携の下で、即時に飛行位

置及び速度のデータを計測することができるもの 

（２） 距離測定用のレーダーであって、光を利用した追跡装置を有するもののうち、次のアか

らウまでの全てに該当するもの 

ア 角度分解能が３ミリラジアン未満のもの 

イ 距離分解能の２乗平均が10メートル未満で測定することができる距離が30キロメートル以

上のもの 

ウ 速度分解能が１秒につき３メートル未満のもの 

36 500キログラム以上のペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケットに搭載

するように設計したアナログ電子計算機又はデジタル電子計算機であって、次のいずれかに該当

するもの 

（１） 零下45度より低い温度から55度を超える温度まで使用することができるように設計した

もの 

（２） 全吸収線量がシリコン換算で50万ラド以上となる放射線照射に耐えることができるよう
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に設計したもの 

37 アナログデジタル変換用の集積回路又はアナログデジタル変換器（500キログラム以上のペイ

ロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット又は無人航空機に使用することが

できるものに限る。）であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） アナログデジタル変換用の集積回路であって、全吸収線量がシリコン換算で50万ラド以

上となる放射線照射に耐えることができるように設計したもの又は次のアからウまでの全てに

該当するもの 

ア 分解能が８ビット以上のもの 

イ 零下54度より低い温度から125度を超える温度まで使用することができるように設計した

もの 

ウ 気密封止したもの 

（２） 電気入力型のアナログデジタル変換用の組立品又はモジュールであって、次のアからウ

までの全てに該当するもの 

ア 分解能が８ビット以上のもの 

イ 零下45度より低い温度から55度を超える温度まで使用することができるように設計したも

の 

ウ （１）に該当する集積回路を組み込んだもの 

38 振動試験装置若しくはその部分品、空気力学試験装置、燃焼試験装置、環境試験装置又は電子

加速器若しくはこれを用いた装置又は風洞の部分品であって、次のいずれかに該当するもの（別

表第１に掲げるものを除く。） 

（１） 振動試験装置又はその部分品であって、次のいずれかに該当するもの（ペイロードを

300キロメートル以上運搬することができるロケット若しくは無人航空機又は４に該当する物

資の開発又は試験に用いることができるものに限る。） 

ア デジタル制御方式の振動試験装置であって、次の（ア）及び（イ）に該当するもの 

（ア） 試験体がない状態における加振力が50キロニュートン以上のものであって、20ヘル

ツ以上2,000ヘルツ以下のいずれの周波数においても加速度の実効値が98メートル毎秒毎

秒以上の振動を発生させることができるもの 

（イ） フィードバック制御技術又は閉ループ制御技術を用いたもの 

イ 振動試験装置の部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） アに該当する振動試験装置の制御に使用するように設計した部分品であって、振動

試験用のプログラムを用いたものであり、かつ、５キロヘルツを超える帯域幅で実時間で

の振動試験をデジタル制御するもの 

（イ） アに該当する振動試験装置に使用することができる振動発生機であって、試験体が

ない状態における加振力が50キロニュートン以上のもの 

（ウ） アに該当する振動試験装置に使用することができる振動台又は振動発生装置の部分

品であって、試験体がない状態における加振力が50キロニュートン以上となる振動を発生

させるために２台以上の振動発生機を接続して使用するように設計したもの 

（２） マッハ数が0.9以上の速度の状態を作ることができる空気力学試験装置（ペイロードを
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300キロメートル以上運搬することができるロケット若しくは無人航空機、３に該当する無人

航空機又は４に該当する物資の開発又は試験に用いることができるものに限り、マッハ数が３

以下で、かつ、測定部断面の長さが250ミリメートル以下の風洞を除く。） 

（３） 燃焼試験装置であって、推力が68キロニュートンを超える固体ロケット、液体ロケット

若しくはロケット推進装置を試験することができるもの又は同時に３軸方向の推力成分を測定

することができるもの（ペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット若

しくは無人航空機又は４に該当する物資の開発若しくは試験に用いることができるものに限る

。） 

（４） 飛行の状態をシミュレートすることができる環境試験装置であって、次のア及びイに該

当するもの（ペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット若しくは無人

航空機、３に該当する無人航空機又は４に該当する物資の開発又は試験に用いることができる

ものに限る。） 

ア 高度が15,000メートル以上の状態又は零下50度以上125度以下の全ての温度範囲の状態を

シミュレートすることができるもの 

イ 周波数範囲が20ヘルツ以上2,000ヘルツ以下で、かつ、試験体がない状態における加速度

の実効値が98メートル毎秒毎秒以上の振動を発生させることができるもの（加振力が５キロ

ニュートン以上のものに限る。）又は基準音圧が20マイクロパスカルの場合の音圧レベルが

140デシベル以上の音を発生させることができるもの若しくは定格の音響出力の合計が４キ

ロワット以上のもの 

（５） 電子加速器であって、２メガエレクトロンボルト以上のエネルギーを有する加速された

電子からの制動放射によって電磁波を放射することができるもの又はこれを用いた装置（医療

用に設計したものを除き、ペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット

若しくは無人航空機又は４に該当する物資の開発又は試験に用いることができるものに限る。） 

（６） 風洞に使用することができる天秤、熱流計測装置又は気流制御装置 

39 500キログラム以上のペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット、４

（１）に該当する物資（500キログラム以上のペイロードを運搬することができるロケットに使

用することができるものに限る。）又は同（２）に該当する貨物を設計するためのハイブリッド

電子計算機（ペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット又は無人航空機

に使用することができる物資を設計するために設計したプログラムを有するものに限る。） 

40 電波、音波（超音波を含む。）若しくは光（紫外線及び赤外線に限る。）の反射若しくは放射

を減少させるステルス技術を用いた材料若しくは装置であって、ペイロードを300キロメートル

以上運搬することができるロケット若しくは無人航空機、３に該当する無人航空機若しくは４に

該当する物資に使用することができるもの又はこれらの試験装置 

41 集積回路、探知装置又はレードーム（500キログラム以上のペイロードを300キロメートル以上

運搬することができるロケット又は無人航空機に使用することができるものに限る。）であって

、次のいずれかに該当するもの 

（１） 全吸収線量がシリコン換算で50万ラド以上となる放射線照射に耐えることができるよう

に設計した集積回路であって、ロケット又は無人航空機を核の影響から防護するために使用す
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ることができるもの 

（２） ロケット又は無人航空機を核の影響から防護するために設計した探知装置 

（３） 50キロパスカルを超える圧力において１平方メートル当たり4,184キロジュールを超え

る熱衝撃に耐えることができるように設計したレードームであって、ロケット又は無人航空機

を核の影響から防護するために使用することができるもの 

42 パイロ弁 

43 リング形磁石（別表第１に掲げるもの及び家庭用電気機械器具又は自動車用に設計したもの

を除く。） 

44 シート状又はストリップ状の磁性合金であって、次の（１）及び（２）に該当するもの（別表

第１に掲げるものを除く。） 

（１） 厚さが0.05ミリメートル以下のもの又は高さが25ミリメートル以下のもの 

（２） 次のいずれかの材料で構成されるもの 

ア 鉄、クロム及びコバルト 

イ 鉄、コバルト及びバナジウム 

ウ 鉄、クロム、コバルト及びバナジウム 

エ 鉄及びクロム 

45 周波数変換器であって、次のいずれかに該当するもの（別表第１に掲げるものを除く。） 

（１） 次のア及びイに該当するもの 

ア 40ワット以上の出力を得ることができるもの 

イ 出力が二相以上のものであって、周波数が600ヘルツ超2,000ヘルツ未満の出力を得ること

ができるもの 

（２） 周波数が300ヘルツ超600ヘルツ未満の出力を得ることができるもの 

46 アルミニウム合金（鍛造したものを含む。）であって、引張強さが20度の温度において415メ

ガパスカル以上となるもののうち、外径が75ミリメートル以上の棒又は円筒形のもの（別表第１

に掲げるものを除く。） 

47 炭素繊維、アラミド繊維若しくはガラス繊維又は炭素繊維、アラミド繊維若しくはガラス繊維

を用いたプリプレグであって、次のいずれかに該当するもの（別表第１に掲げるものを除く。） 

（１） 炭素繊維、アラミド繊維若しくはガラス繊維であって、次のア及びイに該当するもの 

ア 比弾性率が3,180,000メートルを超えるもの 

イ 比強度が76,200メートルを超えるもの 

（２） （１）に該当する繊維に熱硬化性樹脂を含浸したプリプレグであって、次のア及びイに

該当するもの 

ア 繊維状のもの 

イ 幅が30ミリメートル以下のテープ状のもの 

48 レーザー溶接機（別表第１に掲げるものを除く。） 

49 数値制御を行うことができる工作機械であって、輪郭制御をすることができる軸数が４若しく

は５のもの又は放電加工をすることができるもの（別表第１に掲げるものを除く。） 

50 プラズマ切断機（別表第１に掲げるものを除く。） 
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51 金属水素化物（別表第１に掲げるものを除く。） 

52 高分子化合物であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 末端に水酸基を有するポリエーテル（別名ＨＴＰＥ） 

（２） 末端に水酸基を有するカプロラクトンエーテル（別名ＨＴＣＥ） 

（３） ポリプロピレングリコール（別名ＰＰＧ） 

（４） ポリグリコール酸（別名ＰＧＡ） 

（５） ポリエチレングリコール（別名ＰＥＧ） 

53 ミサイル防衛に係る対抗措置サブシステム及び侵入支援装置であって、ミサイル防衛システム

を飽和させ、混乱させ、又は当該ミサイル防衛システムから逃れるよう設計したもの（例えば、

ジャマー、チャフ又はデコイ） 

54 金属マンガンのろう付けはく 

55 水圧加工装置 

56 熱処理炉（850度を超える温度において使用することができるものであって、寸法が１メート

ルを超えるものに限る。） 

57 摩擦かくはん接合装置 

58 ロケット又は無人航空機の空気力学分析及び熱力学分析のためのモデルに関連する技術を内容

とする情報が記載され、又は記録された文書、図画又は記録媒体 

59 高速度の撮影が可能なカメラ又はこれを用いた装置（別表第１、別表第２及び別表第３並びに

この表の１から７まで、23から28まで及び38に掲げるもの並びに医療用の画像システムにおいて

使用されているものを除く。） 

60 ６以上の車軸を有するトラックのシャシ 

61 次のいずれかを内容とする情報が記載若しくは記録された文書、図画又は記録媒体 

（１） 次のいずれかに該当する物資を使用するために設計したプログラム又はそのプログラ

ムの設計、製造若しくは使用に係る技術（プログラムを除く。以下 61 において同じ。） 

ア 500 キログラム以上のペイロードを 300 キロメートル以上運搬することができるロケット

若しくは無人航空機又は４（２）に該当する物資の製造用の装置若しくは工具若しくは試験

装置又はこれらの部分品 

イ ４（１）イ又はウのいずれかに該当する物資 

（２） ４（２）エからキまで若しくは 17 のいずれかに該当する物資を操作し、保守し、若し

くは点検するために設計したプログラム又はそのプログラムの設計、製造若しくは使用に係

る技術 

（３） 500 キログラム以上のペイロードを 300 キロメートル以上運搬することができるロケッ

ト又は無人航空機を使用するために設計したプログラムであって、２つ以上の物資（４に該

当するものに限る。）の機能を調整することができるもの又はその設計、製造若しくは使用に

係る技術 

（４） ４（１）に該当する物資の製造用の装置若しくは工具若しくは試験装置若しくはこれ

らの部分品を設計し、製造し、若しくは使用するために設計したプログラム又はそのプログ

ラムの設計、製造若しくは使用に係る技術 
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（５） 500 キログラム以上のペイロードを 300 キロメートル以上運搬することができるロケッ

ト若しくはその製造用の装置若しくは工具若しくは試験装置若しくはこれらの部分品又は４

に該当する物資の設計、製造又は使用に係る技術 

（６） ５（１）から（９）までのいずれかに該当する物資の製造用の装置若しくは工具若し

くは試験装置若しくはこれらの部分品若しくは同（１）、（２）、（７）、（８）若しくは（10）、

６、８、９、23（（８）を除く。）、24 から 29 まで、33（１）、34、35 若しくは 38（（６）を除

く。）のいずれかに該当する物資を使用するために設計したプログラム又はそのプログラムの

設計、製造若しくは使用に係る技術 

（７） ペイロードを 300 キロメートル以上運搬することができるロケット若しくは無人航空

機（500 キログラム以上のペイロードを運搬することができるものを除く。）又は５、６、８

、９若しくは 11 から 41 まで（23（８）及び 38（６）を除く。）のいずれかに該当する物資の

設計、製造又は使用に係る技術 

（８） ５（２）、（３）、（５）若しくは（６）若しくは６のいずれかに該当する物資を設計す

るために設計したプログラム又はそのプログラムの設計、製造若しくは使用に係る技術 

（９） 12 から 16 までのいずれかに該当する物資を操作し、保守し、又は点検するために設計

したプログラム 

（10） 19 から 21 まで若しくは 40 のいずれかに該当する物資を設計し、製造し、若しくは使

用するために設計したプログラム又はそのプログラムの設計、製造若しくは使用に係る技術 

（11） 23（１）若しくは（６）若しくは 24 のいずれかに該当する物資を設計し、若しくは製

造するために設計したプログラム又はそのプログラムの設計、製造若しくは使用に係る技術 

（12） ペイロードを 300 キロメートル以上運搬することができるロケット若しくは４に該当

する物資を設計するために設計したプログラム又はそのプログラムの設計、製造若しくは使

用に係る技術 

（13） ペイロードを 300 キロメートル以上運搬することができるロケット又は無人航空機を

使用するために設計したプログラムであって、２つ以上の物資（４（１）に該当するものに

限る。）の機能を調整することができるもの（（３）に該当するものを除く。） 

（14） ロケット用のアビオニクス装置又はその部分品の設計に係る技術であって、電磁パル

ス又は電磁障害の影響を防止するための技術 

（15） ペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケットの軌道を最適化する

ために、飛行制御、誘導又は推進に係るデータを飛行管理装置に統合するための技術 

（16） 飛行時に記録されたデータを処理して飛行時の全経路にわたる機体の位置決定を可能に

するプログラム（ペイロードを300キロメートル以上運搬することができるロケット又は無人

航空機に使用することができるものに限る。）又はそのプログラムの設計、製造若しくは使用

に係る技術 

（17） オートクレーブの使用に係る技術であって、オートクレーブ内部の環境を規定するため

のデータ又は手順(22（（３）及び（８）を除く。）に該当する物資を使用するためのものに

限る。) 

（18） 原料ガスの熱分解(1,300度以上2,900度以下の温度範囲において、かつ、130パスカル以
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上20,000パスカル以下の絶対圧力の範囲において行うものに限る。)により生成する物質を基

材に定着させるための技術 

 

別表第５ 武器関連の物資 
１ 銃砲若しくはその他の装置であって、爆発物を発射し若しくは投下するもの（22において「銃

砲等」という。）若しくはこれらの附属品又はこれらの部分品であって、次の（１）から（５）

までのいずれかに該当するもの（（６）に該当するものを除く。） 

（１） 口径20ミリメートル未満の滑腔銃又は口径12.7ミリメートル以下の銃砲（滑腔銃を除く

。）であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 小銃 

イ カービン銃 

ウ 回転式けん銃 

エ けん銃 

オ 短機関銃 

カ 機関銃 

キ 滑腔銃であって、軍用に設計したもの、自動式のもの、半自動式のもの又はポンプアクシ

ョン式のもの 

ク 薬きょうのない弾薬を使用するもの（アからキまでに該当するものを除く。） 

（２） （１）に掲げるものの附属品であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 消音器 

イ 特殊銃架 

ウ 給送弾装置 

エ 照準具（電子的画像処理機能を有しない光学式のもの（その倍率が４倍以下のものに限る

。）であって、軍用に設計されていないものを除く。） 

オ 消炎器 

（３） （１）又は（２）に掲げるもののために特に設計した部分品 

（４） 口径20ミリメートル以上の滑腔銃、口径12.7ミリメートルを超える銃砲（滑腔銃を除く

。）若しくは投射装置又はこれらの附属品であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 次のいずれかに該当するもの 

（ア） 火砲 

（イ） 加農砲 

（ウ） りゅう弾砲 

（エ） 迫撃砲 

（オ） 対戦車火器 

（カ） 飛しょう体投射装置 

（キ） 軍用火炎放射器 

（ク） 小銃 

（ケ） 無反動砲 
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（コ） 滑腔銃 

（サ） （ア）から（コ）までに掲げるもののための痕跡減少装置 

イ 軍用に設計した煙幕、ガス及び照明弾の投射装置又は発生器（信号銃を除く。） 

ウ 照準具 

エ アに掲げるもののための銃架 

（５） （４）に掲げるもののために特に設計した部分品（（４）アに掲げるものの部分品にあ

っては、液体燃料の装填用に特に設計した噴射装置、計量装置、貯蔵容器その他の部分品を含

む。） 

（６） 次のいずれかに該当するもの 

ア （１）及び（４）アに掲げるもののうち、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 昭和13年より前に製造されたマスケット銃、小銃又はカービン銃 

（イ） 明治23年より前に製造されたマスケット銃、小銃又はカービン銃の複製品 

イ （１）に掲げるもののうち、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 狩猟用又はスポーツ用の滑腔銃（軍用に設計したもの及び自動式のものを除く。） 

（イ） 明治23年より前に製造された回転式けん銃、けん銃若しくは機関銃又はこれらの複

製品 

（ウ） 擬製弾用に特に設計した銃砲（２に掲げる銃砲弾を発射できないものに限る。） 

（エ） 薬きょうに入った弾薬であって、中央雷管式でないものを使用するもの（自動式の

ものを除く。） 

ウ （２）に掲げるもののうち、（６）ア又はイに掲げるものの附属品 

エ （３）に掲げるもののうち、（６）アからウまでに掲げるものの部分品 

オ （４）に掲げるもののうち、手持ち式飛しょう体発射装置であって、ロープ付き飛しょう

体（高性能爆薬を装填しておらず、かつ、通信装置を有しないものに限る。）を500メート

ルを超えない範囲内において発射するために特に設計したもの若しくはその附属品 

カ （５）に掲げるもののうち、（６）ア又はオに掲げるものの部分品 

２ 銃砲弾若しくは信管測合装置であって、次の（１）若しくは（２）に該当するもの又はそのた

めに特に設計した部分品（（３）に該当するものを含む。） 

（１） １又は18に掲げるものの銃砲弾（次のいずれかに該当するものを除く。） 

ア 空包及び薬室に穴の開いた擬製弾 

イ 実包であって、次のいずれかの目的のために特に設計したもの 

（ア） 信号用 

（イ） 鳥類の威嚇用 

（ウ） 油井におけるガスの点火用 

（２） （１）に掲げる銃砲弾のために特に設計した信管測合装置 

（３） 次のいずれかに該当するもの 

ア 金属製品又はプラスチック製品（次に掲げるものを含む。） 

（ア） 雷管用発火金 

（イ） 薬きょう 
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（ウ） 薬きょう用リンク 

（エ） 導環 

（オ） 弾薬用の金属製部品（（ア）から（エ）までに該当するものを除く。） 

イ 安全解除装置 

ウ 信管 

エ センサー 

オ 点火装置 

カ 炸
さく

薬用可燃性薬きょう 

キ 子弾（小型爆弾、散布型地雷及び終末誘導弾を含む。） 

３ 軍用に設計した爆発物（銃砲弾を除く。）若しくはその附属品であって、次のいずれかに該当

するもの又はそのために特に設計した部分品 

（１） 爆弾 

（２） 魚雷 

（３） 手りゅう弾 

（４） 発煙爆弾 

（５） ロケット弾 

（６） 地雷 

（７） ミサイル 

（８） 爆雷 

（９） 爆破薬 

（10） 爆破装置 

（11） 火工剤又はその点火装置 

（12） 薬きょう 

（13） 焼夷弾 

（14） 火炎びん 

（15） ロケット推進装置のノズル及び再突入機の先端部 

（16） 発破器 

（17） （１）から（15）までに掲げるもののためのシミュレーター 

４ ３（（16）を除く。）に掲げるもの及び簡易爆発装置の操作、制御、起動、発射、敷設、除去

、妨害若しくは探知のために特に設計した装置であって、次のいずれかに該当するもの若しくは

その附属品又はこれらのために特に設計した部分品（１に該当するものを除く。） 

（１） 軍用に設計した装置（可動式ガス液化装置であって１日当たり1,000キログラム以上の

液化ガスを生産できるもの及び磁気機雷掃海用の浮揚性電らんを含み、金属探知のみのために

設計した手持ち式装置であって、地雷と他の金属とを判別することのできないものを除く。） 

（２） 簡易爆発装置を事前に爆発させ、又はその爆発を防止するように設計した無線送信装置 

（３） （２）に掲げる装置と共に使用され、当該装置と同じ周波数の無線回線の維持が可能と

なるように設計した技術を用いた装置 

５ 対ミサイル航空機保護システム（民間航空機に搭載され、かつ、次の（１）から（６）までの
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全てに該当するものを除く。）又はそのために特に設計した部分品 

（１） 次のいずれかのミサイル警戒センサーを有するもの 

ア 受動式センサーであって、最大感度が100ナノメートルから400ナノメートルまでの間のも

の 

イ 能動パルスドップラーセンサー 

（２） カウンターメジャーディスペンサーを有するもの 

（３） 地対空ミサイルの欺瞞のために可視光線及び赤外線による痕跡を放出するフレアを有す

るもの 

（４） 当該システムが設置された特定の民間航空機においてのみ機能するもの（民間の型式証

明又は国際民間航空機関によって認められた同等の文書が発出されている場合に限る。） 

（５） ソフトウェアへの不正アクセスを防止する機能を有するもの 

（６） 当該民間航空機から取り外したときに機能を停止する仕組みを有するもの 

６ 軍用に設計した射撃統制装置若しくはその機能を妨げるための装置若しくはこれらの試験調整

装置であって、次のいずれかに該当するもの又はこれらのもののために特に設計した附属品若し

くは部分品 

（１） 照準具（１（２）エ及び１（４）ウに該当するものを除く。） 

（２） 爆撃用コンピュータ 

（３） 銃架（１（２）イ及び１（４）エに該当するものを除く。） 

（４） 銃砲制御装置 

（５） 標的の捕捉、特定、測距、監視又は追跡を行うための装置 

（６） 探知、データ融合、認識又は識別を行うための装置 

（７） センサー統合装置 

（８） （１）から（７）までに掲げるものの機能を妨げるための装置（探知のためのものを含

む。） 

（９） （１）から（８）までに掲げるもののために特に設計した試験調整装置 

７ 軍用車両又はその部分品であって、次の（１）又は（２）に該当するもの（（３）に該当する

ものを除く。） 

（１） 陸上車両（トレーラーを含む。）であって、軍用に設計若しくは改造（軍用に設計した

１以上の部分品の構造的、電気的又は機械的な変更を含むものとし、当該部分品には、アに掲

げるものを含む。）したもの（イに掲げるものを含む。）又はその部分品 

ア 次のいずれかに該当するもの 

（ア） 防弾性能を有し、又は空気が抜けたときも走行することができるよう特に設計した

タイヤのケーシング 

（イ） 車両中枢部を保護するための装甲 

（ウ） 兵器取付け用の特殊補強材又は銃架（１（２）イ、１（４）エ及び６（３）に該当

するものを除く。） 

（エ） ブラックアウトライト 

イ 次のいずれかに該当するもの 



 

51 
 

（ア） 砲架又は地雷の敷設若しくは３に掲げるものの発射のための装置を有する戦車その

他の軍用武装車両又は軍用車両 

（イ） 装甲車両 

（ウ） 水陸両用車両又は渡河用車両 

（エ） 回収車 

（オ） けん引車 

（カ） 弾薬若しくは兵器システム又はこれらのものの積卸し用の装置を輸送するための車

両 

（２） オフロード走行が可能な全輪駆動車であって、アメリカ合衆国司法省国立司法研究所耐

弾防護素材基準のレベル３又はこれと同等以上の強度の耐弾機能を有する物質により製造され

又は覆われたもの 

（３） 装甲又は耐弾性能を有する民間の車両又はトラックであって、現金又は貴重品を輸送す

るために設計又は改造したもの 

８ 催涙剤若しくはくしゃみ剤（個人護身用のものを除く。）若しくはこれらの関連物質又は軍用

の放射性製剤であって、次の（１）又は（２）に該当するもの（（３）に該当するものを除く。） 

（１） 放射性製剤であって、戦時において使用することにより、人間若しくは動物に被害を及

ぼし、装置の機能を妨げ、農作物に被害を及ぼし、又は環境を害する効果を増大するよう改良

したもの 

（２） 催涙剤若しくはくしゃみ剤、活性化された化学成分又はこれらの化合物（次に掲げるも

のを含み、食品の製造又は医療の用に供するものとして包装されたものを除く。） 

ア ブロモベンジルシアニド 

イ クロロベンザルマロノニトリル 

ウ クロロアセトフェノン 

エ ジベンズ―（ｂ・ｆ）―１・４―オキサゼピン 

オ ジフェニルアミンクロロアルシン（アダムサイト） 

カ Ｎ―ノナノイルモルホリン 

（３） 別表第２の１（１）サに掲げるもの 

９ 催涙剤若しくはくしゃみ剤（個人護身用のものを除く。）若しくはこれらの関連物質、軍用の

化学製剤、軍用の細菌製剤若しくは軍用の放射性製剤の散布、探知若しくは識別のため若しくは

これらのものからの防護のために設計した装置又はその部分品であって、次のいずれかに該当す

るもの（軍用に設計したものに限り、別表第３に掲げるものを除く。） 

（１） 次のいずれかに該当するものの散布のために設計した装置又はそのために特に設計した

部分品 

ア 別表第２の１（１）アからクまで（サに該当するものを除く。）若しくは（３）ウ、別表

第３の１（１）又はこの表の８（（３）に該当するものを除く。）に掲げるもの 

イ 別表第２の１（４）アからオまでに掲げる前駆物質から生成した軍用の化学製剤 

（２） 別表第２の１（１）アからクまで（サに該当するものを除く。）若しくは（３）ウ、別

表第３の１（１）若しくはこの表の８（（３）に該当するものを除く。）に掲げるものの探知
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若しくは識別のために設計した装置又はそのために特に設計した部分品（個人用照射線量計を

除く。） 

（３） 別表第２の１（１）アからクまで（サに該当するものを除く。）若しくは（３）ウ、別

表第３の１（１）若しくはこの表の８（（３）に該当するものを除く。）に掲げるものからの

防護のために設計した装置又はそのために特に設計した部分品（放射性製剤、生物製剤又は化

学製剤のろ過のために特に設計した換気装置及び防護服を含む。） 

10 化学製剤、細菌製剤若しくは放射性製剤の浄化のために軍用に設計した装置若しくはその部分

品又は当該浄化のために特に配合した化学物質の混合物であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 別表第２の１（１）アからクまで（サに該当するものを除く。）若しくは（３）ウ、別

表第３の１（１）若しくはこの表の８（１）（（３）に該当するものを除く。）に掲げるもの

によって汚染された物体の浄化のために設計した装置又はそのために特に設計した部分品 

（２） 化学物質の混合物であって、別表第２の１（１）アからクまで（サに該当するものを除

く。）若しくは（３）ウ、別表第３の１（１）又はこの表の８（１）（（３）に該当するもの

を除く。）に掲げるものによって汚染された物体の浄化のために特に生成したもの 

11 別表第２の１（１）アからクまで（サに該当するものを除く。）若しくは（３）ウに掲げる軍

用の化学製剤の探知若しくは識別のために特に製造した生体高分子（次の（１）に掲げるものを

いう。）若しくはその製造に用いる細胞株（民生用のもの（農業、製薬、医療、獣医療、環境保

全若しくは廃棄物処理用のもの又は食品工業用のものを含む。）を除く。）又は軍用の化学製剤

の浄化若しくは分解のための生体触媒（次の（２）に掲げるものをいう。）若しくはその製造に

必要な遺伝情報を含むベクター（遺伝物質を親細胞に組み込むための媒介体をいう。）、ウイル

ス若しくは細胞株（民生用のもの（農業、製薬、医療、獣医療、環境保全若しくは廃棄物処理用

のもの又は食品工業用のものを含む。）を除く。） 

（１） 次のいずれかに該当するもの 

ア 酵素 

イ モノクロナール抗体 

ウ ポリクロナール抗体 

エ 抗イディオタイプ抗体 

オ レセプター 

（２） 別表第２の１（１）アからクまで（サに該当するものを除く。）若しくは（３）ウに掲

げる軍用の化学製剤の浄化又は分解のために特に製造した酵素その他の生体化合物であって、

人為的な選択又は遺伝子操作により得られたもの 

12 火薬若しくは爆薬若しくはこれらの主成分、添加剤、安定剤若しくは前駆物質となる物質（別

表第１及び別表第４に掲げるものを除く。）、軍用燃料又は粉末状の金属燃料（アルミニウムの

粉を含み、別表第４に掲げるものを除く。）であって、次の（１）から（４）までのいずれかに

該当するもの（（５）に該当するものを除く。） 

（１） 火薬若しくは爆薬又はこれらの主成分、添加剤若しくは前駆物質となる物質であって、

次のいずれかに該当するもの 

ア 爆発物であって、次のいずれかに該当するもの又はこれらの物質の少なくとも１を含む混
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合物 

（ア） アミノジニトロベンゾフロキサン（別名７―アミノ―４・６―ジニトロベンゾフラ

ザン―１―オキシド又はＡＤＮＢＦ） 

（イ） シス―ビス（５―ニトロテトラゾレート）テトラアミン―コバルト（Ⅲ）パークロ

レート（別名ＢＮＣＰ） 

（ウ） ジアミノジニトロベンゾフロキサン（別名５・７―ジアミノ―４・６―ジニトロベ

ンゾフラザン―１―オキシド又はＣＬ―14） 

（エ） ２―（５―シアノテトラゾレート）ペンタアミン―コバルト（Ⅲ）パークロレート

（別名ＣＰ） 

（オ） １・１―ジアミノ―２・２―ジニトロエチレン（別名ＦＯＸ７又はＤＡＤＥ） 

（カ） ジアミノトリニトロベンゼン（別名ＤＡＴＢ） 

（キ） １・４―ジニトロジフラザノピペラジン（別名ＤＤＦＰ） 

（ク） ２・６―ジアミノ―３・５―ジニトロピラジン―１―オキシド（別名ＰＺＯ又はＤ

ＤＰＯ） 

（ケ） ３・３’―ジアミノ―２・２’・４・４’・６・６’―ヘキサニトロビフェニル

（別名ジピクラミド又はＤＩＰＡＭ） 

（コ） ジニトログリコルリル（別名ＤＩＮＧＵ又はＤＮＧＵ） 

（サ） フラザンであって、次のいずれかに該当するもの 

ａ ジアミノアゾキシフラザン（別名ＤＡＡＯＦ） 

ｂ ジアミノアゾフラザン（別名ＤＡＡｚＦ） 

（シ） ＨＭＸの誘導体であって、次のいずれかに該当するもの 

ａ ジフルオロアミン化したＨＭＸの類似体 

ｂ ２・４・６・８―テトラニトロ―２・４・６・８―テトラアザビシクロ［３・３・０

］―オクタノン―３（別名テトラニトロセミグリコウリル、ケト―ビシクリクＨＭＸ又

はＫ―55） 

（ス） ヘキサニトロアダマンタン（別名ＨＮＡＤ） 

（セ） イミダゾールであって、次のいずれかに該当するもの 

ａ オクタヒドロ―２・５―ビス（ニトロイミノ）イミダーゾ［４・５―ｄ］イミダゾー

ル（別名ＢＮＮＩＩ） 

ｂ ２・４―ジニトロイミダゾール（別名ＤＮＩ） 

ｃ １―フルオロ―２・４―ジニトロイミダゾール（別名ＦＤＩＡ） 

ｄ Ｎ―（２―ニトロトリアゾロ）―２・４―ジニトロイミダゾール（別名ＮＴＤＮＩＡ

） 

ｅ １―ピクリル―２・４・５―トリニトロイミダゾール（別名ＰＴＩＡ） 

（ソ） １―（２―ニトロトリアゾロ）―２―ジニトロメチレンヒドラジン（別名ＮＴＮＭ

Ｈ） 

（タ） ３―ニトロ―１・２・４―トリアゾール―５―オン（別名ＯＮＴＡ又はＮＴＯ） 

（チ） ポリニトロキュバン類（ニトロ基の数が５以上であるものに限る。） 
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（ツ） ２・６―ビス（ピクリルアミノ）―３・５―ジニトロピリジン（別名ＰＹＸ） 

（テ） ２・４・６―トリニトロ―２・４・６―トリアザシクロヘキサノン（別名Ｋ―６又

はケト―ＲＤＸ） 

（ト） 硝酸トリアミノグアニジン（別名ＴＡＧＮ） 

（ナ） ３・３・７・７―テトラビス（ジフルオロアミン）オクタヒドロ―１・５―ジニト

ロ―１・５―ジアゾシン（別名ＴＥＤＤＺ） 

（ニ） テトラゾールであって、次のいずれかに該当するもの 

ａ ニトロトリアゾールアミノテトラゾール（別名ＮＴＡＴ） 

ｂ １―Ｎ―（２―ニトロトリアゾロ）―４―ニトロテトラゾール（別名ＮＴＮＴ） 

（ヌ） テトリル（トリニトロフェニルメチルニトラミン） 

（ネ） １・４・５・８―テトラニトロ―１・４・５・８―テトラアザデカリン（別名ＴＮ

ＡＤ） 

（ノ） １・３・３―トリニトロアゼチジン（別名ＴＮＡＺ） 

（ハ） テトラニトログリコルリル（別名ＳＯＲＧＵＹＬ又はＴＮＧＵ） 

（ヒ） １・４・５・８―テトラニトロ―ピリダジノ［４・５―ｄ］ピリダジン（別名ＴＮ

Ｐ） 

（フ） トリアジンであって、次のいずれかに該当するもの 

ａ ２―オキシ―４・６―ジニトロアミノ―ｓ―トリアジン（別名ＤＮＡＭ） 

ｂ ２―ニトロイミノ―５―ニトロ―ヘキサヒドロ―１・３・５―トリアジン（別名ＮＮ

ＨＴ） 

（ヘ） トリアゾールであって、次のいずれかに該当するもの 

ａ ５―アジド―２―ニトロトリアゾール 

ｂ ４―アミノ―３・５―ジヒドラジノ―１・２・４―トリアゾールジニトラミド（別名

ＡＤＨＴＤＮ） 

ｃ １―アミノ―３・５―ジニトロ―１・２・４―トリアゾール（別名ＡＤＮＴ） 

ｄ ［ビス―ジニトロトリアゾール］アミン（別名ＢＤＮＴＡ） 

ｅ ３・３’―ジニトロ―５・５―ビ―１・２・４―トリアゾール（別名ＤＢＴ） 

ｆ ジニトロビストリアゾール（別名ＤＮＢＴ） 

ｇ ２―ニトロトリアゾール５―ジニトラミド（別名ＮＴＤＮＡ） 

ｈ １―Ｎ―（２―ニトロトリアゾロ）３・５―ジニトロトリアゾール（別名ＮＴＤＮＴ） 

ｉ １―ピクリル―３・５―ジニトロトリアゾール（別名ＰＤＮＴ） 

ｊ テトラニトロベンゾトリアゾロベンゾトリアゾール（別名ＴＡＣＯＴ） 

（ホ） 爆圧が34ギガパスカルを超え、又は最大濃度で爆速が毎秒8,700メートルを超える

もの（（ア）から（ヘ）までに該当するものを除く。） 

（マ） 有機爆発物であって、25ギガパスカル以上の爆圧を有し、かつ、250度以上の温度

において５秒以上安定するもの（（ア）から（ホ）までに該当するものを除く。） 

イ 推進薬であって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 危険物輸送に関する国際連合勧告の等級1.1に該当する固体推進薬であって、標準
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的条件下における理論上の比推力が、金属を配合しないものについては250秒、アルミニ

ウムを配合したものについては270秒を超えるもの 

（イ） 危険物輸送に関する国際連合勧告の等級1.3に該当する固体推進薬であって、標準

的条件下における理論上の比推力が、ハロゲンを配合しないものについては230秒、金属

を配合しないものについては250秒、金属を配合したものについては266秒を超えるもの 

（ウ） １キログラムにつき1,200キロジュールを超える一定の推力を得られるもの 

（エ） 圧力が6.89メガパスカル及び温度が21度の標準状態において、毎秒38ミリメートル

を超える定常状態の燃焼速度を維持できるもの 

（オ） エラストマー変性キャストダブルベース（別名ＥＭＣＤＢ）推進薬であって、零下

40度での最大応力における伸び率が５パーセントを超えるもの 

（カ） 別表第１の46（８）、別表第４の11（35）又はこの表の12（１）アに掲げるものを

含む推進薬（（ア）から（オ）までに該当するものを除く。） 

（キ） 軍用に設計した推進薬（この表において他に該当するものを除く。） 

ウ 火工剤であって、次のいずれかに該当するもの又はこれらの物質の少なくとも１を含む混

合物 

（ア） アラン（水酸化アルミニウム） 

（イ） チタニウムサブヒドリドであって、化学量論比が0.65以上1.68以下のもの 

エ 酸化剤であって、次のいずれかに該当するもの又はこれらの物質の少なくとも１を含む混

合物 

（ア） １・３―ジニトロ―１・３―ジアゼチジン（別名ＤＮＡＤ） 

（イ） 水酸化アンモニウムナイトレート（別名ＨＡＮ） 

（ウ） 水酸化アンモニウムパークロレート（別名ＨＡＰ） 

オ バインダー、可塑剤、モノマー又はポリマーであって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） アジドメチルメチルオキセタン（別名ＡＭＭＯ）又はそのポリマー 

（イ） ビスアジドメチルオキセタン（別名ＢＡＭＯ）又はそのポリマー 

（ウ） ビス（２・２―ジニトロプロピル）アセタール（別名ＢＤＮＰＡ） 

（エ） ビス（２・２―ジニトロプロピル）フォルマール（別名ＢＤＮＰＦ） 

（オ） ブタントリオールトリナイトレート（別名ＢＴＴＮ） 

（カ） ニトロ基、アジド基、ニトレート基、ニトラザ基又はジフルオロアミノ基を有する

高エネルギーモノマー、可塑剤又はポリマー（軍用に生成されたものに限る。） 

（キ） ３―ジフルオロアミノメチル―３―アジドメチルオキセタン（別名ＦＡＭＡＯ）又

はそのポリマー 

（ク） ビス―（２―フルオロ―２・２―ジニトロエチル）フォルマール（別名ＦＥＦＯ） 

（ケ） ポリ―２・２・３・３・４・４―ヘキサフルオロペンタン―１・５―ジオールフォ

ルマール（別名ＦＰＦ―１） 

（コ） ポリ―２・４・４・５・５・６・６―ヘプタフルオロ―２―トリ―フルオロメチル

―３―オキサヘプタン―１・７―ジオールフォルマール（別名ＦＰＦ―３） 

（サ） グリシジルアジドのポリマー（別名ＧＡＰ）又はその誘導体 
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（シ） アルコール官能基を有し、かつ、分子量が10,000未満であるポリエピクロロヒドリ

ンであって、次のいずれかに該当するもの 

ａ ポリエピクロロヒドリンジオール 

ｂ ポリエピクロロヒドリントリオール 

（ス） ニトラトエチルニトラミン混合物（別名ＮＥＮＡｓ） 

（セ） ポリ―ＧＬＹＮ（別名ポリグリシジルニトレート、ニトラトメチルオキシランのポ

リマー又はＰＧＮ） 

（ソ） ポリニトラトメチルメチルオキセタン（別名ポリ―ＮＩＭＭＯ）又は３―ニトラト

メチル―３―メチルオキセタンのポリマー（別名ポリ―ＮＭＭＯ） 

（タ） ポリニトロオルトカーボネート 

（チ） １・２・３・―トリス［１・２―ビス（ジフルオロアミノ）エトキシ］プロパン

（別名トリスビノキシプロパンの添加物又はＴＶＯＰＡ） 

（ツ） コンポジット推進薬に使用することができるもの（アジピン酸ジオクチル及びアゼ

ライン酸ジオクチルを含む。） 

カ 添加剤であって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 塩基性サリチル酸銅 

（イ） ビス―（２―ヒドロキシエチル）グリコルアミド（別名ＢＨＥＧＡ） 

（ウ） ブタジエンニトリルオキシド（別名ＢＮＯ） 

（エ） ベーターレゾルシン酸鉛 

（オ） クエン酸鉛 

（カ） ベーターレゾルシン酸鉛又はサリチル酸鉛の鉛―銅のキレート 

（キ） マレイン酸鉛 

（ク） サリチル酸鉛 

（ケ） すず酸鉛 

（コ） ビス（２―メチルアジリジニル）メチルアミノホスフィンオキシド（別名メチルＢ

ＡＰＯ） 

（サ） ３―ニトラザ―１・５―ペンタンジイソシアネート 

（シ） 有機金属のカップリング剤であって、次のいずれかに該当するもの 

ａ ネオペンチル［ジアリル］オキシ・トリ［ジオクチル］ホスフェート―チタネート

（チタニウムⅣ・２・２［ビス―２―プロペノレート―メチル、ブタノレート、トリス

（ジオクチル）ホスフェート］又はＬＩＣＡ12） 

ｂ チタニウムⅣ・［（２―プロペノレート―１）メチル・ｎ―プロパノレートメチル］

ブタノレート―１・トリス［ジオクチル］プロホスフェート又はＫＲ3538 

ｃ チタニウムⅣ・［（２―プロペノレート―１）メチル・ｎ―プロパノレートメチル］

ブタノレート―１・トリス（ジオクチル）ホスフェート 

（ス） ポリシアノジフルオロアミノエチレンオキシド 

（セ） プロピレンイミン（２―メチルアジリジン） 

（ソ） 超微粉酸化第二鉄であって、表面積が１グラム当たり250平方メートルを超え、か
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つ、粒子の径の平均が３ナノメートル以下のもの 

（タ） テトラエチレンペンタアミンアクリロニトリル（別名ＴＥＰＡＮ） 

（チ） シアノエチル化ポリアミン（別表第４の11（19）に該当するものを除く。）又はそ

の塩 

（ツ） テトラエチレンペンタアミンアクリロニトリルグリシドール（別名ＴＥＰＡＮＯＬ） 

（テ） グリシドールを付加したシアノエチル化ポリアミン又はその塩（別表第４の11（18

）に該当するものを除く。） 

（ト） ビス（２―メチルアジリジニル）２―（２―ヒドロキシプロパノキシ）プロピルア

ミノホスフィンオキシド（別名ＢＯＢＢＡ８）及びその他のＭＡＰＯ誘導体 

キ 前駆物質であって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） ビスクロロメチルオキセタン（別名ＢＣＭＯ） 

（イ） ジニトロアゼチジンターシャリーブチル塩 

（ウ） ヘキサベンジルヘキサアザイソウルツタン（別名ＨＢＩＷ） 

（エ） テトラアセチルジベンジルヘキサアザイソウルツラン（別名ＴＡＩＷ） 

（オ） １・３・５・７―テトラアセチル―１・３・５・７―テトラアザシクロオクタン

（別名ＴＡＴ） 

（カ） １・４・５・８―テトラアザデカリン 

（キ） １・３・５―トリクロロベンゼン 

（ク） １・２・４―ブタントリオール 

（２） 軍用燃料であって、次のいずれかに該当するもの又はこれらの物質の少なくとも１を含

む混合物 

ア 航空機用燃料（最終製品に限る。） 

イ 火炎放射器又は焼夷弾用の炭化水素燃料の増粘剤を含む物質（金属ステアリン酸塩、パル

ミチン酸金属（オクタルを含む。）並びにＭ１、Ｍ２及びＭ３の増粘剤を含む。） 

（３） 火薬又は爆薬の安定剤となる物質のうち、Ｎ―メチル―ｐ―ニトロアニリン 

（４） 粉末状の金属燃料であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 粒子の径が３マイクロメートル以下の鉄（水素で酸化鉄を還元する方法を用いて製造した

ものに限る。）の粉であって、鉄の純度が99パーセント以上のものからなるもの（アルミニ

ウム、マグネシウム、ジルコニウム又はベリリウムによりカプセル封じをしたものであるか

ないかを問わない。）又はそれを含む混合物 

イ 粒子が球形で、かつ、その径が60マイクロメートル以下のアルミニウムの粉であって、ア

ルミニウムの純度が99パーセント以上のものからなるもの又はそれを含む混合物 

（５） 次のいずれかに該当するもの（（１）ア又は（４）に掲げる物質を含む混合物を除く。） 

ア アンモニウムピクレート 

イ 黒色火薬 

ウ ヘキサニトロジフェニルアミン 

エ ジフルオロアミン 

オ 硝化でんぷん 
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カ 硝酸カリウム 

キ テトラニトロナフタレン 

ク トリニトロアニソール 

ケ トリニトロナフタレン 

コ トリニトロキシレン 

サ Ｎ―ピロリジノン 

シ １―メチル―２―ピロリジノン 

ス ジオクチルマレート 

セ エチルヘキシルアクリレート 

ソ 次のいずれかに該当するもの 

（ア） トリエチルアルミニウム（別名ＴＥＡ） 

（イ） トリメチルアルミニウム（別名ＴＭＡ） 

（ウ） 発火合金であって、アルキル及びアリルの結合したリチウム、ナトリウム、マグネ

シウム、亜鉛又はほう素 

タ ニトロセルロース 

チ ニトログリセリン（グリセロールトリニトレート、トリニトログリセリン） 

ツ ２・４・６―トリニトロトルエン（別名ＴＮＴ） 

テ エチレンジアミンジニトレート（別名ＥＤＤＮ） 

ト ペンタエリスリトールテトラニトレート（別名ＰＥＴＮ） 

ナ アジ化鉛、ノーマル若しくは塩基性のスチフニン酸鉛又は起爆剤若しくは起爆用配合剤で

あって、アジ化物若しくはアジ化物錯体を含むもの 

ニ トリエチレングリコールジニトレート（別名ＴＥＧＤＮ） 

ヌ ２・４・６―トリニトロレゾルシノール（スチフニン酸） 

ネ ジエチルジフェニル尿素 

ノ ジメチルジフェニル尿素 

ハ メチルエチルジフェニル尿素（セントラリット） 

ヒ Ｎ・Ｎ―ジフェニル尿素（非対称ジフェニル尿素） 

フ メチル―Ｎ・Ｎ―ジフェニル尿素（メチル非対称ジフェニル尿素） 

ヘ エチル―Ｎ・Ｎ―ジフェニル尿素（エチル非対称ジフェニル尿素） 

ホ ２―ニトロジフェニルアミン（別名２―ＮＤＰＡ） 

マ ４―ニトロジフェニルアミン（別名４―ＮＤＰＡ） 

ミ ２・２―ジニトロプロパノール 

ム ニトログアニジン 

13 船舶若しくはその船体若しくは附属品又はこれらの部分品であって、次のいずれかに該当する

もの 

（１） 船舶又はその部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 軍用に設計した船舶（潜水艦を含み、修理中であるかないか若しくは運用中であるかない

か又は兵器を発射する装置があるかないか若しくは装甲があるかないかを問わない。）又は
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その部分品であって、軍用に設計したもの 

イ アに掲げる船舶の船体若しくはその部品又はこれらの部分品であって、軍用に設計したも

の 

ウ 船舶（潜水艦を除く。）であって、次のいずれかに該当するものを取り付け又は組み込ん

だもの（アに該当するものを除く。） 

（ア） 次のいずれかに該当するもの 

ａ １（１）に掲げる自動式の銃砲であって、口径12.7ミリメートル以上のもの（（６）

に該当するものを除く。） 

ｂ １（４）に掲げるもの（（６）に該当するものを除く。） 

ｃ ３に掲げるもの（（16）に該当するもの及びそのためのシミュレーターを除く。） 

ｄ ４に掲げるもの 

ｅ 18に掲げるもの 

ｆ 24に掲げるもの（（６）タに該当するものを除く。） 

（イ） （ア）に掲げるものの銃架若しくは砲架又は（ア）に掲げるものを設置するための

補強構造 

（ウ） ６に掲げる射撃統制装置 

（エ） 化学製剤、細菌製剤、放射性製剤及び核兵器からの防護機能（大気圧より高い室内

気圧を維持する機能、独立した換気装置、化学製剤、細菌製剤、放射性製剤及び核兵器用

フィルターを有する換気口又は気密室を組み込んだ出入口を含む。）を有する居室を有し

、かつ、水を用いて船舶の上部構造及び甲板を同時に洗浄することができる装置であって

、浄化のために設計したものを有するもの 

（オ） 銃砲の機能を妨げるための能動式の装置であって、４、６（８）又は34に掲げるも

ののうち、次のいずれかに該当するもの 

ａ 化学製剤、細菌製剤、放射性製剤及び核兵器からの防護機能（大気圧より高い室内気

圧を維持する機能、独立した換気装置、化学製剤、細菌製剤、放射性製剤及び核兵器用

フィルターを有する換気口又は気密室を組み込んだ出入口を含む。）を有する居室 

ｂ ステルス技術を用いて設計した船体及び船舶の上部構造 

ｃ 熱痕跡減少装置（動力装置の効率を高め、又は環境への影響を低減するために特に設

計したものを除く。） 

ｄ 船体の磁気痕跡減少装置 

エ 軍用に設計したフェリー（ア及びウに該当するものを除く。） 

（２） 軍用に設計したエンジン若しくは推進装置であって、次のいずれかに該当するもの又は

これらの部分品であって、軍用に設計したもの 

ア 潜水艦用に特に設計したディーゼルエンジンであって、次のいずれにも該当するもの 

（ア） 出力が1.12メガワット（1,522.8馬力）以上のもの 

（イ） 回転速度が毎分700回転以上のもの 

イ 潜水艦用に特に設計した電動機であって、次のいずれにも該当するもの 

（ア） 出力が0.75メガワット（1,019.7馬力）を超えるもの 
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（イ） 急速逆回転が可能なもの 

（ウ） 液冷式のもの 

（エ） 密閉式のもの 

ウ 非磁性ディーゼルエンジンであって、次のいずれにも該当するもの 

（ア） 出力が37.3キロワット（50.7馬力）以上のもの 

（イ） 非磁性材料の重量が全重量の75パーセントを超えるもの 

エ 潜水艦用に特に設計した非大気依存型推進装置（原子力によるものを除く。） 

（３） 水中探知装置若しくはその制御装置又はこれらの部分品であって、軍用に設計したもの 

（４） 軍用に設計した防潜網又は魚雷防御網 

（５） 軍用に設計した船体貫通装置若しくはコネクタであって、船舶外部の装置との相互作用

を可能にするもの（単心、多心、共軸若しくは導波管式の船舶用コネクタ又は船体貫通装置で

あって、水深100メートルを超える海中において外部からの海水の流入を許さずに所定の性能

を維持できるもの並びに深さのいかんを問わずレーザービームの伝送ができるよう設計した光

ファイバーのコネクタ及び光学式船体貫通装置を含み、通常の推進軸及び水力学的制御用の駆

動軸であって、船体を貫通するものを除く。）又はこれらの部分品であって、軍用に設計した

もの 

（６） サイレント軸受であって、次のいずれかを有するもの若しくはその部分品又はこれらの

軸受を含む装置（軍用に設計したものに限る。） 

ア ガス又は磁気のサスペンション 

イ 能動式の痕跡制御装置 

ウ 振動抑制装置 

14 炸
さく

薬若しくはこれを用いた装置又はこれらの部分品であって次のいずれかに該当するもの 

（１） 成形炸
さく

薬であって、次のア及びイに該当するもの 

ア 正味爆発物量が90グラムを超えるもの 

イ ケーシングの外径が75ミリメートル以上のもの 

（２） 線状成形切断炸
さく

薬であって、次のア及びイに該当するもの 

ア 爆発負荷が40グラム毎メートルを超えるもの 

イ 幅が10ミリメートル以上のもの 

（３） 爆発コア負荷が64グラム毎メートル以上の導爆線 

（４） 正味爆発物量が3.5キログラムを超える切断機又は寸断機 

15 電気的に起爆するように特に設計した装置及び電気的にエネルギー物質を含有する装置であっ

て、次のいずれかに該当するもの（別表第１に掲げるものを除く。） 

（１） （２）に掲げる雷管を作動するように設計した雷管点火装置 

（２） 電気式の雷管であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 起爆電橋 

イ 起爆電橋線 

ウ スラッパー起爆式雷管 

エ 薄膜式点火装置 
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16 軍用航空機若しくはその附属品又はこれらの部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 戦闘用有翼航空機又はそのために特に設計した部分品 

（２） 軍用に設計若しくは改造した有翼航空機（偵察、強襲、訓練、部隊若しくは軍用装備の

輸送若しくは投下又は兵站用に設計したものを含み、軍用に構成しておらず、軍用に設計した

装置又は取付品を取り付けておらず、かつ、１以上のワッセナー・アレンジメント参加国の航

空当局によって民生用と認定されたもの並びに（１）に該当するものを除く。）若しくは軽飛

行機又はそのために特に設計した部分品（軍用に改造した有翼航空機又は軽飛行機の部分品に

あっては、当該改造に必要なものに限る。） 

（３） 無人航空機若しくはその関連装置であって、次のいずれかに該当するもの（軍用に設計

し又は改造したものに限る。）又はそのために特に設計した部分品 

ア 無人航空機（遠隔操縦により人が制御できる機能を有するもの、自律的な飛行制御能力及

び航行能力を有するもの並びに軽飛行機を含む。） 

イ アに掲げるものの発射機又は地上支援装置 

ウ ア又はイに掲げるものの誘導装置又は制御装置 

（４） 軍用に設計若しくは改造した航空機用エンジン又はそのために特に設計した部分品（１

以上のワッセナー・アレンジメント参加国の航空当局によって民生用と認定された航空機用エ

ンジン及びそのために特に設計した部分品並びにレシプロエンジン及びそのために特に設計し

た部分品（無人航空機用に特に設計したものを除く。）を除くものとし、軍用に改造した航空

機用エンジンの部分品にあっては、当該改造に必要なものに限る。） 

（５） （１）及び（２）に掲げる有翼航空機に使用するために特に設計した装置（空中給油装

置を含む。）若しくは（４）に掲げる航空機用エンジンに使用するために特に設計した装置又

はそのために特に設計した部分品 

（６） 加圧給油装置、閉鎖された区域での活動を容易にするよう特に設計した装置又は地上装

置であって、（１）及び（２）に掲げる有翼航空機又は（４）に掲げる航空機用エンジンのた

めに特に開発したもの 

（７） 次のいずれかに該当するもの 

ア 軍用の救難ヘルメット若しくは防護マスク又はそのために特に設計した部分品 

イ 与圧呼吸機器及び部分的与圧服（有翼航空機内で使用するものに限る。） 

ウ 耐重力スーツ 

エ 液体酸素変換装置（有翼航空機用又はミサイル用のものに限る。） 

オ 有翼航空機からの緊急脱出用の射出装置又はカートリッジ作動装置 

（８） パラシュート（この表において他に該当するものを除く。）、パラグライダー若しくは

高い高度から降下する者のために特に設計した装置（服、ヘルメット、呼吸装置及び航法装置

を含む。）又はそのために特に設計した部分品 

（９） 制御されたオープニングジャンプ（高度のいかんを問わない。）のための装置であって

、軍用に設計若しくは改造したもの（酸素発生装置を含む。）又は投下した搭載物の自動操縦

装置 

17 衛星航法システム妨害装置又はそのために特に設計した部分品 
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18 高速運動エネルギー兵器（銃砲を除く。）若しくはその発射体（電磁波、電熱、プラズマ、ラ

イトガス又は化学反応（電磁波、電熱、プラズマ又はライトガスと組み合わせて使用する場合に

限る。）により推進するものに限る。）であって、標的を破壊し若しくはその機能を失わせるよ

う特に設計したもの又はそのために特に設計した部分品（次に掲げるもの（運動エネルギー兵器

用に特に設計した場合に限る。）を含む。） 

（１） 発射推進装置であって、単射又は速射モードで、重量が0.1グラムを超えるものを毎秒

1.6キロメートルを超える速度に加速できるもの 

（２） 次のいずれかに該当するもの 

ア 一次動力発生装置 

イ 電気装甲 

ウ エネルギー貯蓄装置 

エ 熱制御器、調節器、切替機又は燃料調節装置 

オ 動力供給部、銃その他の砲塔の電気駆動機能の間の電気的インターフェース 

（３） 標的の捕捉、追跡、発射制御又は被害評価のための装置 

（４） 発射体の自動追尾、誘導及び方向転換のための装置 

19 装甲板、軍用ヘルメット若しくは防弾衣又はこれらの部分品であって、次のいずれかに該当す

るもの 

（１） 装甲板であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 軍用の規格又は仕様に従って製造されたもの 

イ 軍用に適したもの 

（２） 金属材料、非金属材料若しくはこれらの組合せによる構造物であって、軍用装置の防弾

のために特に設計したもの又はそのために特に設計した部分品（爆発反応装甲として使用し、

又は軍用シェルターを製造するために特に設計したものを含む。） 

（３） ヘルメットであって、軍用の規格若しくは仕様若しくは同等の基準に従って製造したも

の（通常のスチール製ヘルメットであって、附属品を取り付けておらず、かつ、取り付けるこ

とができないもの、16（７）ア及び同（８）に掲げるもの並びに個人護身用のものを除くもの

とし、爆弾処理要員のために特に設計したヘルメットにあっては、軍用に設計したものに限る

。）又はそのために特に設計した部分品（ヘルメットの外殻、ストラップ及び保護パッドを含

む。） 

（４） 防弾衣（個人護身用として携行しているもの、非軍事用の爆発装置から保護するため

に用いられるもの又は刀、剣若しくは鈍器から身体を保護するためにのみ用いられるものを

除く。）若しくは軍用の規格若しくは仕様若しくは同等の基準に従って製造した防護服（個

人護身用のものを除く。）又はそのために特に設計した部分品 

20 生物製剤、放射性物質若しくは軍用の化学製剤から防護するために特に設計若しくは改造し

た全面マスク、防じん機能付き吸収缶、防護服、手袋及び靴、探知設備若しくは浄化装置又は

これらの部分品（軍用に特に設計したものを除く。） 

21 軍事訓練若しくは軍事作戦シミュレーションのために設計した装置（次の（１）から（15）に

掲げるものを含む。）又はそのために特に設計した附属品若しくは部分品（シミュレーター用の
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イメージ発生装置及び相互作用環境発生装置であって、軍用に設計したものを含む。） 

（１） 軍用の攻撃訓練装置 

（２） 航空用操縦訓練装置（計器飛行訓練装置を含む。） 

（３） レーダー標的訓練装置 

（４） レーダー標的発生装置 

（５） 射撃訓練装置 

（６） 対潜戦闘訓練装置 

（７） 航空用地上訓練装置（航空機の操縦士及び宇宙飛行士の訓練用遠心機を含む。） 

（８） レーダー訓練装置 

（９） 航法訓練装置 

（10） ミサイル発射訓練装置 

（11） 標的装置 

（12） 有翼無線操縦航空機 

（13） 訓練用有翼無人航空機 

（14） 携帯式訓練装置 

（15） 地上軍事作戦用の訓練装置 

22 銃砲等であって、１（１）若しくは（４）に掲げるものの使用の訓練のために特に設計したシ

ミュレーター（狩猟用又はスポーツ用の銃砲の訓練のために特に設計したものを除く。）又はそ

のために特に設計した附属品若しくは部分品（21に掲げるものを除き、シミュレーター用のイメ

ージ発生装置及び相互作用環境発生装置であって、軍用に設計したものを含む。） 

23 軍用に設計した画像の撮影、記録、処理、解析若しくは加工のための装置若しくはその機能を

妨げるための装置であって、次の（１）から（９）までのいずれかに該当するもの（第一世代の

イメージ増強管及び第一世代のイメージ増強管を組み込むよう設計したものを除く。）又はこれ

らの附属品若しくはこれらのために特に設計した部分品（別表第１及び別表第４に掲げるものを

除き、（10）に該当するものを含む。） 

（１） 録画用装置（別表第１の53に該当するものを除く。） 

（２） 画像処理装置 

（３） カメラ又は写真用機材 

（４） 写真フィルム処理装置 

（５） イメージ増強装置 

（６） 赤外線暗視装置 

（７） イメージングレーダーセンサー装置 

（８） （１）から（７）までに掲げるものの機能を妨げる装置及び当該装置の機能を妨げる装

置 

（９） 次のいずれかに該当するものを組み込んだもの 

ア 77（２）に該当するイメージ増強管 

イ 77（３）又は（４）に該当するフォーカルプレーンアレー 

ウ 77（１）に該当する固体の光検出器 
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（10） 次のいずれかに該当するもの（軍用に設計したものに限る。） 

ア 赤外線画像変換管 

イ マイクロチャンネルプレート 

ウ 低光レベルテレビカメラ管 

エ 線検知アレー（電子連結装置及び読取装置を含む。） 

オ 熱電気テレビカメラ管 

カ 画像装置用冷却装置 

キ 100マイクロ秒未満のシャッター速度を有する電気制動シャッターであって、フォトクロ

ミック作用又は電子光学効果を利用したもの（高速カメラの不可欠な一部であるものを除く

。） 

ク 光ファイバー画像変換装置 

ケ 合成半導体光陰極 

24 指向性エネルギー兵器若しくはその探知若しくは識別のための装置若しくは当該兵器からの防

護のための装置であって、次の（１）から（５）までのいずれかに該当するもの又はそのために

特に設計した部分品（（６）に該当するものを含む。） 

（１） レーザー発振器であって、標的を破壊し又はその機能を喪失させるよう特に設計したも

の（持続波又はパルス出力によるものであって、通常の銃砲弾と同様に標的を破壊するものを

含む。） 

（２） 粒子線発生器であって、標的を破壊し又はその機能を喪失させることができるもの（粒

子加速器であって、標的を破壊することのできる帯電又は中性の粒子線を照射するものを含み

、別表第１に掲げるものを除く。） 

（３） 高出力無線周波数ビーム照射器であって、標的を破壊し又はその機能を喪失させること

ができるもの（高パルス出力又は高平均出力の無線周波数ビーム中継器であって、遠方の標的

の電子回路を無力化するのに十分強力な電磁場を発生するものを含む。） 

（４） （１）から（３）までに掲げるものの探知若しくは識別又はこれらのものからの防護の

ために特に設計した装置 

（５） 持続波レーザー発振器又はパルスレーザー発振器であって、防護されていない一眼又は

両眼を失明させるように特に設計したもの 

（６） 次のいずれかに該当するもの（指向性エネルギー兵器用に特に設計したものに限る。） 

ア 一次動力発生器 

イ エネルギー備蓄装置 

ウ 切換器 

エ 動力調節器 

オ 燃料制御装置 

カ 標的を捕捉し、又は追尾するための装置 

キ 標的の破壊又は機能喪失の程度を評価するための装置 

ク レーザーの制御、伝播及び照準のための装置 

ケ レーザーの方向を高速で転換するための装置であって、多くの標的を迅速に破壊し、又は
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その機能を喪失させることができるもの 

コ 波面補償及び位相共役のための素子 

サ 負の水素イオンビーム用の電流注入器 

シ 加速器の部分品であって、人工衛星又は高度100キロメートル以上の上空を飛行中の飛行

体内で使用できるもの 

ス 負のイオンビーム注入装置 

セ 高エネルギーのイオンビームを制御し、又は方向転換するための装置 

ソ 負の水素同位体ビームを中和するためのフォイルであって、人工衛星又は高度100キロメ

ートル以上の上空を飛行中の飛行体内で使用できるもの 

タ 軍用に設計した対レーザー防護の装置（目又はセンサーを保護するものを含む。） 

25 鍛造品、鋳造品その他の半製品であって、１から５まで、７、13（（１）エを除く。）、16、

18若しくは24（（６）タを除く。）に掲げるもののために特に設計し、又は18に掲げる運動エネ

ルギー兵器若しくはその発射体若しくは24（（６）タを除く。）に掲げるものの試験のために特

に設計した試験装置のために特に設計したもの（その用途が組成、形状又は機能によって判別で

きるものに限る。） 

26 極低温冷却装置若しくは超電導電気機器であって、次のいずれかに該当するもの又はそのため

に特に設計した附属品若しくは部分品 

（１） 軍用の車両、船舶、航空機又は宇宙船に取り付けるように特に設計した装置であって、

運行中に操作が可能であり、かつ、零下170度未満の温度を生み出し又は維持することのでき

るもの（携帯装置であって、非金属若しくは非電導性の物質（プラスチック及びエポキシ樹脂

を含む。）により製造された附属品若しくは部分品を取り付けた、又は使用するものを含む。） 

（２） 軍用の車両、船舶、航空機又は宇宙船に取り付けるように特に設計した超電導電気機器

であって、運行中に操作が可能であるもの（直流混成型単極発電機であって、超電導巻線（当

該超電導巻線が当該発電機の唯一の超電導部品である場合に限る。）によって作られる磁場で

回転する単極通常金属製の電機子を有するものを除く。） 

27 次のいずれかに該当するもの又はこれらのもののために特に設計した部分品（別表第１に掲げ

るものを除く。） 

（１） 軍用の閉鎖回路式又は半閉鎖回路式自給式潜水用具であって、非磁性になるよう特に設

計したもの 

（２） 開放回路式自給式潜水用具を軍用に変換するために特に設計した部分品 

（３） 自給式潜水用具とともに使用する軍用品 

28 軍用に設計した土木機械（戦闘区域で用いるために特に設計した施設部隊用装置を含む。）又

はその部分品（別表第１に掲げるものを除く。） 

29 軍用に設計した移動式修理設備、野外発電機若しくはコンテナ又はこれらの部分品（別表第１

に掲げるものを除く。） 

30 軍用に設計した橋若しくは浮橋又はこれらの部分品（別表第１に掲げるものを除く。） 

31 軍用に設計した燃料電池又はその部分品（別表第１に掲げるもの及びこの表において他に該当

するものを除く。） 
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32 ３（（16）を除く。）、４、５、７、13（（１）エを除く。）若しくは16に掲げるものの開発

のために特に設計し、若しくは18に掲げる運動エネルギー兵器及びその発射体並びに24（（６）

タを除く。）に掲げるものの試験のために特に設計した試験装置（33及び34に掲げる環境試験装

置を除く。）又はそのために特に設計した部分品（別表第２から第４までに掲げるものを除く。

） 

33 別表第１の２（軍用に設計し、若しくは改造（非軍事用物資を運用のものとするような構造的

、電気的又は機械的な変更をいう。）したもの又は軍用に設計したシミュレーターに限る。）若

しくは46（８）、別表第２の１（１）若しくは（４）ア、エ若しくはオ、別表第３の１（１）若

しくはこの表の１から32（14、15及び20を除く。）まで、45（５）から（７）まで若しくは77

（２）に掲げるものを製造するために特に設計した装置（環境試験装置を含む。）又はそのため

に特に設計した部分品（次に掲げるものを含む。） 

（１） 連続式硝化機 

（２） 遠心力試験機であって、次のいずれかに該当するもの 

ア １以上の電動機で駆動するものであって、定格出力が298キロワット（405.2馬力）を超え

るもの 

イ 113キログラム以上の搭載物を搭載できるもの 

ウ 91キログラム以上の搭載物に重力加速度の８倍以上の遠心加速度を与えることができるも

の 

（３） 脱水圧縮機 

（４） 回転成形機であって、軍用の爆発物の押出成型用に特に設計したもの 

（５） 押出成型した推進薬の切削装置 

（６） バレル研磨機であって、その内径が1.85メートル以上であり、かつ、227キログラム以

上の被研磨材容量を有するもの 

（７） 固体推進薬用の連続式混合機 

（８） 流動エネルギー研磨機であって、軍用の爆発物の原料を研磨又は圧延するためのもの 

（９） 12（４）イに掲げるものを真球にし、かつ、その径を均一にする装置 

（10） 別表第４の11（９）に掲げるものの変換に用いる対流電流変圧機 

34 軍用に設計した電子機器（別表第１から第４及びこの表において他に掲げるものを除き、次の

いずれかに該当するものを含む。）若しくはそのために特に設計した部分品又はこれらのものを

製造するために特に設計した装置（環境試験装置を含む。）若しくはそのために特に設計した部

分品 

（１） 信号の受信を妨害する装置又はそのような装置の機能を妨害するための装置 

（２） 周波数アジャイル管 

（３） 電磁波の帯域を警戒若しくは監視するために設計された装置又はそのような装置の機能

を妨害するための装置 

（４） 音波を利用した水中探知装置による受信を妨害するための装置 

（５） 暗号を用いてデータ、データ処理又は伝送通信回線を防護する装置 

（６） 識別、認証若しくはキーの読込みのための装置又はキーの管理、製造若しくは割当ての



 

67 
 

ための装置 

（７） 誘導装置又は航法装置 

（８） デジタル式対流圏散乱通信装置 

（９） 通信傍受用に特に設計したデジタル式検波器 

（10） 自動化された指揮管制装置 

35 放電加工機用人造黒鉛（別表第１及び別表第４に掲げるものを除く。） 

36 パラアラミド繊維又はパラアラミド繊維を用いたフィラメント若しくはテープ状のもの（別表

第１に掲げるものを除く。） 

37 軸受であって、次のいずれかに該当するもの又はその部分品（国際規格ＩＳＯ3290（転がり軸

受－軸受の部分品－転がり軸受用の玉）で定める精度がグレード５以下の玉を除く。） 

（１） 玉軸受又はころ軸受であって、日本工業規格Ｂ1514-１号（転がり軸受―軸受の公差―

第１部：ラジアル軸受）で定める精度が４級以上のもののうち、内輪、外輪及び転動体の全て

がモネル製又はベリリウム製のもの 

（２） 能動型の磁気軸受システムであって、次のいずれかに該当するもの 

ア 磁束密度が２テスラ以上で、かつ、降伏点が414メガパスカルを超える材料からなるもの 

イ 全電磁式で、かつ、三次元ホモポーラバイアス励磁方式のアクチュエータを用いるもの 

ウ 177度以上の温度において使用することができる位置検出器を有するもの 

38 数値制御を行うことができる工作機械又は数値制御装置として機能することを可能にするプロ

グラム若しくはそのプログラムの設計若しくは製造に係る技術（プログラムを除く。）を内容と

する情報が記載され、若しくは記録された文書、図画若しくは記録媒体であって、次のいずれか

に該当するもの（別表第１及び別表第４に掲げるものを除く。） 

（１） 旋削をすることができる工作機械であって、輪郭制御をすることができる軸数が２以上

のもののうち、次のいずれかに該当するもの 

ア 移動量が１メートル未満の直線軸のうち、いずれか１軸以上の一方向位置決めの繰返し性

が0.0009ミリメートル以下のもの 

イ 移動量が１メートル以上の直線軸のうち、いずれか１軸以上の一方向位置決めの繰返し性

が0.0011ミリメートル以下のもの 

（２） フライス削りをすることができる工作機械であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 輪郭制御をすることができる直線軸の数が３であり、かつ、輪郭制御をすることができる

回転軸の数が１のものであって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 移動量が１メートル未満の直線軸のうち、いずれか１軸以上の一方向位置決めの繰

返し性が0.0009ミリメートル以下のもの 

（イ） 移動量が１メートル以上の直線軸のうち、いずれか１軸以上の一方向位置決めの繰

返し性が0.0011ミリメートル以下のもの 

イ 輪郭制御をすることができる軸数が５以上のものであって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 移動量が１メートル未満の直線軸のうち、いずれか１軸以上の一方向位置決めの繰

返し性が0.0009ミリメートル以下のもの 

（イ） 移動量が１メートル以上４メートル未満の直線軸のうち、いずれか１軸以上の一方
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向位置決めの繰返し性が0.0014ミリメートル以下のもの 

（ウ） 移動量が４メートル以上の直線軸のうち、いずれか１軸以上の一方向位置決めの繰

返し性が0.006ミリメートル以下のもの 

ウ ジグ中ぐり盤であって、いずれか１軸以上の直線軸の一方向位置決めの繰返し性が0.0011

ミリメートル以下のもの 

（３） 放電加工（ワイヤ放電加工を除く。）をすることができる工作機械であって、輪郭制御

をすることができる回転軸の数が２以上のもの 

（４） 電子制御装置を取り付けることができる工作機械であって、深穴ボール盤又は旋削をす

ることができるもの（深穴あけをすることができるものに限る。）であり、深さが5,000ミリ

メートルを超える穴をあけることができるもの 

（５） 数値制御装置として機能することを可能にするプログラムであって、輪郭制御をするこ

とができる軸数が５以上のもの又はそのプログラムの設計に係る技術（プログラムを除く。）

を内容とする情報が記載され、若しくは記録された文書、図画若しくは記録媒体 

39 工作機械（金属、セラミック又は複合材料を加工することができるものに限る。）であって、

電子制御装置を取り付けることができるもののうち、次のいずれかに該当するもの 

（１） 研削をすることができる工作機械であって、次のいずれかに該当するもの 

ア いずれか１軸以上の直線軸の一方向位置決めの繰返し性が1.1マイクロメートル以下のも

のであって、輪郭制御をすることができる軸数が３又は４のもの 

イ 輪郭制御をすることができる軸数が５以上のもの 

（２） 液体ジェット加工をすることができる工作機械、電子ビーム加工機又はレーザー加工機

であって、輪郭制御をすることができるもののうち、回転軸の数が２以上のもの 

40 数値制御を行うことができる光学仕上げ工作機械であって、選択的に材料を除去することによ

り非球形な光学的表面に加工することができるもののうち、次の（１）から（４）までの全てに

該当するもの 

（１） 仕上がり形状寸法公差が1.0マイクロメートル未満のもの 

（２） 仕上げの表面粗さの２乗平均平方根が100ナノメートル未満のもの 

（３） 輪郭制御をすることができる軸数が４以上のもの 

（４） 次のいずれかの方法を用いるもの 

ア 磁性流体研磨法 

イ 電気粘性流体研磨法 

ウ エネルギー粒子ビーム研磨法 

エ 膨張膜研磨法 

オ 流体ジェット研磨法 

41 ロックウェル硬さが40以上である歯車を仕上げ加工するよう設計した工作機械であって、ピッ

チ円直径が1,250ミリメートルを超え、かつ、歯幅がピッチ円直径の15パーセント以上の平歯車

、はすば歯車若しくはやまば歯車のうち国際規格ＩＳＯ1328（円筒歯車―ＩＳＯ方式による精度

）で定める精度が３級以上のものを仕上げ加工することができるもの又はその部分品、付属品、

若しくは制御装置（別表第１に掲げるもの及びこの表の38に該当するものを除く。） 
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42 ホットアイソスタチックプレスであって、次の（１）及び（２）に該当するもの又はその部分

品若しくは附属品 

（１） 内径が406ミリメートル以上の中空室を有し、かつ、中空室内の温度制御ができるもの 

（２） 次のいずれかに該当するもの 

ア 最大圧力が207メガパスカルを超えるもの 

イ 中空室内の温度を1,500度を超える温度に制御することができるもの 

ウ 炭化水素の注入のための装置及びガス状分解生成物を除去するための装置を有するもの 

43 基板用コーティング装置であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 原料ガスの化学反応により生成するコーティング材料を基材の表面に定着させる方法を

用いるものであって、次のア及びイに該当するもの 

ア 次のいずれかの方法を用いるもの 

（ア） パルス的方法 

（イ） 核生成制御熱化学的析出法 

（ウ） プラズマ放電下においてコーティング材料を基材の表面に定着させる方法 

イ 次のいずれかに該当するもの 

（ア） 10ミリパスカル以下で使用することができる回転軸シールを組み込んだもの 

（イ） 膜厚制御機能を内部に有しているもの 

（２） イオン注入法を用いるものであって、ビーム電流が５ミリアンペア以上のもの 

（３） 電子ビームにより蒸発させたコーティング材料を基材の表面に定着させる方法を用いる

ものであって、容量が80キロワットを超える電源装置を組み込んだもののうち、次のいずれか

に該当する装置を有するもの 

ア インゴットの送りを制御するために、溶融液の液面制御をレーザー光を用いて行う装置 

イ コンピュータを用いて制御することができる溶着速度の監視装置であって、２以上の元素

をコーティングする際の溶着速度を制御するために蒸気流中におけるイオン化原子のホトル

ミネセンスの原理を利用するもの 

（４） プラズマ溶射をするものであって、次のいずれかに該当するもの 

ア 溶射前に真空室を10ミリパスカルまで減圧することができるものであって、10キロパスカ

ル以下の圧力（ノズル出口から30センチメートル以内において測定したものをいう。）で使

用することができるもの 

イ 膜厚制御機能を内部に有しているもの 

（５） スパッタリング法を用いるものであって、毎時15マイクロメートル以上の溶着速度にお

ける電流密度が10ミリアンペア毎平方センチメートル以上のもの 

（６） アーク放電によりイオン化されたコーティング材料を基材の表面に定着させる方法を用

いるものであって、陰極上のアークスポットを制御するための磁界を有するもの 

（７） イオンプレーティング生産装置であって、コーティング中に次のいずれかを測定するこ

とができるもの 

ア 基材の表面に定着したコーティング材料の厚さ及び成膜速度 

イ 基材の表面の光学的特性 
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44 測定装置（工作機械であって、測定装置として使用することができるものを含む。）又はその

部分品であって、次のいずれかに該当するもの（38又は39に該当するものを除く。） 

（１） 電子計算機又は数値制御装置によって制御される座標測定機であって、国際規格ＩＳＯ

10360／２（2009）で定める測定方法により空間の測定精度を測定した場合に、操作範囲内の

いずれの測定点においても、測定軸のマイクロメートルで表した最大許容長さ測定誤差（Ｅ０

、ＭＰＥ）がミリメートルで表した当該測定軸の長さに0.001を乗じて得た数値に1.7を加えた

数値以下となるもの 

（２） 直線上の変位又は角度の変位を測定するためのものであって、次のいずれかに該当する

もの 

ア 直線上の変位を測定するものであって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 非接触型の測定システムであって、0.2ミリメートルまでの測定レンジにおいて、

分解能が0.2マイクロメートル以下のもの 

（イ） 次のいずれかに該当する線形可変差動変圧器（ＬＶＤＴ）を用いた測定システムで

あって、かつ、19度以上21度以下の温度範囲において測定した場合に、ドリフトが24時間

当たり0.1パーセント以下のもの 

ａ 最大の作動範囲がプラスマイナス５ミリメートル以下のものであって、０から最大の

作動範囲における直線性が0.1パーセント以下のもの 

ｂ 最大の作動範囲がプラスマイナス５ミリメートルを超えるものであって、０からプラ

スマイナス５ミリメートルにおける直線性が0.1パーセント以下のもの 

（ウ） 次のａからｃまでの全てに該当するもの 

ａ レーザー光を用いて測定することができるもの 

ｂ 測定できる最大の測定レンジにおいて、分解能が0.2ナノメートル以下のもの 

ｃ 測定範囲内のいずれの測定点においても、空気屈折率で補正した場合に、測定軸のナ

ノメートルで表した測定の不確かさの数値がミリメートルで表した当該測定軸の長さに

0.0005を乗じて得た数値に1.6を加えた数値以下のものであって、19.99度以上20.01度以

下の温度範囲において30秒を超えて測定できるもの 

（エ） （ウ）に該当するものの部分品であって、当該装置にフィードバック機能を付加す

るように設計したもの 

イ 角度の変位を測定するもの（平行光線を用いて鏡の角度の変位を測定する光学器械を除く。

） 

（３） 光の散乱を角度の関数として処理することにより表面粗さを測定するものであって、

0.5ナノメートル以下の感度を有するもの 

45 ロボット（（５）から（７）までに該当するものは操縦ロボット及びシーケンスロボットを除

く。）であって、次のいずれかに該当するもの又はその制御装置、エンドエフェクター若しくは

部分品（（５）から（７）までに該当するものは別表第１に掲げるもの及びロボット用のエンド

エフェクターであるものを除く。） 

（１） プログラム又はプログラムの数値データを作成又は書き換えるために、即時に完全３次

元の画像処理又は完全３次元の情景解析ができるもの 



 

71 
 

（２） 日本工業規格Ｃ60079-０号で定める防爆構造のもの 

（３） 全吸収線量がシリコン換算で5,000グレイを超える放射線照射に耐えることができるよ

うに設計したもの 

（４） 30,000メートルを超える高度で使用するように設計したもの 

（５） 軍用に設計したもの 

（６） 引火点が566度を超える圧力油を使用することができるように設計したもの 

（７） 電磁パルスによる影響を防止するように設計したもの 

46 フィードバック装置、複合回転テーブル又は加工中に中心線の他の軸に対する角度を変更する

ことができるスピンドルであって、測定装置又は工作機械の部分品又は附属装置であるもののう

ち、次のいずれかに該当するもの 

（１） 直線上の位置のフィードバック装置であって、当該装置の精度がミリメートルで表した

当該装置の有効測定長さの10万分の６パーセントに0.0008ミリメートルを加えて得た数値未満

のもの 

（２） 角度のフィードバック装置であって、当該装置の精度が0.00025度未満のもの 

（３） 複合回転テーブル又は加工中に中心線の他の軸に対する角度を変更することができるス

ピンドルであって、工作機械に取り付けることによって、その機械を39又は40のいずれかに規

定する仕様にすることができるもの 

47 絞りスピニング加工機であって、数値制御装置又は電子計算機によって制御することができる

もののうち、次の（１）及び（２）に該当するもの 

（１） 輪郭制御をすることができる軸数が３以上のもの 

（２） ローラの加圧力が60キロニュートンを超えるもの 

48 集積回路であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 次のいずれかの放射線照射に耐えられるように設計したもの 

ア 全吸収線量がシリコン換算で5,000グレイ以上のもの 

イ 吸収線量がシリコン換算で１秒間に5,000,000グレイ以上のもの 

ウ １メガ電子ボルト相当の中性子束（積算値）が１平方センチメートルあたり50兆個以上を

なるもの（ＭＩＳ型のものを除く。） 

（２） マイクロプロセッサ、マイクロコンピュータ、マイクロコントローラ、化合物半導体を

用いた記憶素子用のもの、アナログデジタル変換用のもの（別表第４に掲げるものを除く。）

、アナログデジタル変換機能を有しデジタル化されたデータを記録若しくは解析することがで

きるもの、デジタルアナログ変換用のもの、信号処理用の電気光学的集積回路若しくは光集積

回路、フィールドプログラマブルロジックデバイス、カスタム集積回路（（３）から（５）ま

で若しくは（７）のいずれかに該当する物資であるかどうかの判断をすることができるもの又

は輸出貿易管理令（昭和24年政令第378号）別表第１の５から15までの項の中欄のいずれかに

該当する貨物に使用するように設計したものであるかどうかの判断をすることができるものを

除く。以下この48において同じ。）、ＦＦＴプロセッサ、プログラムを電気的に消去すること

ができるプログラマブルロム（フラッシュメモリーを含む。）、スタティック式のラム又は磁

気抵抗メモリーであって、次のいずれかに該当するもの（民生用の自動車又は鉄道車両に使用
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する集積回路を除く。） 

ア 125度を超える温度で使用することができるように設計したもの 

イ 零下55度未満の温度で使用することができるように設計したもの 

ウ 零下55度以上125度以下の全ての温度範囲で使用することができるように設計したもの 

（３） 信号処理用の電気光学的集積回路又は光集積回路であって、次のアからウまでの全てに

該当するもの 

ア レーザー発振器を有するもの 

イ 受光素子を有するもの 

ウ 光導波路を有するもの 

（４） フィールドプログラマブルロジックデバイスであって、次のいずれかに該当するもの 

ア シングルエンド方式の最大デジタル入出力数が700を超えるもの 

イ シリアルトランシーバーの最大データ速度の総計が１秒当たり500ギガビット以上のもの 

（５） ニューラルネットワークを用いたもの 

（６） カスタム集積回路であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 端子数が1,500を超えるもの 

イ 基本ゲート伝搬遅延時間が0.02ナノ秒未満のもの 

ウ 動作周波数が３ギガヘルツを超えるもの 

（７） ダイレクト・デジタル・シンセサイザ（ＤＤＳ）集積回路であって、次のいずれかに該

当するもの 

ア デジタルアナログ変換クロック周波数が3.5ギガヘルツ以上であって、デジタルアナログ

変換分解能が10ビット以上12ビット未満のもの 

イ デジタルアナログ変換クロック周波数が1.25ギガヘルツ以上であって、デジタルアナログ

変換分解能が12ビット以上のもの 

49 マイクロ波用機器又はミリ波用機器の部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 真空電子デバイスであって、次のいずれかに該当するもの 

ア 進行波真空電子デバイスであって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 動作周波数が31.8ギガヘルツを超えるもの 

（イ） フィラメントを加熱してから定格出力に達するまでの時間が３秒未満の熱陰極を有

するもの 

（ウ） 空胴結合形のものであって、瞬時帯域幅を中心周波数で除した値が７パーセントを

超えるもの又は最大出力が2.5キロワットを超えるもの 

（エ） ヘリックス形、折り返し導波管形又は蛇行導波管回路形のものであって、次のいず

れかに該当するもの 

ａ １オクターブを超える瞬時帯域幅を有するものであって、キロワットで表した場合の

平均出力の数値にギガヘルツで表した場合の動作周波数の数値を乗じて得た数値が0.5を

超えるもの 

ｂ １オクターブ以下の瞬時帯域幅を有するものであって、キロワットで表した場合の平

均出力の数値にギガヘルツで表した場合の動作周波数の数値を乗じて得た数値が１を超
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えるもの 

ｃ 宇宙用に設計したもの 

ｄ グリッド式電子銃を有するもの 

（オ） 瞬時帯域幅を中心周波数で除した値が10パーセント以上のものであって、次のいず

れかを有するもの 

ａ 環状電子ビーム 

ｂ 非軸対称電子ビーム 

ｃ 複数電子ビーム 

イ クロスフィールド増幅真空電子デバイスであって、その利得が17デシベルを超えるもの 

ウ 真空電子デバイスに使用するように設計した熱電子陰極であって、定格動作状態での放射

電流密度が５アンペア毎平方センチメートルを超えるもの又は定格動作状態でのパルス放射

電流密度が10アンペア毎平方センチメートルを超えるもの 

エ デュアルモードで操作可能なもの 

（２） モノリシックマイクロ波集積回路（増幅器以外の用途（電気通信、レーダー又は自動車

に供するものを含む。）のために特に設計したものを除く。）を用いた増幅器であって、次の

いずれかに該当するもの（次に掲げる周波数帯域のうち、２以上の周波数帯域にまたがって作

動するものについては、これらのうちピーク飽和出力値の最も低い値を制限値とする。） 

ア 動作周波数が2.7ギガヘルツ超6.8ギガヘルツ以下であって、瞬時帯域幅を中心周波数で除

した値が15パーセントを超えるもののうち、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 動作周波数が2.7ギガヘルツ超2.9ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が75

ワット（48.75ディービーエム）を超えるもの 

（イ） 動作周波数が2.9ギガヘルツ超3.2ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が55

ワット（47.4ディービーエム）を超えるもの 

（ウ） 動作周波数が3.2ギガヘルツ超3.7ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が40

ワット（46ディービーエム）を超えるもの 

（エ） 動作周波数が3.7ギガヘルツ超6.8ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が20

ワット（43ディービーエム）を超えるもの 

イ 動作周波数が6.8ギガヘルツ超16ギガヘルツ以下であって、瞬時帯域幅を中心周波数で除

した値が10パーセントを超えるもののうち、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 動作周波数が6.8ギガヘルツ超8.5ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が10

ワット（40ディービーエム）を超えるもの 

（イ） 動作周波数が8.5ギガヘルツ超16ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が５

ワット（37ディービーエム）を超えるもの 

ウ 動作周波数が16ギガヘルツ超31.8ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が３ワット

（34.77ディービーエム）を超えるもののうち、瞬時帯域幅を中心周波数で除した値が10パ

ーセントを超えるもの 

エ 動作周波数が31.8ギガヘルツ超37ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が0.1ナノ

ワット（マイナス70ディービーエム）を超えるもの 
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オ 動作周波数が37ギガヘルツ超43.5ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が1.0ワッ

ト（30ディービーエム）を超えるもののうち、瞬時帯域幅を中心周波数で除した値が10パー

セントを超えるもの 

カ 動作周波数が43.5ギガヘルツ超75ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が31.62ミ

リワット（15ディービーエム）を超えるもののうち、瞬時帯域幅を中心周波数で除した値が

10パーセントを超えるもの 

キ 動作周波数が75ギガヘルツ超90ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が10ミリワッ

ト（10ディービーエム）を超えるもののうち、瞬時帯域幅を中心周波数で除した値が５パー

セントを超えるもの 

ク 動作周波数が90ギガヘルツを超え、ピーク飽和出力値が0.1ナノワット（マイナス70ディ

ービーエム）を超えるもの 

（３） マイクロ波用ディスクリートトランジスタであって、次のいずれかに該当するもの（次

に掲げる周波数帯域のうち、２以上の周波数帯域にまたがって作動するものについては、これ

らのうちピーク飽和出力値の最も低い値を制限値とする。） 

ア 動作周波数が2.7ギガヘルツ超6.8ギガヘルツ以下であって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 動作周波数が2.7ギガヘルツ超2.9ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が

400ワット（56ディービーエム）を超えるもの 

（イ） 動作周波数が2.9ギガヘルツ超3.2ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が

205ワット（53.12ディービーエム）を超えるもの 

（ウ） 動作周波数が3.2ギガヘルツ超3.7ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が

115ワット（50.61ディービーエム）を超えるもの 

（エ） 動作周波数が3.7ギガヘルツ超6.8ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が60

ワット（47.78ディービーエム）を超えるもの 

イ 動作周波数が6.8ギガヘルツ超31.8ギガヘルツ以下であって、次のいずれかに該当するも

の 

（ア） 動作周波数が6.8ギガヘルツ超8.5ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が50

ワット（47ディービーエム）を超えるもの 

（イ） 動作周波数が8.5ギガヘルツ超12ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が15

ワット（41.76ディービーエム）を超えるもの 

（ウ） 動作周波数が12ギガヘルツ超16ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が40ワ

ット（46ディービーエム）を超えるもの 

（エ） 動作周波数が16ギガヘルツ超31.8ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が７

ワット（38.45ディービーエム）を超えるもの 

ウ 動作周波数が31.8ギガヘルツ超37ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が0.5ワッ

ト（27ディービーエム）を超えるもの 

エ 動作周波数が37ギガヘルツ超43.5ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が１ワット

（30ディービーエム）を超えるもの 

オ 動作周波数が43.5ギガヘルツを超え、ピーク飽和出力値が0.1ナノワット（マイナス70デ
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ィービーエム）を超えるもの 

（４） マイクロ波用固体増幅器又はこれを含む組立品若しくはモジュールであって、次のいず

れかに該当するもの（次に掲げる周波数帯域のうち、２以上の周波数帯域にまたがって作動す

るものについては、これらのうちピーク飽和出力値の最も低い値を制限値とする。） 

ア 動作周波数が2.7ギガヘルツ超6.8ギガヘルツ以下であって、瞬時帯域幅を中心周波数で除

した値が15パーセントを超えるもののうち、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 動作周波数が2.7ギガヘルツ超2.9ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が

500ワット（57ディービーエム）を超えるもの 

（イ） 動作周波数が2.9ギガヘルツ超3.2ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が

270ワット（54.3ディービーエム）を超えるもの 

（ウ） 動作周波数が3.2ギガヘルツ超3.7ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が

200ワット（53ディービーエム）を超えるもの 

（エ） 動作周波数が3.7ギガヘルツ超6.8ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が90

ワット（49.54ディービーエム）を超えるもの 

イ 動作周波数が6.8ギガヘルツ超31.8ギガヘルツ以下であって、瞬時帯域幅を中心周波数で

除した値が10パーセントを超えるもののうち、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 動作周波数が6.8ギガヘルツ超8.5ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が70

ワット（48.54ディービーエム）を超えるもの 

（イ） 動作周波数が8.5ギガヘルツ超12ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が50

ワット（47ディービーエム）を超えるもの 

（ウ） 動作周波数が12ギガヘルツ超16ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が30ワ

ット（44.77ディービーエム）を超えるもの 

（エ） 動作周波数が16ギガヘルツ超31.8ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が20

ワット（43ディービーエム）を超えるもの 

ウ 動作周波数が31.8ギガヘルツ超37ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が0.5ワッ

ト（27ディービーエム）を超えるもの 

エ 動作周波数が37ギガヘルツ超43.5ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が２ワット

（33ディービーエム）を超えるもののうち、瞬時帯域幅を中心周波数で除した値が10パーセ

ントを超えるもの 

オ 動作周波数が43.5ギガヘルツを超えるものであって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 動作周波数が43.5ギガヘルツ超75ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が

0.2ワット（23ディービーエム）を超えるもののうち、瞬時帯域幅を中心周波数で除した

値が10パーセントを超えるもの 

（イ） 動作周波数が75ギガヘルツ超90ギガヘルツ以下であって、ピーク飽和出力値が20ミ

リワット（13ディービーエム）を超えるもののうち、瞬時帯域幅を中心周波数で除した値

が５パーセントを超えるもの 

（ウ） 動作周波数が90ギガヘルツ超であって、ピーク飽和出力値が0.1ナノワット（マイ

ナス70ディービーエム）を超えるもの 
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（５） 電子的又は磁気的に同調可能な帯域通過フィルター又は帯域阻止フィルターであって、

半オクターブ（周波数帯域内の最大周波数と最小周波数の比が1.5対１のものをいう。）の周

波数帯域を10マイクロ秒未満で同調可能な可変周波数共振器を６以上有するもののうち、次の

いずれかに該当するもの 

ア 中心周波数の0.5パーセントを超える帯域を通過することができるもの 

イ 中心周波数の0.5パーセント未満の帯域を阻止することができるもの 

（６） ハーモニックミクサ又はコンバータであって、次のいずれかに該当するもの 

ア スペクトラムアナライザーの周波数帯域を90ギガヘルツ超に拡張するように設計したもの 

イ 信号発生器の動作範囲を拡張するように設計したものであって、次のいずれかに該当する

もの 

（ア） 周波数帯域が90ギガヘルツを超えるもの 

（イ） 周波数帯域が43.5ギガヘルツ超90ギガヘルツ以下であって、出力が100ミリワット

（20ディービーエム）を超えるもの 

ウ ネットワークアナライザーの動作範囲を拡張するように設計したものであって、次のいず

れかに該当するもの 

（ア） 周波数帯域が110ギガヘルツを超えるもの 

（イ） 周波数帯域が43.5ギガヘルツ超90ギガヘルツ以下であって、出力が31.62ミリワッ

ト（15ディービーエム）を超えるもの 

（ウ） 周波数帯域が90ギガヘルツ超110ギガヘルツ以下であって、出力が１ミリワット

（０ディービーエム）を超えるもの 

エ マイクロ波用試験受信機の周波数帯域を110ギガヘルツ超に拡張するように設計したもの 

（７） （１）に該当する真空電子デバイスを内蔵するマイクロ波用電力増幅器であって、次の

アからウまでの全てに該当するもの（国際電気通信連合が無線通信用に割り当てた周波数帯域

（無線測位用に割り当てた周波数帯域を除く。）で使用するように設計したものを除く。） 

ア 動作周波数が３ギガヘルツを超えるもの 

イ 平均出力電力の質量に対する比が80ワット毎キログラムを超えるもの 

ウ 体積が400立方センチメートル未満のもの 

（８） マイクロ波用電力モジュールであって、進行波真空電子デバイス、モノリシックマイク

ロ波集積回路及び電源を有するもののうち、次のアからウまでの全てに該当するもの 

ア 完全停止状態から完全作動状態までの時間が10秒未満のもの 

イ 体積がワットで表した最高定格出力値に10立方センチメートル毎ワットを乗じて得た数値

未満のもの 

ウ １オクターブを超える瞬時帯域幅を有するものであって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 周波数が18ギガヘルツ以下であって、無線周波数の出力が100ワットを超えるもの 

（イ） 周波数が18ギガヘルツを超えるもの 

（９） 発振器又は発振機能を有する組立品であって、動作周波数とオフセット周波数の隔たり

が10ヘルツ以上10キロヘルツ以下のいずれかの周波数帯域において、搬送波に対する１ヘルツ

当たりの単側波帯位相雑音の比がメガヘルツで表した動作周波数の数値の常用対数に20を乗じ
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て得た数値からヘルツで表した動作周波数とオフセット周波数の隔たりの数値の常用対数に20

を乗じて得た数値及び126を減じて得た数値未満のもの 

（10） 周波数シンセサイザーを用いた組立品のうち、次のいずれかに該当するもの 

ア 周波数切換えの所要時間が143ピコ秒未満のもの 

イ 4.8ギガヘルツ超31.8ギガヘルツ以下の合成出力周波数範囲において、2.2ギガヘルツを超

えるいずれかの周波数切換えの所要時間が100マイクロ秒未満のもの 

ウ 31.8ギガヘルツ超37ギガヘルツ以下の合成出力周波数範囲において、550メガヘルツを超

えるいずれかの周波数切換えの所要時間が500マイクロ秒未満のもの 

エ 37ギガヘルツ超90ギガヘルツ以下の合成出力周波数範囲において、2.2ギガヘルツを超え

るいずれかの周波数切換えの所要時間が100マイクロ秒未満のもの 

オ 90ギガヘルツを超える合成出力周波数範囲において、周波数切換えの所要時間が１ミリ秒

未満のもの 

（11） 送受信モジュール、送受信用モノリシックマイクロ波集積回路、送信モジュール又は送

信用モノリシックマイクロ波集積回路であって、動作周波数が2.7ギガヘルツを超えるものの

うち、次のアからエまでの全てに該当するもの 

ア いずれかのチャネルにおいて、ワットで表したピーク飽和出力値が505.62をギガヘルツで

表した最大動作周波数の２乗で除した値を超えるもの 

イ いずれかのチャネルにおいて、瞬時帯域幅を中心周波数で除した値が５パーセント以上の

もの 

ウ 平面のいずれかの辺の長さをセンチメートルで表した値が、送信又は送受信チャネル数と

15の積をギガヘルツで表した最小動作周波数又はその動作帯域幅の下限が2.7ギガヘルツ以

下に及ぶものについては2.7ギガヘルツで除した値以下のもの 

エ チャネル毎に電子的に位相シフトできるもの 

50 弾性波若しくは音響光学効果を利用する信号処理装置であって、次のいずれかに該当するもの

又はその部分品 

（１） 表面弾性波又は疑似表面弾性波を利用するものであって、次のいずれかに該当するもの 

ア 搬送周波数が６ギガヘルツを超えるもの 

イ 搬送周波数が１ギガヘルツ超６ギガヘルツ以下のものであって、次のいずれかに該当する

もの 

（ア） サイドローブに対するメインローブの電力の比が65デシベルを超えるもの 

（イ） マイクロ秒で表した場合の最大遅延時間の数値にメガヘルツで表した場合の帯域幅

の数値を乗じて得た数値が100を超えるもの 

（ウ） 帯域幅が250メガヘルツを超えるもの 

（エ） 分散型遅延時間（周波数に応じた遅延時間の最大の値と最小の値との差をいう。こ

の50において同じ。）が10マイクロ秒を超えるもの 

ウ 搬送周波数が１ギガヘルツ以下のものであって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） マイクロ秒で表した場合の最大遅延時間の数値にメガヘルツで表した場合の帯域幅

の数値を乗じて得た数値が100を超えるもの 
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（イ） 分散型遅延時間が10マイクロ秒を超えるもの 

（ウ） サイドローブに対するメインローブの電力の比が65デシベルを超えるものであって

、帯域幅が100メガヘルツを超えるもの 

（２） バルク弾性波を利用するものであって、６ギガヘルツを超える周波数で信号の直接処理

ができるもの 

（３） 弾性波と光波の相互作用を利用したものであって、信号又は画像の直接処理ができるも

の 

51 超電導材料を用いた装置のうち、超電導材料を用いた部品を有する電子素子又は電子回路であ

って、使用する超電導材料の臨界温度より低い温度で使用することができるように設計し、かつ

、次のいずれかに該当するもの 

（１） 超電導ゲートを使用するデジタル回路の電流スイッチング機能を有するものであって、

ゲート当たりの遅延時間にゲート当たりの電力消費を乗じて得た値が1,000億分の１ミリジュ

ール未満のもの 

（２） 周波数分離の機能を有するものであって、キュー値が10,000を超える共振回路を有する

もの 

52 電池であって、次のいずれかに該当するもの（シングルセルバッテリー又はバッテリーに組み

込まれたものを除く。） 

（１） 一次電池であって、20度の温度におけるエネルギー密度が550ワット時毎キログラムを

超えるもの 

（２） 二次電池であって、20度の温度におけるエネルギー密度が350ワット時毎キログラムを

超えるもの 

53 高電圧用のコンデンサであって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 反復サイクルが10ヘルツ未満のコンデンサであって、次のアからウまでの全てに該当す

るもの 

ア 定格電圧が５キロボルト以上のもの 

イ エネルギー密度が250ジュール毎キログラム以上のもの 

ウ 総エネルギーが25キロジュール以上のもの 

（２） 反復サイクルが10ヘルツ以上のコンデンサであって、次のアからエまでの全てに該当す

るもの 

ア 定格電圧が５キロボルト以上のもの 

イ エネルギー密度が50ジュール毎キログラム以上のもの 

ウ 総エネルギーが100ジュール以上のもの 

エ 10,000回以上の充電及び放電を繰り返すことができるように設計したもの 

54 磁界を完全に形成させ、又は消失させるための所要時間が１秒未満となるように設計した超電

導電磁石（ソレノイドコイル形のものを含む。）であって、次の（１）から（３）までの全てに

該当するもの（医療用の磁気共鳴イメージング装置に用いるように設計したものを除く。） 

（１） 減磁の際に最初の１秒間で放出するエネルギーが10キロジュールを超えるもの 

（２） コイルの内径が250ミリメートルを超えるもの 
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（３） 定格最大電流密度が300アンペア毎平方ミリメートルを超えるもの又は定格磁束密度が

８テスラを超えるもの 

55 太陽電池セル、セル連結保護ガラス集成品、太陽電池パネル又は太陽光アレーであって、宇宙

用に設計したもののうち、エア・マス・ゼロで1,367ワット毎平方メートルの照射を受けたとき

の最小平均変換効率が、28度の動作温度において20パーセントを超えるもの 

56 回転入力型のアブソリュートエンコーダであって、角度の変換誤差の絶対値が１秒以下のもの

及び当該エンコーダ用に設計されたリング、ディスク又はスケール 

57 パルス出力の切換えを行うサイリスターデバイス又はサイリスターモジュールであって、電気

的に若しくは光学的に制御された切換え方法又は電子の放射を制御された切換え方法を用いたも

ののうち、次のいずれかに該当するもの（民生用の鉄道車両又は航空機に使用するように設計さ

れた装置に組み込まれたものを除く。） 

（１） 最大立上がり電流が30,000アンペア毎マイクロ秒を超えるものであって、休止状態電圧

が1,100ボルトを超えるもの 

（２） 最大立上がり電流が2,000アンペア毎マイクロ秒を超えるものであって、次のア及びイ

に該当するもの 

ア 休止状態電圧が3,000ボルト以上のもの 

イ 最大電流が3,000アンペア以上のもの 

58 電力の制御又は電気信号の整流を行う半導体素子又は半導体モジュールであって、次の（１）

から（３）までの全てに該当するもの 

（１） 最大動作接合部温度が215度を超えるように設計したもの 

（２） 繰返しピーク休止状態電圧が300ボルトを超えるもの 

（３） 継続電流が１アンペアを超えるもの 

59 サンプリングオシロスコープであって、リアルタイムサンプリング手法を用いているもののう

ち、いずれかのチャネルの入力３デシベル帯域幅が60ギガヘルツ以上の場合において、そのチャ

ネルのノイズが最小となる縦軸レンジにおけるノイズ電圧の２乗平均平方根がフルスケールの２

パーセント未満のもの 

60 デジタル方式の記録装置であって、次の（１）及び（２）に該当するもの 

（１） ディスクメモリ又はソリッドステートドライブメモリへのデータ連続記録速度が6.4ギ

ガビット毎秒を超えて維持可能なもの 

（２） 記録中に無線周波数信号データを解析することができるプロセッサを有するもの 

61 スペクトラムアナライザーであって、次のいずれかに該当するもの（定比幅フィルターのみを

用いたものを除く。） 

（１） 31.8ギガヘルツ超37ギガヘルツ以下のいずれかの周波数帯域において、３デシベルの分

解能帯域幅が10メガヘルツを超えるもの 

（２） 43.5ギガヘルツ超90ギガヘルツ以下のいずれかの周波数帯域において、表示平均ノイズ

レベルがマイナス150ディービーエム毎ヘルツ未満のもの 

（３） 90ギガヘルツを超える周波数を分析することができるもの 

（４） 次のア及びイに該当するもの 
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ア 実時間帯域幅が170メガヘルツを超えるもの 

イ 次のいずれかに該当するもの 

（ア） ギャップ又は窓効果による全振幅からの減衰が３デシベル未満であって、15マイクロ

秒以下の長さの信号を100パーセントの確率で検出するもの 

（イ） 周波数マスクトリガー機能を有するものであって、15マイクロ秒以下の長さの信号を

100パーセントの確率で捉えることができるもの 

62 信号発生器であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 31.8ギガヘルツ超37ギガヘルツ以下のいずれかの周波数帯域で、次のア及びイに該当す

るパルス変調信号を発振するもの 

ア パルス幅が25ナノ秒未満のもの 

イ オン・オフ比が65デシベル以上のもの 

（２） 43.5ギガヘルツ超90ギガヘルツ以下のいずれかの周波数帯域で、出力100ミリワット

（20ディービーエム）を超えるもの 

（３） 次のいずれかに該当するもの 

ア 4.8ギガヘルツ超31.8ギガヘルツ以下の出力周波数範囲において、2.2ギガヘルツを超える

いずれかの周波数切換えの所要時間が100マイクロ秒未満のもの 

イ 31.8ギガヘルツ超37ギガヘルツ以下の出力周波数範囲において、550メガヘルツを超える

いずれかの周波数切換えの所要時間が500マイクロ秒未満のもの 

ウ 37ギガヘルツ超90ギガヘルツ以下の出力周波数範囲において、2.2ギガヘルツを超えるい

ずれかの周波数切換えの所要時間が100マイクロ秒未満のもの 

63 ネットワークアナライザーであって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 43.5ギガヘルツ超90ギガヘルツ以下のいずれかの動作周波数帯域において、出力が

31.62ミリワット（15ディービーエム）を超えるもの 

（２） 90ギガヘルツ超110ギガヘルツ以下のいずれかの動作周波数帯域において、出力が１ミ

リワット（０ディービーエム）を超えるもの 

（３） 50ギガヘルツ超110ギガヘルツ以下の周波数帯域において、非線形ベクトルの計測機能

を有するもの（（１）又は（２）に該当するものを除く。） 

（４） 最大動作周波数が110ギガヘルツを超えるもの 

64 マイクロ波用試験受信機であって、次の（１）及び（２）に該当するもの 

（１） 110ギガヘルツを超える周波数で使用することができるように設計したもの 

（２） 振幅及び位相を同時に測定できるもの 

65 原子周波数標準器であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 宇宙用に設計したもの 

（２） ルビジウムを用いていないものであって、30日間連続して発振したときの安定度が

1,000億分の１未満のもの 

（３） 宇宙用に設計していないものであって、次のアからウまでの全てに該当するもの 

ア ルビジウムを用いたもの 

イ 30日間連続して発振したときの安定度が1,000億分の１未満のもの 
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ウ 消費電力が１ワット未満のもの 

66 半導体素子、集積回路若しくは半導体物質の製造用の装置若しくは試験装置若しくは集積回路

の製造用のマスク若しくはレチクルであって、次のいずれかに該当するもの又はこれらの部分品

若しくは附属品 

（１） イオン注入装置であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 水素、重水素又はヘリウムを注入する場合において、ビームエネルギーが20キロ電子ボル

ト以上、かつ、ビーム電流が10ミリアンペア以上で作動するように設計し、最適化したもの 

イ 直接描画を行うことができるもの 

ウ 加熱された半導体材料の基板へ酸素を注入する場合において、ビームエネルギーが65キロ

電子ボルト以上、かつ、ビーム電流が45ミリアンペア以上のもの 

エ 600度以上の温度に加熱された半導体材料の基板へシリコンを注入する場合において、ビ

ームエネルギーが20キロ電子ボルト以上、かつ、ビーム電流が10ミリアンペア以上で作動す

るように設計し、最適化したもの 

（２） リソグラフィ装置であって、次のいずれかに該当するもの 

ア ウエハーの処理のためのステップアンドリピート方式又はステップアンドスキャン方式の

露光装置であって、光学方式のもの又はエックス線を用いたもののうち、次のいずれかに該

当するもの 

（ア） 光源の波長が193ナノメートル未満のもの 

（イ） ナノメートルで表した光源の波長に0.35を乗じて得た数値を開口数の値で除して得

た数値が45以下のもの 

イ インプリントリソグラフィ装置であって、45ナノメートル以下の線幅を実現することがで

きるもの 

ウ マスクの製造をすることができるように設計した装置であって、電子ビーム、イオンビー

ム又はレーザー光を用いたもの 

エ 直接描画方式で半導体素子又は集積回路の製造をすることができるように設計した装置 

（３） マスク又はレチクルであって、集積回路の製造用のもの 

（４） 試験装置であって、半導体素子若しくは集積回路又はこれらの半製品用のもののうち、

次のいずれかに該当するもの 

ア 31.8ギガヘルツを超える周波数において、トランジスタのエスパラメータを試験すること

ができるように設計したもの 

イ 49（２）に該当するマイクロ波集積回路の試験を行うことができるように設計したもの 

67 シリコン、ゲルマニウム、炭化けい素、又はⅢ－Ｖ族化合物（ガリウム又はインジウムの化合

物に限る。）の多層膜からなるヘテロエピタキシャル成長結晶を有する基板（次のいずれかの化

合物のＰ型エピタキシャル層を１層以上有し、かつ、当該Ｐ型エピタキシャル層がＮ型層に挟ま

れていないものを除く。） 

（１） 窒化ガリウム 

（２） 窒化インジウムガリウム 

（３） 窒化アルミニウムガリウム 
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（４） 窒化インジウムアルミニウム 

（５） 窒化インジウムアルミニウムガリウム 

（６） リン化ガリウム 

（７） 砒
ひ

化ガリウム 

（８） 砒
ひ

化アルミニウムガリウム 

（９） リン化インジウム 

（10） リン化インジウムガリウム 

（11） リン化アルミニウムインジウム 

（12） リン化インジウムガリウムアルミニウム 

68 レジストであって、次のいずれかに該当するもの又はそれを塗布した基板 

（１） 半導体用のリソグラフィに使用するレジストであって、次のいずれかに該当するもの 

ア 15ナノメートル以上245ナノメートル未満の波長の光で使用することができるように設計

したポジ型レジスト 

イ １ナノメートル超15ナノメートル未満の波長の光で使用することができるように設計した

レジスト 

（２） 電子ビーム又はイオンビームで使用するために設計したレジストであって、0.01マイク

ロクーロン毎平方ミリメートル以下の感度を有するもの 

（３） 表面イメージング技術用に最適化したレジスト 

（４） 66（２）に該当するインプリントリソグラフィ装置に使用するように設計又は最適化し

たレジストであって、熱可塑性又は光硬化性のもの 

69 有機金属化合物又は有機化合物であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） アルミニウム、ガリウム又はインジウムの有機金属化合物であって、純度が99.999パー

セントを超えるもの 

（２） リン、砒
ひ

素又はアンチモンの有機化合物であって、純度が99.999パーセントを超えるも

の 

70 リン、砒
ひ

素又はアンチモンの水素化物であって、純度が99.999パーセントを超えるもの（20モ

ルパーセント以上の不活性ガス又は水素を含んだものを除く。） 

71 炭化けい素、窒化ガリウム、窒化アルミニウム又は窒化アルミニウムガリウムの半導体基板、

インゴット、ブール又はその他のプリフォームであって、20度の温度における電気抵抗率が

10,000オームセンチメートルを超えるもの 

72 放射線による影響を防止するように設計した電子計算機若しくはその附属装置（民間航空機の

ために設計したものを除く。）であって、次のいずれかに該当するもの又はこれらの部分品 

（１） 全吸収線量がシリコン換算で5,000グレイを超える放射線照射に耐えられるように設計

したもの 

（２） 吸収線量がシリコン換算で１秒間に5,000,000グレイを超える放射線照射により障害を

発生しないように設計したもの 

（３） 単事象障害によるエラー率が１日当たり１億分の１毎ビット未満となるように設計した

もの 
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73 無線送信機又は無線受信機若しくはその附属品若しくは部分品であって、次のいずれかに該当

するもの 

（１） スペクトル拡散（周波数ホッピングを含む。）技術を用いたものであって、次のいずれ

かに該当するもの（出力が1.0ワット以下のものを除く。） 

ア 使用者によって拡散符号の書換えができるもの 

イ 送信帯域幅が情報チャネルの帯域幅の100倍以上であり、かつ、50キロヘルツを超えるも

の（民生用のセルラー無線通信に使用するように設計したもの又は商用民生通信の固定若し

くは移動の衛星通信地球局に使用するように設計したものを除く。） 

（２） チャネルの数が1,000を超えるデジタル制御方式の無線受信機（民生用のセルラー無線

通信に使用するように設計したものを除く。）であって、次のアからウまでの全てに該当する

もの 

ア チャネル切換え所要時間が１ミリ秒未満のもの 

イ 電磁波スペクトラムを自動的に走査することができるもの 

ウ 受信信号又は送信波の種類を特定することができるもの 

74 73に該当するものの設計用の装置、製造用の装置、測定装置若しくは試験装置（光ファイバー

の試験装置及び測定装置を除く。）又はこれらの部分品若しくは附属品 

75 無線通信傍受装置若しくは通信妨害装置若しくはこれらの作動を監視する装置であって、次の

いずれかに該当するもの又はこれらの部分品（４及び34に該当するものを除く。） 

（１） 無線通信により送信される音声又はデータを抽出するように設計された無線通信傍受装

置 

（２） 無線通信により送信される移動体通信機器又は加入者を特定するために必要な識別情報

、制御信号、他のメタデータを抽出するように設計された無線通信傍受装置 

76 音波を利用した水中探知装置若しくはその部分品又はプログラムを内容とする情報が記載され

、若しくは記録された文書、図画若しくは記録媒体であって、次のいずれかに該当するもの（13

（（４）を除く。）に該当するものを除く。） 

（１） 水中探知装置であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 送信周波数が５キロヘルツ未満のもの又は動作周波数が５キロヘルツ以上10キロヘルツ未

満であって、音圧レベルが224デシベルを超えるもの 

イ 動作周波数が10キロヘルツ以上24キロヘルツ以下であって、音圧レベルが224デシベルを

超えるもの 

ウ 動作周波数が24キロヘルツ超30キロヘルツ未満であって、音圧レベルが235デシベルを超

えるもの 

エ 動作周波数が100キロヘルツ未満であって、ビーム幅が１度未満の音響ビームを成形する

ことができるもの 

オ 計測距離が5,120メートルを超えるように設計したもの 

カ 1,000メートルを超える水深で使用することができるように設計したものであって、次の

いずれかに該当するもの 

（ア） 水圧を補正することができる送受波器を有するもの 



 

84 
 

（イ） チタン酸ジルコン酸鉛からなる送受信用素子以外の送受信用素子を組み込んだ送受

波器を有するもの 

（２） 水中において活動する人の位置を自動的に探知するために設計したソナーであって、次

のアからウまでの全てに該当するもののうち、音響アレーの送受信のために設計されたもの 

ア 対象を探知することができる距離が530メートルを超えるもの 

イ 当該装置から530メートル以内の距離にいる人を探知した場合の位置の誤差の２乗平均平

方根が15メートル未満のもの 

ウ 送信パルスの帯域幅が３キロヘルツを超えるもの 

（３） ハイドロホンであって、次のいずれかに該当するもの 

ア 可撓
とう

性を有するセンサーを組み込んだもの 

イ 可撓
とう

性を有し、直径又は長さが 20 ミリメートル未満であるセンサーを 20 ミリメートル未

満の間隔で結合したものを組み込んだもの 

ウ 次のいずれかの検出素子を有するもの 

（ア） 光ファイバー 

（イ） 圧電高分子膜（フッ化ビニリデン樹脂又はその共重合体を除く。） 

（ウ） 可撓
とう

性を有する圧電複合材料 

（エ） ニオブ酸鉛マグネシウム・チタン酸鉛の圧電性単結晶（固溶体から成長したもの） 

（オ） ニオブ酸鉛インジウム・ニオブ酸鉛マグネシウム・チタン酸鉛の圧電性単結晶（固

溶体から成長したもの） 

エ 加速度による影響を補正する機能を有するものであって、35 メートルを超える水深で使

用することができるように設計したもの 

オ 1,000メートルを超える水深で使用することができるように設計したもの 

（４） えい航ハイドロホンアレーであって、次のいずれかに該当するもの 

ア ハイドロホングループの間隔（隣接する２のハイドロホングループの中心間の距離をいう

。）が12.5メートル未満のもの又は12.5メートル未満に変更できるもの 

イ 35 メートルを超える水深で使用することができるように設計したもの又は改造できるも

の 

ウ （６）に該当するヘディングセンサーを有するもの 

エ 長軸方向に強化したアレーホースを有するもの 

オ アレーの直径が 40ミリメートル未満のもの 

カ （３）に該当するハイドロホン又は加速度による影響を補正する機能を有していないハイ

ドロホン（音圧感度（１ボルト毎マイクロパスカルである場合を０デシベルとしたときのも

のをいう。以下同じ。）がマイナス 180 デシベルを超えるものに限る。） 

（５） えい航ハイドロホンアレー用に設計した信号処理装置であって、使用者によるプログラ

ムの書換えが可能なもののうち、時間領域又は周波数領域の処理又は相関（スペクトル分析、

デジタルフィルタリング又はビーム成形を含む。）を実時間処理できるもの 

（６） ヘディングセンサーであって、精度の絶対値が0.5度未満のもののうち、35メートルを

超える水深で使用することができるように設計したもの又は35メートルを超える水深で使用す
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ることができるように調整若しくは取り外しをすることができる水深測定装置を有するもの 

（７） 海底用又は港湾ケーブル用のハイドロホンアレーであって、次のいずれかに該当する

もの 

ア （３）に該当するハイドロホン又は加速度による影響を補正する機能を有していないハイ

ドロホン（音圧感度がマイナス 180 デシベルを超えるものに限る。） 

イ ハイドロホングループの信号を多重化して処理することができるものであって、次の（ア

）及び（イ）に該当するもの 

（ア） 35 メートルを超える水深で使用することができるように設計したもの又は 35 メー

トルを超える水深で使用することができるように調整若しくは取り外しをすることができ

る水深測定装置を有するもの 

（イ） えい航ハイドロホンアレーとして転用できるもの 

ウ （８）に該当する加速度計を有する水中音波センサーを組み込んだもの 

（８） 加速度計を有する水中音波センサーであって、次のアからエまでの全てに該当するも

の（粒子速度センサー又は地中聴音器を除く。） 

ア ３軸の加速度計により構成されるもの 

イ 総加速度感度が 48デシベルを超えるもの 

ウ 35 メートルを超える水深で動作するように設計されたもの 

エ 操作周波数が20キロヘルツ未満のもの 

（９） 海底用又は港湾用ケーブルシステム用に設計した信号処理装置であって、使用者によ

るプログラムの書換えが可能なもののうち、時間領域又は周波数領域の処理又は相関（スペ

クトル分析、デジタルフィルタリング又はビーム成形を含む。）を実時間処理できるもの 

（10） プログラムであって、次のいずれかに該当するものを内容とする情報が記載され、記

録された文書、図画若しくは記録媒体 

ア えい航ハイドロホンアレーを用いて受信した音響データの実時間処理のための音響ビーム

成形を行うために設計したもの 

イ えい航ハイドロホンアレーを用いて受信した音響データの実時間処理を行うためのソース

コード 

ウ 海底用又は港湾用ケーブルシステムを用いて受信した音響データの実時間処理のための音

響ビーム成形を行うために設計したもの 

エ 海底用又は港湾用ケーブルシステムを用いて受信した音響データの実時間処理を行うため

のソースコード 

オ 次の（ア）及び（イ）に該当するもの（ソースコードを含む。） 

（ア） 音響データを実時間で処理するもの 

（イ） 水中において活動する人の位置を自動的に探知するようにデータを処理するもの 

77 光検出器又はその部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 宇宙用に設計した固体の光検出器であって、次のいずれかに該当するもの又はこれらの

部分品 

ア 10ナノメートル超300ナノメートル以下の波長範囲で最大感度を有し、かつ、400ナノメー
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トルを超える波長における感度が最大感度の0.1パーセント未満のもの 

イ 900ナノメートル超1,200ナノメートル以下の波長範囲で最大感度を有し、かつ、応答時定

数が95ナノ秒以下のもの 

ウ 1,200ナノメートル超30,000ナノメートル以下の波長範囲で最大感度を有するもの 

エ 宇宙用に設計したフォーカルプレーンアレーであって、素子の数が2,048を超え、かつ、

300ナノメートル超900ナノメートル以下の波長範囲で最大感度を有するもの 

（２） イメージ増強管であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 次の（ア）から（ウ）までの全てに該当するもの 

（ア） 400ナノメートル超1,050ナノメートル以下の波長範囲で最大感度を有するもの 

（イ） 電子イメージの増倍機能を有するものであって、次のいずれかを用いたもの 

ａ マイクロチャンネルプレートであって、隣接する２のチャンネルの中心間の距離が12

マイクロメートル以下のもの 

ｂ 電子検出素子であって、マイクロチャンネルプレート以外の方法で電荷増倍を行うよ

うに特に設計又は改造したもののうち、隣接する２の画素の中心間の距離が500マイクロ

メートル以下のもの 

（ウ） 次のいずれかに該当する光電陰極を有するもの 

ａ 主材料にマルチアルカリを用いたものであって、ルーメン感度が350マイクロアンペア

毎ルーメンを超えるもの 

ｂ 主材料に砒
ひ

化ガリウム又は砒
ひ

化インジウムガリウムを用いたもの 

ｃ 主材料にⅢ―Ⅴ族化合物半導体（砒
ひ

化ガリウム又は砒
ひ

化インジウムガリウムを除く。

）を用いたものであって、最大放射感度が10ミリアンペア毎ワットを超えるもの 

イ 次の（ア）から（ウ）までの全てに該当するもの 

（ア） 1,050ナノメートル超1,800ナノメートル以下の波長範囲で最大感度を有するもの 

（イ） 電子イメージの増倍機能を有するものであって、次のいずれかを用いたもの 

ａ マイクロチャンネルプレートであって、隣接する２のチャンネルの中心間の距離が12

マイクロメートル以下のもの 

ｂ 電子検出素子であって、マイクロチャンネルプレート以外の方法で電荷増倍を行うよ

うに特に設計又は改造したもののうち、隣接する２の画素の中心間の距離が500マイクロ

メートル以下のもの 

（ウ） 主材料にⅢ―Ⅴ族化合物半導体（砒
ひ

化ガリウム又は砒
ひ

化インジウムガリウムを含む。

）を用いた光電陰極又は遷移電子光電陰極であって、最大放射感度が 15ミリアンペア毎

ワットを超えるものを有するもの 

（３） 宇宙用に設計しておらず、かつ、熱型でないフォーカルプレーンアレーであって、次の

いずれかに該当するもの又はこれらの部分品 

ア 要素素子が900ナノメートル超1,050ナノメートル以下の波長範囲で最大感度を有するもの

であって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 応答時定数が0.5ナノ秒未満のもの 

（イ） 電荷増倍を行うように特に設計又は改造したものであって、最大放射感度が10ミリ
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アンペア毎ワットを超えるもの 

イ 要素素子が1,050ナノメートル超1,200ナノメートル以下の波長範囲で最大感度を有するも

のであって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 応答時定数が95ナノ秒以下のもの 

（イ） 電荷増倍を行うように特に設計又は改造したものであって、最大放射感度が10ミリ

アンペア毎ワットを超えるもの 

ウ 要素素子を二次元に配列したものであって、それぞれの要素素子が1,200ナノメートル超

30,000ナノメートル以下の波長範囲で最大感度を有するもの 

エ 要素素子を一次元に配列したものであって、それぞれの要素素子が1,200ナノメートル超

3,000ナノメートル以下の波長範囲で最大感度を有するもののうち、次のいずれかに該当す

るもの 

（ア） 要素素子の配列方向を基準とする要素素子の縦横比が3.8未満のもの 

（イ） 同一要素素子内に時間遅延及び積分機能を有するもの 

オ 要素素子を一次元に配列したものであって、それぞれの要素素子が3,000ナノメートル超

30,000ナノメートル以下の波長範囲で最大感度を有するもの 

カ 要素素子が400ナノメートル超900ナノメートル以下の波長範囲で最大感度を有するもので

あって、次の（ア）及び（イ）に該当するもの 

（ア） 電荷増倍を行うように特に設計又は改造したものであって、760ナノメートルを超

える波長における最大放射感度が10ミリアンペア毎ワットを超えるもの 

（イ） 要素素子の数が32を超えるもの 

（４） 宇宙用に設計しておらず、かつ、要素素子を二次元に配列した赤外線熱型フォーカルプ

レーンアレーであって、それぞれの要素素子がフィルターのない状態において8,000ナノメー

トル以上14,000ナノメートル以下の波長範囲で感度を有するもの 

78 リモートセンシング用に設計したモノスペクトルイメージセンサー又はマルチスペクトルイ

メージセンサーであって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 瞬時視野が 200 マイクロラジアン未満のもの（300 ナノメートル超 900 ナノメートル以

下の波長範囲で最大感度を有するモノスペクトルイメージセンサーであって、組み込まれて

いる光検出器又はフォーカルプレーンアレーが宇宙用に設計していないもののうち、次のい

ずれかに該当するものを除く。） 

ア 電荷結合素子（ＣＣＤ）であって、電荷増倍を行うように設計又は改造されていないもの 

イ 相補型金属酸化膜半導体（ＣＭＯＳ）素子であって、電荷増倍を行うように設計又は改造

されていないもの 

（２） 400 ナノメートル超 30,000 ナノメートル以下の波長範囲で使用するように設計したも

のであって、イメージデータをデジタル形式で出力するもののうち、次のいずれかに該当す

るもの 

ア 宇宙用に設計したもの 

イ 航空機搭載用に設計したものであって、シリコンを用いた検出器以外の検出器を用いたも

ののうち、瞬時視野が2.5ミリラジアン未満のもの 
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79 光検出器を用いた装置であって、直視型のもののうち、次のいずれかに該当する光検出器を組

み込んだもの 

（１） 77（２）に該当するイメージ増強管 

（２） 77（３）又は（４）に該当するフォーカルプレーンアレー 

（３） 77（１）に該当する固体の光検出器 

80 光検出器用の冷却器であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 宇宙用に設計したもの 

（２） 宇宙用に設計していないものであって、冷却のための接触面の温度が零下55度未満のも

ののうち、次のいずれかに該当するもの 

ア 循環式のものであって、平均故障寿命又は平均故障間隔が2,500時間を超えるもの 

イ ジュールトムソン自己制御冷却器であって、外径が８ミリメートル未満のもの 

81 センサー用の光ファイバーであって、音響、温度、加速度、電磁気又は放射線の測定用のもの 

82 高速度の撮影が可能な映画撮影機、機械式のカメラ若しくはストリークカメラ若しくは電子式

のカメラ又はこれらの部分品であって、次のいずれかに該当するもの（別表第１に掲げるものを

除く。） 

（１） 映画撮影機であって、幅が８ミリメートル以上 16ミリメートル以下のフィルムを用い

るもののうち、撮影速度が１秒につき 13,150 こまを超えるもの（民生用に設計された映画撮

影機を除く。） 

（２） 機械式のカメラであって、画面の高さが35ミリメートルのこまを撮影する場合の撮影

速度が１秒につき1,000,000こまを超えるもの 

（３） ストリークカメラであって、次のいずれかに該当するもの 

ア 機械式のものであって、撮影速度が10ミリメートル毎マイクロ秒を超えるもの 

イ 電子式のものであって、時間分解能が50ナノ秒未満のもの 

（４） 電子式のフレーミングカメラであって、撮影速度が１秒につき1,000,000こまを超える

もの 

（５） 電子式のカメラであって、次のア及びイに該当するもの 

ア シャッター速度が１マイクロ秒未満のもの 

イ 信号の読出速度が１秒につき125こまを超えるもの 

（６） モジュール式の構造を有する映画撮影機、機械式のカメラ、ストリークカメラ、電子式

のフレーミングカメラ又は電子式のカメラに使用することができるプラグインユニットであっ

て、（３）から（５）までのいずれかに該当するものが有する機能に到達させることができる

もの 

（７） 固体撮像素子を組み込んだビデオカメラであって、10 ナノメートル超 30,000 ナノメー

トル以下の波長範囲で最大感度を有するもののうち、次のアからウまでのいずれかに該当し

、かつ、エからカまでのいずれかに該当するもの（テレビジョンカメラ又はビデオカメラで

あって、テレビジョン放送用に設計されたものを除く。） 

ア 白黒撮影用のものであって、それぞれの固体撮像素子の有効画素数が4,000,000を超える

もの 



 

89 
 

イ ３の固体撮像素子を組み込んだカラー撮影用のものであって、それぞれの固体撮像素子の

有効画素数が4,000,000を超えるもの 

ウ １の固体撮像素子を組み込んだカラー撮影用のものであって、当該固体撮像素子の有効画

素数が12,000,000を超えるもの 

エ 83（１）に該当する反射鏡を有するもの 

オ 83（４）に該当する光学器械又は光学部品の制御装置を有するもの 

カ カメラの被写体追跡データを内部処理して画像情報に注記できる機能を有するもの 

（８） スキャニングカメラ又はスキャニングカメラ装置であって、次のアからウまでの全てに

該当するもの（エに該当するもの又はテレビジョンカメラ若しくはビデオカメラであって、テ

レビジョン放送用に設計されたものを除く。） 

ア 10ナノメートル超30,000ナノメートル以下の波長範囲で最大感度を有するもの 

イ 画素が線上に並んだ固体撮像素子を組み込んだものであって、それぞれの固体撮像素子の

当該画素の数が8,192を超えるもの 

ウ 一方向に機械的に走査を行うもの 

エ 次の（ア）から（ウ）までのいずれかに該当するもののために設計されたもの 

（ア） 産業用又は民生用の写真複写機 

（イ） 近接してスキャニング（文書、アートワーク又は写真に含まれる画像又は活字の複

写を含む。）を行うように設計したイメージスキャナー（民生用のものに限る。） 

（ウ） 医療用装置 

（９） 77（２）に該当するイメージ増強管を組み込んだイメージングカメラ（テレビジョン

カメラ又はビデオカメラであって、テレビジョン放送用に設計されたものを除く。） 

（10） 77（３）又は（４）に該当するフォーカルプレーンアレーを組み込んだイメージング

カメラ（テレビジョンカメラ又はビデオカメラであって、テレビジョン放送用に設計された

もの及び次のいずれかに該当するものを除く。） 

ア 同一検出素子内に時間遅延及び積分機能を有さない 12以下の検出素子を一次元に配列し

たフォーカルプレーンアレー（77（３）アからオまでのいずれかに該当するものに限る。）

を組み込んだものであって、次のいずれかのために設計されたもの 

（ア） 産業用又は民生用の侵入警報装置 

（イ） 交通用又は産業用の運転制御装置又は計数装置 

（ウ） 建築物、装置又は工業プロセスにおける熱流の検査又はモニタリングに用いる産業

用の装置 

（エ） 材料の検査、選別又は解析に用いる産業用の装置 

（オ） 研究用に設計した装置 

（カ） 医療用装置 

イ フォーカルプレーンアレー（77（４）に該当するものに限る。）を組み込んだものであっ

て、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 最大フレーム速度が９ヘルツ以下のもの 

（イ） 次のａからｄまでの全てに該当するもの 
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ａ 最小水平瞬時視野又は最小垂直瞬時視野が１画素当たり 10 ミリラジアン以上のもの 

ｂ 焦点距離が固定されたレンズを内蔵し、取り外すように設計していないもの 

ｃ 直視型のディスプレイを内蔵していないもの 

ｄ 次のいずれかに該当するもの 

（ａ） 検出した視野の画像を見ることができるようにするための機能を有さないもの 

（ｂ） 単一の用途のために設計したカメラであって、使用者が改造しないように設計

したもの 

（ウ） 民生用の乗用車に組み込むために設計したカメラであって、車両内部のカメラの配

置や構造が、専ら運転者に乗用車の安全運転を補助するためのもの 

83 光学器械又はその部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 反射鏡であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 鏡面の形状を変化させることができるものであって、能動開口の口径が 10 ミリメートル

を超えるもののうち、次のいずれかに該当するもの又はその部分品 

（ア） 機器の共振周波数が 750 ヘルツ以上であって、200 個を超える作動器を有するもの 

（イ） レーザー損傷閾
いき

値が次のいずれかに該当するもの 

ａ 持続波レーザー発振器を使用した場合に１平方センチメートル当たり１キロワットを

超えるもの 

ｂ パルス繰り返し周波数が 20 ヘルツで、パルス幅が 20ナノ秒のレーザーパルスを使用

した場合に１平方センチメートル当たり２ジュールを超えるもの 

イ 複合材料又は発泡体の部分を有していないものであって、鏡面の１平方メートル当たりの

質量が 30キログラム未満のもののうち、全重量が 10 キログラムを超えるもの（太陽放射を

追従するために地上に設置されたヘリオスタット用に設計した反射鏡を除く。） 

ウ 複合材料又は発泡体の部分を有するものであって、鏡面の１平方メートル当たりの質量が

30 キログラム未満のもののうち、全重量が２キログラムを超えるもの（太陽放射を追従す

るために地上に設置されたヘリオスタット用に設計した反射鏡を除く。） 

エ 光の走査用の反射鏡ステージのために設計された反射鏡であって、平面度が 63.3 ナノメ

ートル以下のもののうち、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 直径又は長軸の長さが 100 ミリメートル以上のもの 

（イ） 次のａ及びｂに該当するもの 

ａ 直径又は長軸の長さが 50 ミリメートル超 100 ミリメートル未満のもの 

ｂ レーザー損傷閾
いき

値が次のいずれかに該当するもの 

（ａ） 持続波レーザー発振器を使用した場合に１平方センチメートル当たり 10 キロ

ワットを超えるもの 

（ｂ） パルス繰り返し周波数が 20 ヘルツで、パルス幅が 20 ナノ秒のレーザーパルス

を使用した場合に１平方センチメートル当たり 20 ジュールを超えるもの 

（２） セレン化亜鉛又は硫化亜鉛からなる光学部品であって、3,000 ナノメートル超 25,000

ナノメートル以下の波長の光を透過するもののうち、次のいずれかに該当するもの 

ア 体積が 100 立方センチメートルを超えるもの 
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イ 直径又は長軸の長さが 80 ミリメートルを超え、かつ、厚さが 20 ミリメートルを超えるも

の 

（３） 宇宙用に設計した光学部品であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 全体が稠
ちゅう

密な状態である場合に比し 20パーセント未満の重量に軽量化したもの 

イ 基板（コーティングしたもの又は保護膜を有するものを含む。） 

ウ 宇宙空間で組み立てるように設計した反射鏡であって、組み立てた場合の受光面積の和が

口径１メートル以上の反射鏡と同等になるものの部分品 

エ 全ての方向について線膨張係数が温度１度当たり1,000,000分の５以下の複合材料からな

るもの 

（４） 光学器械又は光学部品の制御装置であって、次のいずれかに該当するもの 

ア （３）に該当する宇宙用に設計した光学部品の表面形状又は方向を維持するように設計し

たもの 

イ 光の走査、追尾若しくは安定化又は光共振器の調整を行うものであって、次のいずれかに

該当するもの 

（ア） 直径又は長軸の長さが 50ミリメートルを超える反射鏡を支えるように設計された

光の走査用の反射鏡ステージであって、次のａからｃまでの全てに該当するもの又はその

ために設計した電子制御装置 

ａ 最大移動角距離がプラスマイナス 26ミリラジアン以上のもの 

ｂ 機器の共振周波数が 500 ヘルツ以上のもの 

ｃ 角精度が 10マイクロラジアン以下のもの 

（イ） 光共振器の調整を行う装置であって、100 ヘルツ以上の帯域幅及び 10 マイクロラ

ジアン以下の精度を有するもの 

ウ 最大振れ角が５度を超え、かつ、100 ヘルツ以上の帯域幅で使用することができるジンバ

ルであって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 直径又は長軸の長さが 0.15 メートル超１メートル以下のものであって、角加速度

が２ラジアン毎秒毎秒を超え、かつ、精度が 200 マイクロラジアン以下のもの 

（イ） 直径又は長軸の長さが１メートルを超えるものであって、角加速度が0.5ラジアン

毎秒毎秒を超え、かつ、精度が200マイクロラジアン以下のもの 

84 レーザー発振器又はその部分品、附属品若しくは試験装置であって、次のいずれかに該当する

もの 

（１） 波長可変レーザー発振器以外の持続波レーザー発振器であって、次のいずれかに該当す

るもの 

ア 150ナノメートル未満の波長範囲で使用するように設計したものであって、定格出力が１

ワットを超えるもの 

イ 150ナノメートル以上510ナノメートル以下の波長範囲で使用するように設計したものであ

って、定格出力が30ワットを超えるもの（アルゴンレーザー発振器であって定格出力が50ワ

ット以下のものを除く。） 

ウ 510ナノメートル超540ナノメートル以下の波長範囲で使用するように設計したものであっ
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て、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 単一横モードで発振するものであって、定格出力が50ワットを超えるもの 

（イ） 多重横モードで発振するものであって、定格出力が150ワットを超えるもの 

エ 540ナノメートル超800ナノメートル以下の波長範囲で使用するように設計したものであっ

て、定格出力が30ワットを超えるもの 

オ 800ナノメートル超975ナノメートル以下の波長範囲で使用するように設計したものであっ

て、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 単一横モードで発振するものであって、定格出力が50ワットを超えるもの 

（イ） 多重横モードで発振するものであって、定格出力が80ワットを超えるもの 

カ 975ナノメートル超1,150ナノメートル以下の波長範囲で使用するように設計したものであ

って、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 単一横モードで発振するものであって、定格出力が500ワットを超えるもの 

（イ） 多重横モードで発振するものであって、次のａ又はｂに該当するもの（産業用レー

ザー発振器であって、定格出力が２キロワット超６キロワット以下のもののうち、総重量

が 1,200 キログラムを超えるもの又はｃに該当するものを除く。） 

ａ ウォールプラグ効率が 18 パーセントを超えるものであって、定格出力が 500 ワット

を超えるもの 

ｂ 定格出力が２キロワットを超えるもの 

ｃ 産業用レーザー発振器であって、次のいずれかに該当するもの 

（ａ） 定格出力が 500 ワット超１キロワット以下のものであって、次のⅰ及びⅱに該

当するもの 

ⅰ ビームパラメータ積が 0.7 ミリメートル・ミリラジアン超のもの 

ⅱ 輝度が 1,024 ワット毎平方ミリメートル毎平方ミリラジアン以下のもの 

（ｂ） 定格出力が 1.0 キロワット超 1.6 キロワット以下のものであって、ビームパラ

メータ積が 1.25 ミリメートル・ミリラジアン超のもの 

（ｃ） 定格出力が 1.6 キロワット超 2.5 キロワット以下のものであって、ビームパラ

メータ積が 1.7 ミリメートル・ミリラジアン超のもの 

（ｄ） 定格出力が 2.5 キロワット超 3.3 キロワット以下のものであって、ビームパラ

メータ積が 2.5 ミリメートル・ミリラジアン超のもの 

（ｅ） 定格出力が 3.3 キロワット超 4.0 キロワット以下のものであって、ビームパラ

メータ積が 3.5 ミリメートル・ミリラジアン超のもの 

（ｆ） 定格出力が 4.0 キロワット超 5.0 キロワット以下のものであって、ビームパラ

メータ積が 5.0 ミリメートル・ミリラジアン超のもの 

（ｇ） 定格出力が 5.0 キロワット超 6.0 キロワット以下のものであって、ビームパラ

メータ積が 7.2 ミリメートル・ミリラジアンを超えるもの 

（ｈ） 定格出力が 6.0 キロワット超 8.0 キロワット以下のものであって、ビームパラ

メータ積が 12.0 ミリメートル・ミリラジアンを超えるもの 

（ｉ） 定格出力が8.0キロワット超10.0キロワット以下のものであって、ビームパラメ
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ータ積が24.0ミリメートル・ミリラジアンを超えるもの 

（２） 波長可変レーザー発振器であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 600ナノメートル未満の波長範囲で使用するように設計したものであって、次の（ア）又

は（イ）に該当するもの（（ウ）に該当するものを除く。） 

（ア） １パルス当たり50ミリジュールを超えるパルスを発振し、かつ、ピーク出力が１ワ

ットを超えるもの 

（イ） 平均出力又は持続波の定格出力が１ワットを超えるもの 

（ウ） 色素レーザー発振器又は液体レーザー発振器のうち多重横モードで発振するように

設計したもので、かつ、150 ナノメートル以上 600 ナノメートル以下の波長範囲で使用す

るように設計したものであって、次のａ及びｂに該当するもの 

ａ １パルス当たり 1.5 ジュール未満のパルスを発振するもの又はピーク出力が 20ワッ

ト未満のもの 

ｂ 平均出力又は持続波の定格出力が 20ワット未満のもの 

イ 600ナノメートル以上1,400ナノメートル以下の波長範囲で使用するように設計したもので

あって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） １パルス当たり１ジュールを超えるパルスを発振し、かつ、ピーク出力が20ワット

を超えるもの 

（イ） 平均出力又は持続波の定格出力が20ワットを超えるもの 

ウ 1,400ナノメートルを超える波長範囲で使用するように設計したものであって、次のいず

れかに該当するもの 

（ア） １パルス当たり50ミリジュールを超えるパルスを発振し、かつ、ピーク出力が１ワ

ットを超えるもの 

（イ） 平均出力又は持続波の定格出力が１ワットを超えるもの 

（３） レーザー発振器であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 単一横モードで発振する単一の半導体レーザー発振器であって、次のいずれかに該当する

もの 

（ア） 1,510ナノメートル以下の波長範囲で使用するように設計したものであって、平均

出力又は持続波の定格出力が1.5ワットを超えるもの 

（イ） 1,510ナノメートルを超える波長範囲で使用するように設計したものであって、平

均出力又は持続波の定格出力が500ミリワットを超えるもの 

イ 多重横モードで発振する単一の半導体レーザー発振器であって、次のいずれかに該当する

もの 

（ア） 1,400ナノメートル未満の波長範囲で使用するように設計したものであって、平均

出力又は持続波の定格出力が15ワットを超えるもの 

（イ） 1,400ナノメートル以上1,900ナノメートル未満の波長範囲で使用するように設計し

たものであって、平均出力又は持続波の定格出力が2.5ワットを超えるもの 

（ウ） 1,900ナノメートル以上の波長範囲で使用するように設計したものであって、平均

出力又は持続波の定格出力が１ワットを超えるもの 
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ウ 単一の半導体レーザーバーであって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 1,400ナノメートル未満の波長範囲で使用するように設計したものであって、平均

出力又は持続波の定格出力が100ワットを超えるもの 

（イ） 1,400ナノメートル以上1,900ナノメートル未満の波長範囲で使用するように設計し

たものであって、平均出力又は持続波の定格出力が25ワットを超えるもの 

（ウ） 1,900ナノメートル以上の波長範囲で使用するように設計したものであって、平均

出力又は持続波の定格出力が10ワットを超えるもの 

エ 半導体レーザースタックアレーであって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 1,400ナノメートル未満の波長範囲で使用するように設計したものであって、次の

いずれかに該当するもの 

ａ 総平均出力又は持続波の総定格出力が３キロワット未満であって、平均出力密度又は

持続波の定格出力密度が500ワット毎平方センチメートルを超えるもの 

ｂ 総平均出力又は持続波の総定格出力が３キロワット以上５キロワット以下であって、

平均出力密度又は持続波の定格出力密度が350ワット毎平方センチメートルを超えるもの 

ｃ 総平均出力又は持続波の総定格出力が５キロワットを超えるもの 

ｄ ピークパルス出力密度が2,500ワット毎平方センチメートルを超えるもの（エピタキシ

ャル成長によって形成されたモノリシック型のものを除く。） 

ｅ 空間的に干渉し得る波の総平均出力又は持続波の総定格出力が150ワットを超えるもの 

（イ） 1,400ナノメートル以上1,900ナノメートル未満の波長範囲で使用するように設計し

たものであって、次のいずれかに該当するもの 

ａ 総平均出力又は持続波の総定格出力が250ワット未満であって、平均出力密度又は持続

波の定格出力密度が150ワット毎平方センチメートルを超えるもの 

ｂ 総平均出力又は持続波の総定格出力が250ワット以上500ワット以下であって、平均出

力密度又は持続波の定格出力密度が50ワット毎平方センチメートルを超えるもの 

ｃ 総平均出力又は持続波の総定格出力が500ワットを超えるもの 

ｄ ピークパルス出力密度が500ワット毎平方センチメートルを超えるもの（エピタキシャ

ル成長によって形成されたモノリシック型のものを除く。） 

ｅ 空間的に干渉し得る波の総平均出力又は持続波の総定格出力が15ワットを超えるもの 

（ウ） 1,900ナノメートル以上の波長範囲で使用するように設計したものであって、次の

いずれかに該当するもの 

ａ 平均出力密度又は持続波の定格出力密度が50ワット毎平方センチメートルを超えるも

の 

ｂ 総平均出力又は持続波の総定格出力が10ワットを超えるもの 

ｃ 空間的に干渉し得る波の総平均出力又は持続波の総定格出力が1.5ワットを超えるもの 

（エ） ウに該当する半導体レーザーバーを１以上含むもの 

オ 化学レーザー発振器であって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） フッ化水素レーザー発振器 

（イ） フッ化重水素レーザー発振器 
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（ウ） トランスファーレーザー発振器であって、次のいずれかに該当するもの 

ａ 酸素からの励起移動によって励起するように設計したよう素レーザー発振器 

ｂ フッ化重水素からの励起移動によって励起するように設計した二酸化炭素レーザー発

振器 

カ 非繰返しパルスを発振するネオジムガラスレーザー発振器であって、次のいずれかに該当

するもの 

（ア） １マイクロ秒以下のパルス幅でパルスを発振し、かつ、１パルス当たり50ジュール

を超えるパルスを発振するもの 

（イ） １マイクロ秒を超えるパルス幅でパルスを発振し、かつ、１パルス当たり100ジュ

ールを超えるパルスを発振するもの 

（４） レーザー発振器の部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 反射鏡であって、ヒートパイプを用いることにより、又は鏡面下１ミリメートル未満の位

置に流体を流すことにより冷却するように設計したもの 

イ 反射鏡、透過性を有する光学部品又は電気光学部品であって、（１）から（３）までのい

ずれかに該当するレーザー発振器に使用するように設計したもの（融着型テーパーファイバ

ーコンバイナー及び多層膜誘電体グレーティングを除く。） 

ウ ファイバーレーザー発振器の部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 入出力ともにマルチモードファイバーを用いた融着型テーパーファイバーコンバイ

ナーであって、次のａ及びｂに該当するもの 

ａ 1,000ワットを超える総定格平均出力又は持続波の総定格出力（シングルモードコアを

通って伝送される出力を除く。）における挿入損失が0.3デシベル以下に維持されるもの 

ｂ 入力ファイバーの数が３以上のもの 

（イ） 入力にシングルモードファイバーを用い、かつ、出力にマルチモードファイバーを

用いた融着型テーパーファイバーコンバイナーであって、次のａからｃまでの全てに該当

するもの 

ａ 4,600ワットを超える総定格平均出力又は持続波の総定格出力における挿入損失が0.5

デシベル未満に維持されるもの 

ｂ 入力ファイバーの数が３以上のもの 

ｃ 次のいずれかに該当するもの 

（ａ） 入力ファイバーの数が５以下であって、出力におけるビームパラメータ積が1.5

ミリメートル・ミリラジアン以下のもの 

（ｂ） 入力ファイバーの数が５を超えるものであって、出力におけるビームパラメー

タ積が2.5ミリメートル・ミリラジアン以下のもの 

（ウ） 多層膜誘電体グレーティングであって、次のａ及びｂに該当するもの 

ａ ５以上のファイバーレーザー発振器のビームをスペクトル的又はコヒーレント的に結

合するために設計されたもの 

ｂ 持続波レーザー損傷閾
いき

値が１平方センチメートル当たり10キロワット以上のもの 

85 磁力計、磁場勾配計若しくは水中電場センター又はこれらの校正装置であって、次のいずれか

に該当するもの 
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（１） 超電導の技術を利用した磁力計であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 静止状態で操作するように設計したものであって、運動中に生じるノイズを減少させるた

めに設計した装置を有しないもののうち、１ヘルツの周波数における感度（帯域周波数の平

方根当たりで表した実効値をいう。以下同じ。）が 50 フェムトテスラ以下のもの 

イ 運動中に生じるノイズを減少させるために設計した装置を有するものであって、１ヘルツ

の周波数において運動中の感度が 20 ピコテスラ未満のもの 

（２） 光ポンプ又は核磁気共鳴の技術を利用した磁力計であって、１ヘルツの周波数における

感度が２ピコテスラ未満のもの 

（３） 磁場勾配計であって、（１）に掲げる磁力計を２以上用いたもの 

（４） 水中において磁場又は電場を検知する装置であって、（１）又は（２）に該当する磁力

計を組み込んだもの 

（５） 磁力計、磁場勾配計又は水中電場センサーの校正装置であって、次のいずれかに用い

るために設計したもの 

ア １ヘルツの周波数における感度が２ピコテスラ以上 20 ピコテスラ未満の磁力計であり、

感度が２ピコテスラ未満を実現する光ポンプ又は核磁気共鳴の技術を利用した磁力計 

イ １ヘルツの周波数で測定した場合の感度が８ナノボルト毎メートル未満の水中電場センサ

ー 

ウ 感度が３ピコテスラ毎メートル未満を実現する磁場勾配計のうち、次のいずれかに該当す

るもの 

（ア） （３）に該当するもの 

（イ） 光ファイバーを用いた磁場勾配計であって、イントリンシック型のもの（１軸当た

りの検出素子の数が１のものをいう。以下同じ。）のうち、感度が0.3ナノテスラ毎メート

ル未満のもの 

（ウ） 光ファイバーを用いていない磁場勾配計であって、イントリンシック型のもののう

ち、感度が0.015ナノテスラ毎メートル未満のもの 

86 重力計であって、次のいずれかに該当するもの又は重力勾配計（別表第４に掲げるものを除

く。） 

（１） 地上用に設計した重力計であって、静止状態において重力を測定する場合の精度が10

マイクロガル未満のもの（ウォルドン型のものを除く。） 

（２） 移動体搭載用に設計した重力計であって、次のア及びイに該当するもの 

ア 静止状態において重力を測定する場合の精度が0.7ミリガル未満のもの 

イ 変動状態において重力を測定する場合の精度が0.7ミリガル未満で、かつ、測定所要時間

が２分未満のもの 

87 レーダーであって、次のいずれかに該当するもの又はその部分品（二次監視レーダー、民生

用自動車レーダー、気象レーダー、国際民間航空機関の定める標準に準拠した精測進入レーダ

ー及びこれらの部分品（レーダーの部分品であって航空管制用の表示装置を含む。）を除く。） 

（１） 40ギガヘルツ以上230ギガヘルツ以下の周波数範囲で使用することができるレーダーで

あって、次のいずれかに該当するもの 
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ア 平均出力が100ミリワットを超えるもの 

イ 距離の位置精度が１メートル以下であって、方位角の位置精度が0.2度以下のもの 

（２） 同調可能な帯域の幅が中心周波数の12.5パーセントを超えるもの 

（３） ３以上の搬送周波数を同時に使用することができるもの 

（４） 合成開口レーダー、逆合成開口レーダー又は側方監視レーダーとして使用することが

できるもの（別表第４に掲げるものを除く。） 

（５） 電子的に走査が可能なアレーアンテナを組み込んだもの 

（６） 目標の高度を測定することができるもの 

（７） 気球又は航空機に搭載するように設計したものであって、移動する目標を検出するた

めにドップラー効果を利用するもの 

（８） 次のいずれかの技術を利用するもの（別表第４に掲げるものを除く。） 

ア スペクトル拡散 

イ 周波数アジリティー 

（９） 地上用のものであって、計測距離が 185 キロメートルを超えるもの（漁場監視レーダ

ー、航空管制用に設計した地上レーダー及び気象用気球追尾レーダーを除く。） 

（10） レーザーレーダー（ライダー（気象観測用のライダーを除く。）を含む。）であって、

次のいずれかに該当するもの 

ア 宇宙用に設計したもの 

イ ヘテロダイン検波又はホモダイン検波の技術を利用し、かつ、角度分解能が20マイクロラ

ジアン未満のもの 

ウ 航空機を使用して測深による沿岸測量を実施するように設計したものであって、国際水路

機関が定める水路測量に係る基準に照らして十分な精度を有し、かつ、400ナノメートル超

600ナノメートル以下の波長範囲で使用する１以上のレーザー発振器を用いるもの 

（11） 次のいずれかに該当するパルス圧縮技術を利用するもの（別表第４に掲げるものを除

く。） 

ア パルス圧縮比が 150 を超えるもの 

イ 圧縮パルス幅が 200 ナノ秒未満のもの（航海用二次元レーダー又は船舶航行サービス用二

次元レーダーであって、次の（ア）から（オ）までの全てに該当するものを除く。） 

（ア） パルス圧縮比が 150 未満のもの 

（イ） 圧縮パルス幅が 30 ナノ秒を超えるもの 

（ウ） 単一の回転する機械式走査アンテナを有するもの 

（エ） ピーク出力が 250 ワット未満のもの 

（オ） 周波数ホッピング能力を有していないもの 

（12） パルスレーダー断面積計測装置であって、送信するパルス幅が100ナノ秒以下のもの又

はその部分品（別表第４に掲げるものを除く。） 

（13） 次のいずれかに該当するデータ処理技術を利用するもの（船舶航行サービスのために

用いられる装置又はその部分品を除く。） 

ア 次回のアンテナビームが通過する時点より先の時点における目標の未来位置を予測するこ
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とができる自動目標追尾の技術（航空管制用又は航海用レーダーの衝突防止機能を除く。） 

イ （６）又は（９）に該当する１のレーダーを単独で使用するときよりも性能が向上するよ

う、地理的に分散して配置された２以上のレーダーから得られる目標データの重ね合わせ、

相関又はデータフュージョンを６秒以内で行う技術 

88 光学の測定装置（顕微鏡を除く。）であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 光の反射率の測定装置（反射率の絶対値を測定するものに限る。）であって、その精度

が0.1パーセント以下のもの 

（２） レンズ又は反射鏡の表面の形状の測定装置（非接触型のものに限る。）であって、光散

乱の計測以外の方法を用いるもののうち、開口の直径が10センチメートルを超え、かつ、平

面でない面形状を２ナノメートル以下の精度で測定するように設計したもの 

89 地上用の重力計（静止状態において重力を測定する場合の精度が0.1ミリガル未満のものに限

る。）の製造装置又は校正装置 

90 光検出器その他の光学部品の材料となる物質又はレーザー発振器用の結晶であって、次のい

ずれかに該当するもの 

（１） テルルであって、純度が99.9995パーセント以上のもの 

（２） 次のいずれかに該当するものの単結晶又はエピタキシャル成長結晶を有するウエハー 

ア テルル化亜鉛のテルル化カドミウム及びテルル化亜鉛に対するモル比が６パーセント未満

のテルル化亜鉛カドミウム 

イ テルル化カドミウム 

ウ テルル化水銀カドミウム 

（３） セレン化亜鉛又は硫化亜鉛からなる基板材料であって、化学的気相成長法により製造

したもののうち、次のいずれかに該当するもの 

ア 体積が100立方センチメートルを超えるもの 

イ 直径が80ミリメートルを超え、かつ、厚さが20ミリメートル以上のもの 

（４） 電気光学材料又は非線形光学材料であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 砒
ひ

素酸チタニルカリウム 

イ セレン化ガリウム銀 

ウ セレン化タリウム砒
ひ

素 

エ リン化亜鉛ゲルマニウム 

オ セレン化ガリウム 

（５） ベリリウム上にベリリウムを堆積した材料又は炭化けい素からなる基板材料であって

、直径又は長軸の長さが300ミリメートルを超えるもの 

（６） 光学ガラスであって、次のアからウまでの全てに該当するもの 

ア 水酸化物イオンの含有量が全重量の0.0005パーセント未満のもの 

イ 金属不純物の含有量が全重量の0.0001パーセント未満のもの 

ウ 屈折率の変動が 1,000,000 分の５未満のもの 

（７） 人工ダイヤモンドであって、200 ナノメートル以上 14,000 ナノメートル以下の波長範

囲における吸収係数が１センチメートル当たり 100,000 分の１未満のもの 
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（８） レーザー発振器用の人工の結晶であって、未完成のもののうち、チタンを添加したサ

ファイア 

（９） 希土類元素を添加したダブルクラッドファイバーであって、次のいずれかに該当する

もの 

ア レーザー波長の公称値が 975 ナノメートル以上 1,150 ナノメートル以下であって、次の

（ア）及び（イ）に該当するもの（インナーガラスクラッドの直径が 150 マイクロメートル

超 300 マイクロメートル以下のものを除く。） 

（ア） コアの直径の平均値が 25マイクロメートル以上のもの 

（イ） コアの開口数が 0.065 未満のもの 

イ レーザー波長の公称値が 1,530 ナノメートルを超えるものであって、次の（ア）及び（イ

）に該当するもの 

（ア） コアの直径の平均値が 20マイクロメートル以上のもの 

（イ） コアの開口数が 0.1 未満のもの 

91 加速度計であって、次のいずれかに該当するもの又はその部分品 

（１） 直線加速度計（振動又は衝撃のみの計測に限定されたものを除く。）であって、次のい

ずれかに該当するもの 

ア 147.15 メートル毎秒毎秒以下の直線加速度で使用することができるように設計したもの

であって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） バイアスの安定性（校正後のものをいう。以下この表において同じ。）が１年間に

つき 0.00128 メートル毎秒毎秒未満のもの 

（イ） スケールファクターの安定性が１年間につき 0.013 パーセント未満のもの 

イ 147.15 メートル毎秒毎秒超 981 メートル毎秒毎秒以下の直線加速度で使用することがで

きるように設計したものであって、次の（ア）及び（イ）に該当するもの 

（ア） バイアスの再現性が１年間につき 0.0122625 メートル毎秒毎秒未満のもの 

（イ） スケールファクターの再現性が１年間につき 0.125 パーセント未満のもの 

ウ 慣性航法装置又は慣性誘導装置に使用するように設計したものであって、981 メートル毎

秒毎秒を超える直線加速度で使用することができるように設計したもの 

（２） 角加速度計又は回転加速度計であって、981 メートル毎秒毎秒を超える直線加速度で使

用することができるように設計したもの 

92 ジャイロスコープ若しくは角速度センサーであって、次のいずれかに該当するもの又はその

部分品 

（１） 981 メートル毎秒毎秒以下の直線加速度で使用することができるように設計したもので

あって、次のいずれかに該当するもの 

ア 測定範囲が１秒当たり 500 度未満のものであって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） バイアスの安定性が、9.81 メートル毎秒毎秒の状態で１月間測定した場合に、１

時間あたり 0.5 度未満のもの 

（イ） 角度のランダムウォークを時間の平方根当たりで表した実効値が 0.0035 度以下の

もの（スピニングマスジャイロを除く。） 
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イ 測定範囲が１秒当たり 500 度以上のものであって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） バイアスの安定性が、9.81 メートル毎秒毎秒の状態で３分間測定した場合に、１

時間につき４度未満のもの 

（イ） 角度のランダムウォークを時間の平方根当たりで表した実効値が 0.1 度以下のもの

（スピニングマスジャイロを除く。） 

（２） 981 メートル毎秒毎秒を超える直線加速度で使用することができるように設計したもの 

93 慣性航法装置その他の慣性力を利用する装置（位置情報等を調整後、外部の参照情報によら

ず機首方向又は位置を決定及び維持するために、速度及び方角の変化を計測する加速度計又は

ジャイロスコープを組み込んでいるものであって、姿勢方位基準装置（ＡＨＲＳｓ）、ジャイロ

コンパス、慣性測定ユニット（ＩＭＵｓ）、慣性航法システム（ＩＮＳｓ）、慣性参照システム

（ＩＲＳｓ）、慣性参照ユニット（ＩＲＵｓ）を含む。）であって、次のいずれかに該当するも

の（１以上の国際連合加盟国の航空当局が民間航空機用であることを証明したものを除く。） 

（１） 航空機用、陸上車両用又は船舶用に設計されたものであって、位置参照情報によらず

に位置情報を提供するもののうち、ノーマルアライメント後の精度が次のいずれかに該当す

るもの 

ア 平均誤差半径が１時間につき 0.8 海里以下のもの 

イ 平均誤差半径が移動距離の 0.5 パーセント以下のもの 

ウ 平均誤差半径が 24時間で総ドリフト１海里以下のもの 

（２） 航空機用、陸上車両用又は船舶用に設計され、位置参照情報を内蔵するものであって

、全ての位置参照情報の喪失後４分以内に位置情報を提供し、平均誤差半径が 10 メートル未

満のもの 

（３） 航空機用、陸上車両用又は船舶用に設計され、真北方向を示すものであって、次のい

ずれかに該当するもの 

ア 最大動作角速度が１秒当たり 500 度未満であって、位置参照情報を用いない機首方位精度

が 0.07 度を測定地点の緯度の余弦で除した値以下又は緯度 45 度の地点において６分以下の

もの 

イ 最大動作角速度が１秒当たり 500 度以上であって、位置参照情報を用いない機首方位精度

が 0.2 度を測定地点の緯度の余弦で除した値以下又は緯度 45 度の地点において 17分以下の

もの 

（４） 二次元以上において、加速度測定値又は角速度測定値を提供するものであって、次の

いずれかに該当するもの 

ア 任意の軸に沿って、いかなる参照情報も使用することなく、91 又は 92 に規定する仕様の

もの 

イ 宇宙用に設計したものであって、任意の軸に沿った角度のランダムウォークを時間の平方

根当たりで表した実効値が 0.1 度以下で、かつ、角速度の測定値を与えるもの 

94 ジャイロ天測航法装置若しくは天体若しくは人工衛星の自動追跡により位置若しくは針路を測

定することができる装置又はこれらの部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） ジャイロ天測航法装置又は天体若しくは人工衛星の自動追跡により位置若しくは針路を
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測定することができる装置であって、方位精度が20秒以下のもの 

（２） （１）に該当する装置のために設計した部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 光学ヘッド又はバッフル 

イ データ処理ユニット 

95 衛星航法システムからの電波を受信する装置（アダプティブアンテナ技術を用いない複数の全

方向性アンテナからの信号をろ波、切換又は合成するように設計した部分品のみを用いるものを

除く。）であって、次のいずれかに該当するもの又はその部分品 

（１） 位置及び時刻に関するレンジングコードにアクセスするための暗号の復号化アルゴリズ

ムを有するもの（民生用に設計されたものを除く。） 

（２） アダプティブアンテナシステムを構成するもの 

96 航空機用の高度計であって、4.4ギガヘルツを超える周波数又は4.2ギガヘルツより低い周波数

で使用することができるように設計したもののうち、次のいずれかに該当するもの 

（１） 送信出力制御機能を有するもの 

（２） 位相偏移変調機能を有するもの 

97 94から96までのいずれかに該当するものの試験装置、校正装置、心合わせ装置又は製造装置 

98 リングレーザージャイロの鏡面の特性確認のために設計した装置であって、次のいずれかに該

当するもの及びこれらの製造装置 

（１） スキャッタロメータであって、測定精度が0.001パーセント以下のもの 

（２） プロフィロメータであって、測定精度が0.5ナノメートル以下のもの 

99 航法装置若しくはアビオニクス装置又はこれらの部分品の設計若しくは製造に係る技術（特定

の飛行管理機能を提供しない一般のコンピュータエレメント及びユーティリティ（入力信号の受

信、出力信号の送信、コンピュータのプログラム及びデータのローディング、組込み試験、タス

クスケジューリング機能）と関係したソースコードを除く。）であって、次のいずれかに該当す

るものを内容とする情報が記載され、又は記録された文書、図画又は記録媒体（別表第４に掲げ

るものを除く。） 

（１） 姿勢方位基準装置、94に該当する慣性航法装置その他の慣性装置を使用（操作又は保守

（点検）に係るものに限る。）するためのプログラム（ソースコードのものに限る。） 

（２） 装置の性能を向上し、航法誤差を減少することができるように設計したプログラム 

（３） 船首データと次のいずれかに該当する航法データを連続的に統合し、装置の性能を向上

し、航法誤差を減少することができるプログラム（ソースコードのものに限る。） 

ア ドップラー効果を利用するレーダーからの速度データ 

イ ジーピーエス又はグローナスからの航法データ 

ウ データベース参照航法装置からのデータ 

（４） 次のいずれかに該当するもののためのプログラム（ソースコードのものに限る。） 

ア 飛行の全行程を管理するためのデジタル飛行管理装置 

イ 推進制御と飛行制御を統合するための装置 

ウ フライバイワイヤシステム又はフライバイライトシステム 

エ 故障許容機能又は自己再構成機能をもつアクティブ飛行制御装置 
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オ 機体表面の静的データを基準とするエアーデータ装置 

カ 三次元ディスプレイ 

（５） 次のいずれかに該当するヘリコプター用の装置の開発のために設計したＣＡＤプログ

ラム 

ア 多軸のフライバイワイヤシステム又はフライバイライトシステム 

イ 反トルク又は方向を制御する装置であって、循環制御方式によるもの 

100 繋
けい

索式の潜水艇であって、1,000メートルを超える水深で使用することができるように設計し

たもののうち、次のいずれかに該当するもの（13に該当するものを除く。） 

（１） 有人式のもの 

（２） 無人式のものであって、次のいずれかに該当するもの 

ア 直流の推進電動機又はスラスターを使用して、独力で潜航することができるように設計し

たもの 

イ 光ファイバーによってデータを送受することができるもの 

101 繋
けい

索式でない潜水艇であって、次のいずれかに該当するもの（13に該当するものを除く。） 

（１） 有人式のものであって、次のいずれかに該当するもの 

ア 自律的に潜航することができるように設計したものであって、次の（ア）及び（イ）の揚

荷能力を有するもの 

（ア） 当該潜水艇の空中重量の10パーセント以上 

（イ） 15キロニュートン以上 

イ 1,000メートルを超える水深で使用することができるように設計したもの 

ウ 次の（ア）及び（イ）に該当するもの 

（ア） 連続して10時間以上自律的に潜航することができるように設計したもの 

（イ） 潜航可能な距離が25海里以上のもの 

（２） 無人式のものであって、次のいずれかに該当するもの 

ア あらゆる地形に対して自動的に針路を決定することができるように設計したもの 

イ 音波によってデータ又は指令を送受することができるもの 

ウ 光伝送の方式によって1,000メートル以上の距離でデータ又は指令を送受することができ

るもの 

 

102 潜水艇の部分品又は附属装置であって、次のいずれかに該当するもの（13に該当するものを

除く。） 

（１） 1,000メートルを超える水深で使用することができるように設計した潜水艇の部分品で

あって、次のいずれかに該当するもの 

ア 最大の内のり寸法が1.5メートルを超える耐圧容器又は耐圧殻 

イ 直流の推進電動機又はスラスター 

ウ 光ファイバー及び合成材のテンションメンバを使用したアンビリカルケーブル又はそのコ

ネクタ 

エ 浮力材であって、次の（ア）及び（イ）に該当する材料を用いた部分品 

（ア） 1,000メートルを超える水深で使用することができるように設計したもの 
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（イ） 密度が561キログラム毎立方メートル未満のもの 

（２） 100又は101に該当する潜水艇に使用することができるように設計した自動制御装置であ

って、航法データを使用し、かつ、サーボ制御方式であるもののうち、次のいずれかに該当す

るもの 

ア 水中のあらかじめ定められた点を中心とする半径10メートルの水柱内に潜水艇を移動する

ことができるもの 

イ 水中のあらかじめ定められた点を中心とする半径10メートルの水柱内に潜水艇を保持する

ことができるもの 

ウ 海底又は海底下にあるケーブルに沿って移動する際に、ケーブルから10メートル以内に潜

水艇を保持することができるもの 

（３） 光ファイバーを船体内に引き込むための耐圧殻の貫通金物 

103 船舶の部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 排水量が1,000トン以上の船舶に使用することができる防音装置であって、ディーゼル

エンジン、ディーゼル発電機、ガスタービンエンジン、ガスタービン発電機、推進電動機又は

減速装置から発生する500ヘルツ未満の周波数の音響又は振動を減少するもののうち、複合型

の防音台からなり、かつ、中間のマスの重量がその上に設置される装置の重量の30パーセント

を超えるもの 

（２） スクリュープロペラの推進力の向上又はその水中ノイズの減少を図るために末広ノズ

ル及び整流ベーンに関する技術を用いた装置であって、出力が 2.5 メガワットを超えるもの 

（３） 排水量が 1,000 トン以上の船舶に使用することができる防音装置又は磁気軸受であっ

て、伝動装置に使用できるように設計したもの 

104 水中用のロボット（操縦ロボット及びシーケンスロボットを除く。）であって、次のいずれ

かに該当するもの 

（１） 外部物体に加えた力若しくはトルク、外部物体までの距離又は触覚を測定するセンサ

ーからの情報を用いて制御するもの 

（２） 構造材にチタン合金又は繊維強化複合材料を用いたものであって、250 ニュートン以上

の力又は 250 ニュートンメートル以上のトルクで作業することができるもの 

105 大気から遮断された状態で使用することができる動力装置であって、次のいずれかに該当す

るもの 

（１） ブレイトンサイクルエンジン又はランキンサイクルエンジンであって、次のいずれか

に該当するもの 

ア 循環する排気から一酸化炭素、二酸化炭素及び微粒子を除去することができるように設計

した装置を有するもの 

イ 単原子で構成される気体を利用することができるように設計した装置を有するもの 

ウ 10 キロヘルツ未満の周波数の水中ノイズを減少させることができるように設計した防音

装置若しくはエンクロージャ又は衝撃を緩和することができるように設計した装置を有する

もの 

エ 反応生成物を圧縮又は燃料として再生することができ、反応生成物を貯蔵することができ
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、かつ、100キロパスカル以上の圧力下で反応生成物を排出することができるように設計し

た装置を有するもの 

（２） ディーゼルエンジンであって、次のアからエまでの全てに該当するもの 

ア 循環する排気から一酸化炭素、二酸化炭素及び微粒子を除去することができるように設計

した装置を有するもの 

イ 単原子で構成される気体を利用することができるように設計した装置を有するもの 

ウ 10 キロヘルツ未満の周波数の水中ノイズを減少させることができるように設計した防音

装置若しくはエンクロージャ又は衝撃を緩和することができるように設計した装置を有する

もの 

エ 燃焼生成物を断続的に排出することができるように設計した装置を有するもの 

（３） 出力が２キロワットを超える燃料電池であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 10 キロヘルツ未満の周波数の水中ノイズを減少させることができるように設計した防音

装置若しくはエンクロージャ又は衝撃を緩和することができるように設計した装置を有する

もの 

イ 反応生成物を圧縮又は燃料として再生することができ、反応生成物を貯蔵することができ

、かつ、100キロパスカル以上の圧力下で反応生成物を排出することができるように設計し

た装置を有するもの 

（４） スターリングサイクルエンジンであって、次のア及びイに該当するもの 

ア 10 キロヘルツ未満の周波数の水中ノイズを減少させることができるように設計した防音

装置若しくはエンクロージャ又は衝撃を緩和することができるように設計した装置を有する

もの 

イ 100キロパスカル以上の圧力下で反応生成物を排出することができるように設計した装置

を有するもの 

106 航空機用のガスタービンエンジンであって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 119（１）から（３）までのいずれかに該当する技術を用いたもの（次のいずれかに該

当するものを除く。） 

ア 次の（ア）及び（イ）に該当するもの 

（ア） １以上の国際連合加盟国の航空当局が証明したもの 

（イ） 民生用有人航空機の動力供給用のものであって、１以上の国際連合加盟国の航空当

局から次のいずれかの文書を発行されたもの 

ａ 型式証明 

ｂ 型式証明と同等の文書であって、国際民間航空機関の承認を受けたもの 

イ 国際連合加盟国の航空当局が補助動力装置のために設計された航空機用のガスタービンエ

ンジンであるものとして証明したもの 

（２） マッハ数が１を超える速度における巡航時間が30分を超えるように設計した航空機に

使用するように設計されたもの 

107 船舶用のガスタービンエンジンであって、次の（１）及び（２）に該当するもの又はその部

分品 
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（１） 国際規格における連続定格出力が 24,245 キロワット以上のもの 

（２） １キロワット時当たりの燃料消費量が国際規格における連続定格出力の35パーセント

以上100パーセント以下の範囲において0.219キログラム以下のもの 

108 ガスタービンエンジンの組立品又はその部分品であって、119（１）から（３）までのいず

れかに該当する技術を用いたもののうち、次のいずれかに該当する航空機用のガスタービンエ

ンジンに使用するように設計したもの 

（１） 106に該当するもの 

（２） 設計又は製造する地域が特定できないもの 

109 宇宙空間用の飛しょう体若しくはその打上げ用の飛しょう体又はこれらの部分品であって、

次のいずれかに該当するもの 

（１） 宇宙空間用の飛しょう体の打上げ用の飛しょう体 

（２） 宇宙空間用の飛しょう体 

（３） 宇宙空間用の飛しょう体のバス 

（４） 宇宙空間用の飛しょう体のペイロードであって、49（１）ア（エ）、65、73（１）、77

（１）若しくは（２）、78、80、82、83（３）、87（４）、（５）、（11）若しくは（13）又は84

のいずれかに該当する物資が組み込まれたもの 

（５） 宇宙空間用の飛しょう体に搭載するように設計した装置であって、遠隔指令又は遠隔

測定データ処理の機能を有するもの 

110 打上げ用の飛しょう体の推進装置の部分品であって、推進装置に使用するように設計したも

ののうち、次のいずれかを用いたもの 

（１） 135（１）から（３）までに該当する繊維 

（２） 金属マトリックス複合材料 

（３） セラミックマトリックス複合材料 

111 宇宙空間用の飛しょう体若しくはその打上げ用の飛しょう体の制御又はこれらの作動状態の

監視のために必要な装置であって、地上に設置するように設計したもののうち、次のいずれか

に該当するもの 

（１） 無線遠隔制御装置又は無線遠隔測定装置 

（２） シミュレーター 

112 液体ロケット推進装置 

113 液体ロケット推進装置の部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 極低温用の冷却装置、デュワー瓶、ヒートパイプその他の極低温用装置であって、宇

宙空間用の飛しょう体又はその打上げ用の飛しょう体に使用するように設計し、かつ、極低

温状態にある液体の損失が１年間につき30パーセント未満のもの 

（２） 極低温用容器又は閉サイクル冷却装置であって、零下173度以下にすることができるも

ののうち、宇宙空間用の飛しょう体、打上げ用の飛しょう体又はマッハ数が３を超える速度

での巡航が可能な航空機に使用することができるように設計したもの 

（３） スラッシュ水素の貯蔵装置又は移送装置 

（４） 17.5メガパスカルを超える吐出圧のターボポンプ若しくはその部分品又は当該ターボ



 

106 
 

ポンプのためのガス発生器若しくはエキスパンダサイクルタービン駆動装置 

（５） 10.6メガパルスを超える推力発生器又はそのノズル 

（６） 推進薬貯蔵装置であって、毛細管現象を利用したもの又はフレキシブルブラダーを用

いたもの 

（７） 液体燃料噴射器であって、個々のオリフィスの面積が0.114平方ミリメートル以下のも

の 

（８） 炭素及び炭素繊維を用いた複合材料により一体形成された推力室又はイグジットコー

ンであって、密度が1.4グラム毎立方センチメートルを超えるもののうち、引張強さが48メガ

パスカルを超えるもの 

114 固体ロケット推進装置 

115 固体ロケット推進装置の部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 断熱材と推進薬の接合装置であって、推進薬の強度以上の機械的接合強度を得るため

又は固体推進薬とモータケースの断熱材の間の化学的移行に対するバリアとするためにライ

ナーを用いたもの 

（２） フィラメントワインディング法で成形された複合材を用いたモータケースであって、

直径が0.61メートルを超えるもの又は構造効率比が25キロメートルを超えるもの 

（３） ノズルであって、推力が45キロニュートンを超えるもの又はノズルのスロートの侵食

率が0.075ミリメートル毎秒未満のもの 

（４） 可動ノズル又は二次噴射推力方向制御装置であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 推力方向の偏向範囲の絶対値が５度を超えるもの 

イ 推力方向を変化させる際の角速度が20度毎秒以上のもの 

ウ 推力方向を変化させる際の角加速度が40度毎秒毎秒以上のもの 

116 ハイブリッドロケット推進装置 

117 無人航空機又はその部分品若しくは附属装置であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 無人航空機であって、操縦者の視覚に頼ることなく制御された飛行を行うよう設計し

たもののうち、次のいずれかに該当するもの 

ア 次の（ア）及び（イ）に該当するもの 

（ア） 最大航続時間が30分以上１時間未満のもの 

（イ） １時間当たり46.3キロメートル（25ノット）以上の風速の中で離陸し、かつ、安定

した制御飛行が可能なもの 

イ 最大航続時間が１時間以上のもの 

（２） 無人航空機の部分品又は附属装置であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 有人飛行機を（１）に該当する無人航空機に変換するように設計したもの 

イ 無人航空機を 15,240 メートルの高度を超えて飛行させることができるように設計又は改

造された空気吸入式のレシプロエンジン又は内燃式のロータリーエンジン 

118 106から117までに該当するものの試験装置、測定装置、検査装置、製造装置若しくは工具又

はこれらの部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） ガスタービンエンジンのブレード、ベーン又はチップシュラウドを製造するための装置
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又は工具であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 一方向性凝固又は単結晶の鋳造のための装置 

イ 鋳造用に設計されたコア、シェル又はこれらを組み合わせたものであって、耐熱金属製の

もの又はセラミック製のもの 

ウ 一方向性凝固又は単結晶の積層造形を行う装置 

（２） 実時間で制御する装置、計測器（センサーを含む。以下同じ。）又は自動的にデータを

収集し、解析する装置であって、次のア及びイに該当するもの 

ア ガスタービンエンジン又はその部分品を設計するために特に設計したもの 

イ 119（２）又は（３）に該当する技術を用いたもの 

（３） チップにおける周速が 335 メートル毎秒を超えるものであって、500 度を超える温度に

おいて運転できるように設計したガスタービンエンジンのブラシシールの製造装置若しくは

試験装置又はこれらの部分品 

（４） 金属間化合物、超合金又はチタンからなるガスタービンエンジンの翼部とディスク部

を固相接合するための工具であって、119（１）から（３）までのいずれかに該当する技術の

うち、ガスタービンに関する技術を用いたもの 

（５） マッハ数が 1.2 以上の速度の状態を作ることができる風洞又は装置とともに使用する

ように設計したものであって、実時間で制御する装置、計測器又は自動的にデータを収集し

、解析する装置 

（６） 音響振動試験装置であって、次のアからウまでの全てに該当するもの又はその石英加

熱器 

ア 基準音圧を 20 マイクロパスカルとしたときの音圧が 160 デシベル以上のもの 

イ 定格出力が４キロワット以上のもの 

ウ 試験室の温度が 1,000 度を超えるもの 

（７） 非破壊検査技術を用いてロケットモータを検査するための装置 

（８） よどみ点における温度が 560 度を超える流れの壁面摩擦を直接計測することができる

ように設計した変換器 

（９） ガスタービンエンジンの回転部分に用いられる部分品であって粉末冶金によって製造

されるもののうち、600 度以上の温度において極限引張強さの 60 パーセント以上の応力を加

えた状態で使用することができるものを製造するための工具（型及び粉体を製造するための

ものを除く。） 

（10） 117 に該当するものの製造装置 

119 次のいずれかに該当する技術（プログラムを除く。）を内容とする情報が記載され、又は記

録された文書、図画又は記録媒体 

（１） ガスタービンエンジンの部分品であって、次のいずれかに該当するものの設計又は製

造に係る技術 

ア 燃焼器であって、次のいずれかに該当するものを有するもの 

（ア） 燃焼器出口温度が 1,610 度を超える燃焼器に使用することができるように設計され

た熱遮断ライナー 
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（イ） 非金属ライナー 

（ウ） 非金属シェル 

（エ） 燃焼器出口温度が 1,610 度を超える燃焼器に使用することができるように設計され

た冷却孔を有するライナー 

イ 金属マトリックス複合材料又はセラミックマトリックス複合材料を原材料として製造され

たもの 

ウ 無冷却式のタービンブレード、ベーン又はチップシュラウドであって、1,100 度以上のガ

ス流路温度で使用するように設計されたもの 

エ 冷却式のタービンブレード、ベーン又はチップシュラウドであって、1,420 度以上のガス

流路温度で使用するように設計されたもの 

オ 固相接合法を用いてタービンブレードの翼部とディスク部を接合したもの 

カ 拡散接合法を用いたもの 

キ 損傷許容設計された回転部分品であって、粉末冶金材料を用いたもの 

ク 中空のファンブレード 

ケ ステーター、ベーン、ブレード、チップシール、チップシュラウド、回転ブリング、回転

ブリスク又はスプリッターダクトのいずれかであって、次の（ア）から（ウ）までの全てに

該当するもの 

（ア） （１）イ、コ又はサに該当しないもの 

（イ） 圧縮機又はファンのために設計されたもの 

（ウ） 135（１）から（３）までに該当する物質及び樹脂を原料として製造されたもの 

コ 一方向性凝固又は単結晶の合金で鋳造されたガスタービンのブレード、ベーン又はチップ

シュラウドであって、1,000 度の温度において単結晶に対し垂直方向に 200 メガパスカルの

応力が発生する荷重を加えたときの応力破断時間が 400 時間以上のもの 

サ 315 度を超える温度で使用することができるように設計された有機複合材料を原料として

製造されるもの 

（２） ガスタービンエンジンに用いられるフルオーソリティーデジタルエンジン制御システ

ムの設計又は製造に係る技術のうち、次のいずれかに該当するもの（エンジン及び航空機の

機体の統合に関する技術情報であって、一般の航空路線で使用するために１以上の国際連合

加盟国の航空当局により公開を要請されるもの（据付マニュアル、作業指示書、持続耐空性

に係る指示書を含む。）及びインターフェース機能（入出力処理、機体の推力又は軸出力要求

を含む。）に係るものを除く。） 

ア エンジンの推力又は軸出力を制御するための機能をガスタービンエンジンの部分品に付与

するための技術 

イ エンジンの推力又は軸出力を調整するために用いられるものであって、フルオーソリティ

ーデジタルエンジン制御システムに特有の制御及び診断を行う技術 

ウ エンジンの推力又は軸出力を調整するために用いられる制御則アルゴリズム（ソースコー

ドを含む。）に関する技術 

（３） ガスジェネレータータービン、ファンタービン、パワータービン若しくはプロペリン
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グノズルに係るエンジンの安定性を維持するために設計した流路の形状を可変にするための

装置の設計又は製造に係る技術であって、次のいずれかに該当するもの 

ア エンジンの安定性を維持する部分品の機能を発揮させるための設計に係る技術 

イ 流路の形状を可変にするための装置のための部分品であって、エンジンの安定性を維持す

るものの設計又は製造に係る技術 

ウ 流路の形状を可変にするための装置のための制御則アルゴリズム（ソースコードを含む。

）であって、エンジンの安定性を維持するものの設計に係る技術 

120 高速で積層造形を行う装置 

121 航空機又は人工衛星その他の宇宙開発用の飛しょう体に使用するように設計したシール、ガ

スケット、シーラント又は燃料貯蔵袋であって、フッ化ポリイミド又はフッ化ホスファゼンエラ

ストマーの含有量が全重量の50パーセントを超えるもの 

122 繊維を使用した成型品（半製品を含む。以下この号において同じ。）であって、次の（１）

又は（２）に該当するもの（次の（３）又は（４）に該当するものを除く。） 

（１） 135に該当する繊維又はプリプレグ若しくはプリフォームを使用した成型品であって、

有機物をマトリックスとするもの 

（２） 次のいずれかに該当する繊維を使用した成型品であって、金属又は炭素をマトリック

スとするもの 

ア 炭素繊維であって、次の（ア）及び（イ）に該当するもの 

（ア） 比弾性率が10,150,000メートルを超えるもの 

（イ） 比強度が177,000メートルを超えるもの 

イ 135（３）に該当するもの 

（３） 民生用に設計されたスポーツ用、自動車用、工作機械用及び医療用の成型品 

（４） 民間航空機の補修のための成型品（炭素繊維にエポキシ樹脂を含浸したものに限る。）

であって、次のすべてに該当するもの 

ア 面積（最大投影面積をいう。）が１平方メートル以下のもの 

イ １辺の長さが 2.5 メートル以下のもの 

ウ 幅が 15 ミリメートルを超えるもの 

123 不溶性の芳香族ポリイミドの製品（フィルム、シート、テープ又はリボン状のものに限る。

）であって、次のいずれかに該当するもの（銅で被覆又はラミネートされたもので、かつ、電子

回路のプリント基板用のものを除く。） 

（１） 厚さが0.254ミリメートルを超えるもの 

（２） 炭素、黒鉛、金属又は磁性材料で被覆又はラミネートされたもの 

124 122に該当するものの製造用又は検査用の装置であって、次のいずれかに該当するもの又はそ

の附属品若しくは部分品（別表第４の17に該当するものを除く。） 

（１） フィラメントワインディング装置であって、繊維を位置決めし、包み作業及び巻き作

業を行うもののうち、それらの作業を相関して制御することができる基本軸（サーボ制御に

よって動作するものに限る。）を３本以上有するもの 

（２） 繊維からなる航空機の機体又はロケットの構造体を製造するためのものであって、テ
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ープを位置決めし、及びラミネートする作業を行うもの（次のア及びイに該当する能力を有

するものに限る。）のうち、それらの作業を相関して制御することができる基本軸（サーボ

制御によって動作するものに限る。）を５本以上有するもの 

ア フィラメントバンド（繊維に完全又は部分的に樹脂を含浸したプリプレグであり、かつ、

単一で連続したテープ状又は繊維状若しくは織布状のものをいう。以下同じ。）のうち、そ

の１本以上の幅が 25 ミリメートルを超え、305 ミリメートル以下のものを位置決めし、及

びラミネートできるもの 

イ フィラメントバンドを位置決めし、及びラミネートする工程中に個々のフィラメントバン

ドの進行を中断及び再開することができるもの 

（３） 三次元的に織ることができる織機又はインターレーシングマシンであって、繊維を成

型品用に織り、編み若しくは組むために特に設計又は改造したもの 

（４） 繊維の製造用の装置であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 重合体繊維から炭素繊維又は炭化けい素繊維を製造する装置 

イ 炭化けい素繊維の製造用の装置であって、熱したフィラメント状の基材に元素又は化合物

を化学的に蒸着させるもの 

ウ 耐火セラミックの湿式紡糸装置 

エ 熱処理によって、アルミニウムを含有するプリカーサー繊維からアルミナ繊維を製造する

装置 

（５） ホットメルト方式を用いて135（５）に該当するプリプレグを製造する装置 

（６） 非破壊検査装置であって、複合材料を検査するように設計したもののうち、次のいず

れかに該当するもの 

ア 三次元欠陥検査用のエックス線断層撮影装置 

イ 数値制御を行うことができる超音波検査装置であって、位置送信機、位置受信機又は位置

送受信機の動作が、同時制御され、かつ、検査時に対象物の三次元輪郭を軸数が４以上で測

定するよう調整されているもの 

（７） 繊維からなる航空機の機体又はロケットの構造体を製造するためのものであって、ト

ウを位置決めし、及びラミネートする作業を行うもののうち、それらの作業を相関して制御

することができる基本軸（サーボ制御によって動作するものに限る。）を２本以上有するも

の 

125 合金、その粉末又は合金材料の製造装置（コンタミネーション防止対策を講じてあるものに

限る。）であって、127（３）イ（ア）から（ク）までのいずれかに該当する方法において使用

するように設計したもの 

126 チタン若しくはアルミニウム又はこれらの合金を超塑性成形又は拡散接合するための工具で

あって、次のいずれかに該当するものを製造するように設計したもの 

（１） 航空機又は人工衛星その他の宇宙開発用の飛しょう体の構造体 

（２） 航空機又は人工衛星その他の宇宙開発用の飛しょう体のエンジン 

（３） （１）又は（２）に該当するものの部分品 

127 合金又はその粉末であって、次のいずれかに該当するもの（コーティングに使用するために
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特に調合したものを除く。） 

（１） アルミニウムの化合物となっている合金であって、次のいずれかに該当するもの 

ア アルミニウムの含有量が全重量の15パーセント以上38パーセント以下であって、アルミニ

ウム又はニッケル以外の合金元素を含むニッケル合金 

イ アルミニウムの含有量が全重量の10パーセント以上であって、アルミニウム又はチタン以

外の合金元素を含むチタン合金 

（２） （３）に該当するものからなる合金であって、次のいずれかに該当するもの 

ア ニッケル合金であって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 650度の温度において676メガパスカルの応力が発生する荷重を加えたときの応力破

断時間が10,000時間以上のもの 

（イ） 550度の温度において1,095メガパスカルの応力が発生する荷重を加えたときの低サ

イクル疲労寿命が10,000サイクル以上のもの 

イ ニオブ合金であって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 800度の温度において400メガパスカルの応力が発生する荷重を加えたときの応力破

断時間が10,000時間以上のもの 

（イ） 700度の温度において700メガパスカルの応力が発生する荷重を加えたときの低サイ

クル疲労寿命が10,000サイクル以上のもの 

ウ チタン合金であって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 450度の温度において200メガパスカルの応力が発生する荷重を加えたときの応力破

断時間が10,000時間以上のもの 

（イ） 450度の温度において400メガパスカルの応力が発生する荷重を加えたときの低サイ

クル疲労寿命が10,000サイクル以上のもの 

エ アルミニウム合金であって、引張強さが次のいずれかに該当するもの 

（ア） 200度の温度において240メガパスカル以上のもの 

（イ） 25度の温度において415メガパスカル以上のもの 

オ マグネシウム合金であって、引張強さが345メガパスカル以上のもののうち、３パーセン

ト食塩水中における腐食が１年につき１ミリメートル未満のもの 

（３） 合金の粉末であって、次のア及びイに該当するもの 

ア 次のいずれかに該当するものからなるもの 

（ア） 製造工程中に混入する金属以外の粒子（径が100マイクロメートルを超えるものに

限る。）の数が粒子1,000,000,000個当たり３個未満のニッケル合金であって、アルミニ

ウム及びニッケルを含む３種類以上の元素からなるもの 

（イ） アルミニウム、けい素又はチタンのいずれかの元素及びニオブを含む３種類以上の

元素からなるニオブ合金 

（ウ） アルミニウム及びチタンを含む３種類以上の元素からなるチタン合金 

（エ） マグネシウム、亜鉛又は鉄のいずれかの元素及びアルミニウムを含む３種類以上の

元素からなるアルミニウム合金 

（オ） アルミニウム及びマグネシウムを含む３種類以上の元素からなるマグネシウム合金 
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イ 次のいずれかの方法によって製造したもの 

（ア） 真空噴霧法 

（イ） ガス噴霧法 

（ウ） 回転噴霧法 

（エ） スプラットクェンチ法 

（オ） メルトスピニング法及び粉化法 

（カ） メルトエキストラクション法及び粉化法 

（キ） 機械的合金法 

（ク） プラズマ噴霧法 

128 金属性磁性材料であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 比初透磁率が120,000以上のものであって、厚さが0.05ミリメートル以下のもの 

（２） 磁歪合金であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 飽和磁気歪が0.0005を超えるもの 

イ 電気機械結合係数が0.8を超えるもの 

（３） ストリップ状のアモルファス合金又はナノクリスタル合金であって、次のア及びイに

該当するもの 

ア 鉄、コバルト若しくはニッケルのいずれかの含有量又はこれらの含有量の合計が全重量の

75パーセント以上のもの 

イ 飽和磁束密度が1.6テスラ以上のものであって、次のいずれかに該当するもの 

（ア） 厚さが0.02ミリメートル以下のもの 

（イ） 電気抵抗率が２マイクロオームメートル以上のもの 

129 ウランチタン合金又はタングステン合金であって、そのマトリックスが鉄、ニッケル又は銅

のもののうち、次の（１）から（４）までの全てに該当するもの 

（１） 密度が17.5グラム毎立方センチメートルを超えるもの 

（２） 弾性限度が880メガパスカルを超えるもの 

（３） 引張強さが1,270メガパスカルを超えるもの 

（４） 伸び率が８パーセントを超えるもの 

130 超電導材料であって、次のいずれかに該当するもの（（１）及び（２）については、長さが

100メートルを超えるもの又は全重量が100グラムを超えるものに限る。） 

（１） フィラメントを有するものであって、ニオブチタンのフィラメントを含むもののうち

、次のア及びイに該当するもの 

ア フィラメントが銅又は銅合金以外のマトリックスに埋めこまれたもの 

イ フィラメントの断面積が100万分の28平方ミリメートル未満のもの 

（２） ニオブチタン以外の超電導フィラメントからなる超電導材料であって、次のア及びイ

に該当するもの 

ア 磁界をかけない場合に臨界温度が零下263.31度超のもの 

イ 超電導材料の縦軸に対してあらゆる方向から垂直に12テスラの磁束密度の磁界をかけた場

合に、零下268.96度の温度で超電導状態を保つことができるものであって、臨界電流密度が
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全ての横断面で1,750アンペア毎平方ミリメートルを超えるもの 

（３） 超電導フィラメントからなる超電導材料であって、零下158.16度の温度を超えて超電

導性を保つことができるもの 

131 潤滑剤として使用することができる材料又は振動防止用若しくは冷媒用に使用することがで

きる液体であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 潤滑剤として使用することができる材料であって、次のいずれかに該当する物質を主

成分とするもの 

ア フェニレンエーテル、アルキルフェニレンエーテル、フェニレンチオエーテル、アルキル

フェニレンチオエーテル又はこれらの混合物であって、その有するエーテル基、チオエーテ

ル基又はこれらの官能基の数の合計が３以上のもの 

イ フッ化シリコーン油であって、25度の温度において測定した動粘度が5,000平方ミリメー

トル毎秒未満のもの 

（２） 振動防止用に使用することができる液体であって、純度が99.8パーセントを超え、か

つ、径が200マイクロメートル以上の粒状の不純物の数が100ミリリットル当たり25個未満の

もののうち、次のいずれかに該当する物質の重量が全重量の85パーセント以上のもの 

ア ジブロモテトラフルオロエタン 

イ ポリクロロトリフルオロエチレン 

ウ ポリブロモトリフルオロエチレン 

（３） 電子機器の冷媒用に使用することができる液体であって、フルオロカーボンからなる

もの（医療用として記述があり、かつ、梱包されたものを除く。）のうち、次のア及びイに該

当するもの 

ア 次のいずれかに該当する物質の含有量の合計が全重量の85パーセント以上のもの 

（ア） パーフルオロポリアルキルエーテルトリアジンのモノマー 

（イ） パーフルオロアリファティックエーテルのモノマー 

（ウ） パーフルオロアルキルアミン 

（エ） パーフルオロシクロアルカン 

（オ） パーフルオロアルカン 

イ 次の（ア）から（ウ）までの全てに該当するもの 

（ア） 25度の温度における密度が、１ミリリットル当たり1.5グラム以上のもの 

（イ） 零度の温度において液体のもの 

（ウ） フッ素の含有量が全重量の60パーセント以上のもの 

132 セラミック粉末若しくはセラミックの半製品若しくは一次製品、セラミック複合材料又はセ

ラミックの材料となる前駆物質であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） チタンのほう化物を用いて製造したセラミック粉末であって、金属不純物の含有量が

全重量の0.5パーセント未満のもののうち、粒子の径の平均値が５マイクロメートル以下であ

り、かつ、径が10マイクロメートルを超える粒子の重量の合計が全重量の10パーセント以下

であるもの 

（２） チタンのほう化物からなるセラミックの半製品又は一次製品であって、理論密度比が
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98パーセント以上のもの（研磨材を除く。） 

（３） セラミック複合材料であって、ガラス又は酸化物をマトリックスとするもののうち、

次のいずれかに該当するもの 

ア 次の（ア）及び（イ）に該当する繊維により強化されたもの 

（ア） 比強度が12,700メートルを超えるもの 

（イ） 次の系のいずれかの元素の組合せからなるもの 

ａ けい素及び窒素 

ｂ けい素及び炭素 

ｃ けい素、アルミニウム、酸素及び窒素 

ｄ けい素、酸素及び窒素 

イ 次の（ア）又は（イ）からなる連続した繊維（1,000度の温度における引張強さが700メガ

パスカル未満のもの、又は1,000度の温度において100メガパスカルの応力が発生する荷重を

100時間にわたって加えたときに、クリープ歪みが１パーセントを超えるものを除く。）に

より強化されたもの 

（ア） 酸化アルミニウム 

（イ） けい素、炭素及び窒素 

（４） セラミック複合材料であって、粒子、ウィスカー又は繊維により強化されたもののう

ち、けい素、ジルコニウム又はほう素の炭化物又は窒化物をマトリックスとするもの 

（５） セラミックの材料となる前駆物質であって、次のいずれかに該当するもの 

ア ポリジオルガノシラン 

イ ポリシラザン 

ウ ポリカルボシラザン 

133 重合化することができる非フッ素化化合物又は非フッ素化重合体（液状又は板、棒、フィル

ム、シート、塊、管、線、ペレット、粒若しくは粉の形状であって、加工できるものに限る。）

であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） ビスマレイミド、ガラス転移点が290度を超える芳香族ポリアミドイミド、ガラス転移

点が232度を超える芳香族ポリイミド又はガラス転移点が290度を超える芳香族ポリエーテル

イミド 

（２） ポリアリーレンケトン 

（３） ビフェニレン、トリフェニレン又はこれらの組合せからなるアリーレン基を有するポ

リアリーレンスルフィド 

（４） ガラス転移点が290度を超えるポリビフェニレンエーテルスルホン 

134 フッ素化合物であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 結合フッ素の含有量が全重量の10パーセント以上のフッ化ポリイミド 

（２） 結合フッ素の含有量が全重量の30パーセント以上のフッ化ホスファゼンの弾性体 

135 繊維又はこれを使用したプリプレグ若しくはプリフォームであって、次のいずれかに該当す

るもの 

（１） 有機繊維（ポリエチレン繊維を除く。）であって、次のア及びイに該当するもの 
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ア 比弾性率が12,700,000メートルを超えるもの 

イ 比強度が235,000メートルを超えるもの 

（２） 炭素繊維であって、次のア及びイに該当するもの 

ア 比弾性率が14,650,000メートルを超えるもの 

イ 比強度が268,200メートルを超えるもの 

（３） 無機繊維であって、次のア及びイに該当するもの 

ア 比弾性率が2,540,000メートルを超えるもの 

イ 不活性の環境における融点、軟化点、分解点又は昇華温度が1,649度を超えるもの 

（４） 次のいずれかに該当するものからなる繊維又は当該繊維と（１）から（３）までのい

ずれかに該当する繊維とを混繊した繊維 

ア 133（１）に該当する芳香族ポリエーテルイミド 

イ 133（２）から（４）までのいずれかに該当するもの 

（５） プリプレグ（次のウ又はエに該当するものを除く。）又はプリフォームであって、次

のア及びイを使用したもの 

ア 次のいずれかに該当するもの 

（ア） （３）に該当する無機繊維 

（イ） 有機繊維又は炭素繊維であって、次のａ及びｂに該当するもの 

ａ 比弾性率が10,150,000メートルを超えるもの 

ｂ 比強度が177,000メートルを超えるもの 

イ 次のいずれかに該当する樹脂 

（ア） 134に該当するもの 

（イ） フェノール樹脂であって、動的機械分析によって測定したガラス転移点が180度以

上のもの 

（ウ） 動的機械分析によって測定したガラス転移点が232度以上のもの（フェノール樹脂

及び（ア）に該当するものを除く。） 

ウ 民間航空機の補修のためのプリプレグ（炭素繊維にエポキシ樹脂を含浸させたものに限る

。）であって、次の（ア）から（ウ）までの全てに該当するもの 

（ア） 面積（最大投影面積をいう。）が１平方メートル以下のもの 

（イ） 一辺の長さが 2.5 メートル以下のもの 

（ウ） 幅が 15ミリメートルを超えるもの 

エ 25 ミリメートル以下の長さに機械的に切断又は加工された炭素繊維に、133 又は 134（１

）以外に該当する樹脂又はピッチを含浸させたもの 

（６） 炭素繊維精製及び生産関連機器の前駆体として使用可能なポリアクリルニトリル繊維 

136 粒子の径が60マイクロメートル以下のほう素であって、ほう素の重量比による純度が85パー

セント以上のもの若しくはその混合物、粒子の径が60マイクロメートル以下のほう素合金であ

って、ほう素の重量比が85パーセント以上のもの若しくはその混合物、硝酸グアニジン又はニ

トログアニジン（アルミニウム、マグネシウム、ジルコニウム又はベリリウムによってカプセ

ル封じをしたものであるかないかを問わない。） 
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137 電波の吸収材又は導電性高分子であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 電波の吸収材として使用するように設計したものであって、周波数が200メガヘルツ超

３テラヘルツ未満のもの 

（２） 電波の吸収材として使用するように設計したものであって、周波数が150テラヘルツ超

370テラヘルツ未満のもののうち、可視光を透過しないもの 

（３） 導電性高分子であって、体積導電率が10キロジーメンス毎メートルを超えるもの又は

表面抵抗率が100オーム未満のもののうち、次のいずれかの重合体からなるもの 

ア ポリアニリン 

イ ポリパイロール 

ウ ポリチオフェン 

エ ポリフェニレンビニレン 

オ ポリサイニレンビニレン 

138 次のいずれかを内容とする情報が記載され、又は記録された文書、図画又は記録媒体 

（１） ４、41 若しくは 75 のいずれかに該当する物資を設計、製造若しくは使用するために設

計したプログラム又はこれらの物資の設計若しくは製造に係る技術（プログラムを除く。） 

（２） 14、15、20、37、39、40、42 から 44まで、45（１）から（４）まで、46から 66 まで

、80 から 82 まで、83（１）から（３）まで、84、86 から 89 まで、94から 98 まで、101（１

）、102（１）若しくは（２）、103（１）若しくは（３）、104、105（１）ウ若しくはエ、106

から 118（（１）を除く。）まで、121、123、124（７）、125、126、135（（４）から（６）まで

を除く。）又は 137（３）に該当する物資の設計、製造若しくは使用に係る技術又はこの表に

掲げられていない物資がこれらの物資の機能を果たすことができるように設計したプログラ

ム 

（３） 23、77 から 79 まで、83（４）若しくは 85 のいずれかに該当する物資の設計若しくは

製造に係る技術 

（４） 38（１）から（４）までのいずれかに該当する物資を設計若しくは製造するために設

計したプログラム又はこれらの物資の設計若しくは製造に係る技術（プログラムを除く。） 

（５） 67 から 69 まで、76 若しくは 90 のいずれかに該当する物資の設計、製造又は使用に係

る技術（プログラムを除く。） 

（６） 45（５）から（７）まで、101（２）、102（３）、103（２）若しくは 105（（１）ウ及び

エを除く。）のいずれかに該当する物資又はこれらの物資の部分品、試験装置、検査装置若し

くは製造装置に係る技術その他関連技術 

（７） 122 若しくは 135（４）から（６）までに該当する物資を設計するために設計したプロ

グラム又はこれらの物資の設計、製造若しくは修理に係る技術（プログラムを除く。） 

（８） 130（３）、135（１）から（３）まで若しくは 137（３）のいずれかに該当する物資を

設計するために設計したプログラム又はこれらの物資若しくはプログラムの設計、製造若し

くは使用に係る技術（プログラムを除く。） 

（９） 132 若しくは 137（１）若しくは（２）に該当する物資を設計するために設計したプロ

グラム又はこれらの物資の設計若しくは製造に係る技術（プログラムを除く。） 
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別表第６ 奢侈品 

１ 牛の肉（冷凍したものに限る。） 

２ まぐろのフィレ（冷凍したものに限る。） 

３ キャビア又は魚卵から調製したキャビア代用物 

４ アルコール飲料 

５ 製造たばこ又は製造たばこ代用品 

６ 香水類又はオーデコロン類 

７ 美容用、メーキャップ用若しくは皮膚の手入れ用の調製品（日焼け止め用又は日焼け用の調

製品を含み、医薬品を除く。）又はマニキュア用若しくはペディキュア用の調製品 

８ トランク、スーツケース、携帯用化粧道具入れ、エグゼクティブケース、書類かばん、通学

用かばんその他これらに類する容器（外面が革製、コンポジションレザー製又はパテントレザ

ー製のものに限る。） 

９ ハンドバッグ（外面が革製、コンポジションレザー製又はパテントレザー製のものに限る。） 

10 財布その他のポケット又はハンドバッグに通常入れて携帯する製品（外面が革製、コンポジ

ションレザー製又はパテントレザー製のものに限る。） 

11 衣類又は衣類附属品（革製又はコンポジションレザー製のものに限る。） 

12 毛皮製のオーバーコートその他の毛皮製品又は人造毛皮製品 

13 じゅうたんその他の紡織用繊維の床用敷物 

14 つづれ織物（アメリカ合衆国通貨500ドルに相当する額を超えるものに限る。） 

15 磁器製の食卓用品（アメリカ合衆国通貨100ドルに相当する額を超えるものに限る。） 

16 ガラス製品（鉛ガラス製のものであって、食卓用、台所用、化粧用、事務用、室内装飾用そ

の他これらに類する用途に供する種類のもの及び身辺用模造細貨類） 

17 天然若しくは養殖の真珠、貴石、半貴石、特定金属（銀、金、白金、イリジウム、オスミウ

ム、パラジウム、ロジウム又はルテニウムをいう。以下同じ。）若しくは特定金属を張った金

属又はこれらの製品 

18 携帯用のデジタル式自動データ処理機械（少なくとも中央処理装置、キーボード及びディス

プレイから成るものに限り、別表第５に掲げるものを除く。） 

19 マイクロホン若しくはそのスタンド、拡声器、ヘッドホン若しくはイヤホン、マイクロホン

と拡声器を組み合わせたもの、可聴周波増幅器又は電気式音響増幅装置（別表第５に掲げるも

のを除く。） 

20 音声再生機、録音機若しくはビデオの記録用若しくは再生用の機器又はこれらの部分品若し

くは附属品（別表第５に掲げるものを除く。） 

21 録音その他これに類する記録用の媒体（写真用又は映画用のものを除き、録音その他これに

類する記録をしたものを含み、別表第５に掲げるものを除く。） 

22 ビデオカメラレコーダー又はデジタルカメラ（別表第５に掲げるものを除く。） 

23 ラジオ放送用受信機（無線電話又は無線電信を受信することができるものを含み、別表第５

に掲げるものを除く。） 
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24 テレビジョン受像機器（カラーのものであって、放送用のものに限る。）又はビデオモニタ

ー（カラーのものに限る。）若しくはビデオプロジェクター（別表第５に掲げるものを除く。

） 

25 乗用自動車及びスノーモービル（アメリカ合衆国通貨2,000ドルに相当する額を超えるものに

限り、別表第５に掲げるものを除く。） 

26 モーターサイクル（モペットを含む。）又は補助原動機付きの自転車（別表第５に掲げるも

のを除く。） 

27 ヨットその他の娯楽用若しくはスポーツ用の船舶又はカヌー 

28 写真機（一眼レフレックスのものに限り、別表第５に掲げるものを除く。） 

29 映画用の撮影機又は映写機（別表第５に掲げるものを除く。） 

30 投影機、写真引伸機又は写真縮小機（映画用のもの及び別表第５に掲げるものを除く。） 

31 映写用又は投影用のスクリーン 

32 腕時計、懐中時計その他の携帯用時計（ストップウォッチを含む。） 

33 楽器又はその部分品若しくは附属品 

34 身体トレーニング、体操、競技その他の運動（卓球を含む。）又は戸外遊戯に使用する物品

及び水泳用又は水遊び用のプール並びに履物（スケート靴、スキー靴（クロスカントリー用の

ものを含む。）、スノーボードブーツ、レスリングシューズ及びボクシングシューズその他ス

ポーツ用の履物（スポーツ活動用として製造した履物で、スパイク、スプリッグ、ストップ、

クリップ、バーその他これらに類する物品を取り付けてあるもの及び取り付けることができる

もの（サイクリングシューズを除く。）に限る。）に限る。） 

35 万年筆 

36 美術品、収集品又は骨とう 

 

別表第７ 北朝鮮への輸出の禁止が決定されたその他の物資 

１ 航空機用燃料（ケロシン系のロケット用燃料を含み、別表第５に掲げるもの及び国際連合安全

保障理事会決議第1718号12の規定に従って設置された委員会（以下「1718委員会」という。）が

、北朝鮮への輸出を事前に承認したものを除く。） 

２ 航空機及び宇宙飛行体（商品の名称及び分類についての統一システムに関する国際条約（昭和

62年条約第14号）附属書（以下「附属書」という。）第88類に該当するものに限り、次のいずれ

かに該当するものを除く。） 

（１） 別表第４及び別表第５に掲げるもの 

（２） 1718委員会が、北朝鮮への輸出を事前に承認した新品のヘリコプター 

３ 船舶（附属書第89類に該当するものに限り、別表第５別表第５及び別表第６に掲げるもの並び

に1718委員会が、北朝鮮への輸出を事前に承認したものを除く。） 

４ コンデンセート又は天然ガス液 

５ 石油製品（軽油及び灯油を含み、次のいずれかに該当するものを除く。） 

（１）１に掲げるもの 

（２）次のアからエまでの全てに該当するもの 
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ア 北朝鮮への輸出を行う国際連合加盟国が当該輸出の量を1718委員会に通報するもの 

イ 国際連合加盟国から北朝鮮への輸出に北朝鮮の核若しくは弾道ミサイル計画又は国際連合

安全保障理事会決議第1718号、同理事会決議第1874号、同理事会決議第2087号、同理事会決

議第2094号、同理事会決議第2270号、同理事会決議第2321号、同理事会決議第2356号、同理

事会決議第2371号、同理事会決議第2375号若しくは同理事会決議第2397号（以下「国際連合

安全保障理事会決議第1718号等」という。）により禁止されている活動に関連している個人

又は団体が関与していないもの 

ウ 国際連合加盟国から北朝鮮への輸出が専ら北朝鮮籍を有する者の生計目的であって、かつ

、当該輸出が北朝鮮の核若しくは弾道ミサイル計画又は国際連合安全保障理事会決議第1718

号等により禁止されている活動の資金獲得に該当しないもの 

エ 毎年１月１日から12月31日（ニューヨーク時間。以下同じ。）までの期間において、国際

連合加盟国から北朝鮮への輸出の総量が500,000バレルを超えないもの 

６ 原油（次のいずれかに該当するものを除く。） 

（１）毎年12月22日から翌年12月21日までの期間において、国際連合加盟国から北朝鮮への輸出

の総量が4,000,000バレル又は525,000トンを超えないもの（２）国際連合加盟国から北朝鮮へ

の輸出が専ら北朝鮮籍を有する者の生計目的であって、かつ、当該輸出が北朝鮮の核若しくは

弾道ミサイル計画又は国際連合安全保障理事会決議第1718号等により禁止されている活動に該

当しないものとして1718委員会が事前かつ個別に承認したもの 

７ 鉄鋼及びその他の卑金属（附属書第15部に該当するものに限り、別表第１、別表第４及び別表

第５に掲げるものを除く。） 

８ 産業用の機械類（附属書第 16 部に該当するものに限り、別表第１から別表第６までに掲げる

もの並びに北朝鮮の法人又は個人による商用民間旅客機（Ａｎ－24Ｒ／ＲＶ、Ａｎ－148－100

Ｂ、Ｉｌ－18Ｄ、Ｉｌ－62Ｍ、Ｔｕ－134Ｂ－３、Ｔｕ－154Ｂ、Ｔｕ－204－100Ｂ及びＴｕ－

204－300 に限る。）の安全な運用を維持するために必要な予備部品に用いるためのものを除く。

） 

９ 輸送用の車両（附属書第 86 類又は第 87 類に該当するものに限り、別表第４から別表第６ま

でに掲げるものを除く。） 

 

別表第８ 北朝鮮からの輸入の禁止が決定されたその他の物資 

１ 石炭（北朝鮮以外の国又は地域において採掘された石炭であって、羅津（羅先）港から北朝鮮

以外の国又は地域に向けて北朝鮮を通じて輸送されたと当該石炭の輸出国が確認した上で、当該

輸出国が事前に1718委員会に通報し、かつ、当該輸出が北朝鮮の核若しくは弾道ミサイル計画又

は国際連合安全保障理事会決議第1718号、同理事会決議第1874号、同理事会決議第2087号、同理

事会決議第2094号、同理事会決議第2270号、同理事会決議第2321号、同理事会決議第2356号若し

くは同理事会決議第2371号により禁止されている活動の資金獲得に該当しない場合を除く。） 

２ 鉄鋼及び鉄鋼製品 

３ 鉄鉱（精鉱を含む。） 

４ 金 
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５ チタン鉱（精鉱を含む。） 

６ バナジウム鉱（精鉱を含む。） 

７ 希土類金属、スカンジウム及びイットリウム（これらの相互の混合物又は合金にしてあるかな

いかを問わない。）、これらの無機又は有機の化合物及びこれらの混合物の無機又は有機の化合

物 

８ 銅 

９ ニッケル 

10 銀 

11 亜鉛 

12 銅像その他の像（1718委員会が北朝鮮からの輸入を事前に承認したものを除く。） 

13 海産物（魚並びに甲殻類、軟体動物及びその他の水棲
せい

無脊椎動物を含む。） 

14 鉛及び鉛鉱（精鉱を含む。） 

15 紡織用繊維及びその製品（生地及び完全に又は部分的に完成した衣類を含み、1718 委員会が

、北朝鮮からの輸入を事前かつ個別に承認したものを除く。） 

16 食料及び農産物（附属書第７類、第８類又は第12類に該当するものに限る。） 

17 土石類（マグネサイト及びマグネシアを含み、附属書第 25 類に該当するものに限る。） 

18 木材（附属書第 44類に該当するものに限る。） 

19 機械類（附属書第84類に該当するものに限り、別表第１から別表第５までに掲げるものを除く。

） 

20 電気機器（附属書第 85 類に該当するものに限り、別表第１から別表第５までに掲げるものを

除く。） 

21 船舶（附属書第 89類に該当するものに限り、別表第５に掲げるものを除く。） 


